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Ⅰ 平成３０年度当初予算（案）編成の基本的考え方

（国の予算等）
国の平成３０年度予算は，我が国財政の厳しい状況を踏まえ，歳出全般にわたり，聖域

なき徹底した見直しを推進することとして編成されたところである。
地方財政については，これまで県開発促進協議会等を通じて，地方の安定的な財政運営

に必要な一般財源総額の確保について，国に対して強く要請してきたところであり，今回，
公共施設等の老朽化対策等のための歳出を確保したことにより，平成２９年度を０．０４
兆円上回る６２．１兆円が確保された一方で，実質的な地方交付税については，地方税の
増等により，０．４兆円の減となっているところである。

（本県の財政状況等）
本県の財政は，扶助費の増加や公債費が高水準で推移するなど厳しい状況の中，行財政

改革推進プロジェクトチームを中心として，事務事業見直しをはじめとする歳入・歳出両
面にわたる徹底した行財政改革に取り組んだ結果，平成３０年度においても財源不足の生
じない予算編成が実現できたところである。

臨時財政対策債などを除いた本県独自に発行する県債残高は，着実に減少しているもの
の，公債費については，引き続き高水準で推移することが見込まれているところである。
また，今後，一層の高齢化の進行や社会保障制度の改革により，扶助費が引き続き増加す
る傾向にある。

国においては，一億総活躍社会の実現に向けた取組に加え，「生産性革命」と「人づく
り革命」を車の両輪とする「新しい政策パッケージ」の推進を図る一方で，｢経済・財政
再生計画｣に基づき，我が国財政の厳しい状況を踏まえ，歳出改革等を着実に推進し，経
済再生と財政健全化の双方の実現に向けて取り組むこととしている。

県としては，景気回復の動きが確実なものとなり，地域経済の活性化と雇用の安定・確
保が図られるよう，地方創生の取組を着実に推進しつつ，県民福祉の向上や県勢発展につ
ながる各般の施策に取り組む必要がある。

（平成３０年度当初予算編成）
平成３０年度当初予算の編成に当たっては，「行財政運営戦略」を踏まえた行財政改革

を着実に進めながら，魅力ある本県の素材「ポテンシャル」を最大限に生かし，県政ビジ
ョンで示す将来像の実現に向けた取組を進めつつ，子どもからお年寄りまで全ての県民が
安心して明るい展望を持って暮らせる社会を目指し，「新しい未来への航海 どんどん前
進」するための予算として編成を行ったところである。

１ 予算規模
（単位：百万円，％）

３０年度 ２９年度 比 較
区 分

当 初（Ａ） 当 初（Ｂ） (A)／(B)

一 般 会 計 810,762 809,969 100.1

特 別 会 計
399,675 218,884 182.6

(企業会計を除く）

２ 投資的経費
（単位：百万円，％）

３０年度 ２９年度 比 較
区 分

当 初（Ａ） 当 初（Ｂ） (A)／(B)

普通建設事業費等 166,534 167,403 99.5

公 共 事 業 103,044 103,044 100.0

県 単 公 共 事 業 16,532 16,432 100.6

※普通建設事業費等とは，普通建設事業費と災害復旧事業費を合算したもの
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Ⅱ　当初予算（案）の姿

　(Ⅰ)　一 般 会 計

  　１　歳　　入
    （単位：百万円，％)

平 成 29 年 度 比較

当    初 当    初

(Ａ) (Ｂ）

１ 県 税 148,419 18.3 143,803 103.2

２ 地 方 消 費 税 清 算 金 59,804 7.4 57,918 103.3

３ 地 方 譲 与 税 28,906 3.5 28,564 101.2

４ 地 方 特 例 交 付 金 695 0.1 571 121.7

５ 地 方 交 付 税 262,961 32.4 267,722 98.2

６ 交通安全対策特別交付金 632 0.1 659 95.9

７ 分 担 金 及 び 負 担 金 5,602 0.7 4,645 120.6

８ 使 用 料 及 び 手 数 料 11,777 1.5 12,000 98.1

９ 国 庫 支 出 金 147,415 18.2 152,931 96.4

10 財 産 収 入 2,396 0.3 2,319 103.3

11 寄 附 金 12 0.0 12 97.1

12 繰 入 金 27,357 3.4 22,450 121.9

13 繰 越 金 2,000 0.2 2,000 100.0

14 諸 収 入 10,693 1.3 11,092 96.4

15 県 債 102,093 12.6 103,283 98.8

810,762 100.0 809,969 100.1

（注）計数整理の結果，異動を生じることがある。以下の表同じ。

款　　　　別

合　      計

(Ａ)/(Ｂ)

平 成 30 年 度

構成比

2



平成30年度一般会計歳入予算の状況

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

地
方
交
付
税

県

税

国
庫
支
出
金

県

債

そ

の

他

2,677
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1,033

1,423

2,630

1,484 1,474

1,021

1,499

29年度

30年度

（億円）

県税

148,419(18.3)

繰入金

27,357(3.4)

地方消費税清算金

59,804(7.4)

使用料・手数料

11,777(1.5)

諸収入

10,693(1.3)

財産収入

2,396(0.3)

分担金・負担金等

7,614(0.9)
地方交付税

262,961(32.4)

国庫支出金

147,415

(18.2)

県債

102,093(12.6)

地方譲与税等

30,233(3.7)

自主財源

268,060(33.1)

依存財源

542,702(66.9)

（単位：百万円，（ ）は構成比％）

平成30年度
当初予算

810,762百万円
（100.0%）

（注）端数処理のため「自主財源」
「依存財源」の構成比は，内訳
の計と必ずしも一致しない。
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 　２　歳　　出

(1)　目 的 別

    （単位：百万円，％)

平 成 29 年 度 比較

当    初 当    初

(Ａ) (Ｂ）

１ 議 会 費 1,341 0.2 1,376 97.4

２ 総 務 費 45,177 5.6 40,595 111.3

３ 民 生 費 107,606 13.3 108,766 98.9

４ 衛 生 費 55,824 6.9 56,747 98.4

５ 労 働 費 2,048 0.3 2,054 99.7

６ 農 林 水 産 業 費 72,498 8.9 70,881 102.3

７ 商 工 費 9,425 1.2 11,734 80.3

８ 土 木 費 89,951 11.1 91,180 98.7

９ 警 察 費 36,547 4.5 38,552 94.8

10 教 育 費 185,902 22.9 184,635 100.7

11 災 害 復 旧 費 13,171 1.6 13,061 100.8

12 公 債 費 129,847 16.0 130,630 99.4

13 諸 支 出 金 61,225 7.5 59,558 102.8

14 予 備 費 200 0.0 200 100.0

810,762 100.0 809,969 100.1

款　　　　別

合　      計

(Ａ)/(Ｂ)

平 成 30 年 度

構成比
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平成30年度一般会計歳出予算目的別経費の状況
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29年度

30年度

（億円）

教育費

185,902(22.9)

民生費

107,606(13.3)

公債費

129,847(16.0)

土木費

89,951(11.1)

農林水産業費

72,498(8.9)

衛生費

55,824(6.9)

警察費 36,547(4.5)

諸支出金

61,225(7.5)       

総務費 45,177(5.6)

商工費 9,425(1.2)

その他 16,760(2.1)

平成30年度
当初予算

810,762百万円
（100.0%）

（単位：百万円，（ ）は構成比％）
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(2)　性 質 別

    （単位：百万円，％)

平 成 29 年 度 比較

当    初 当    初

(Ａ) (Ｂ）

１ 人 件 費 231,215 28.5 229,383 100.8

２ 物 件 費 26,484 3.3 27,817 95.2

３ 維 持 補 修 費 4,357 0.5 4,452 97.9

４ 扶 助 費 125,331 15.5 124,367 100.8

５ 補 助 費 等 117,328 14.5 114,949 102.1

６ 普 通 建 設 事 業 費 153,631 18.9 154,533 99.4

        (1) 補　　　　助 108,724 13.4 112,678 96.5

        (2) 単　　　　独 44,907 5.5 41,855 107.3

７ 災 害 復 旧 事 業 費 12,903 1.6 12,870 100.3

８ 失 業 対 策 事 業 費 0 0.0 0 0.0

９ 公 債 費 129,377 16.0 130,161 99.4

10 積 立 金 5,564 0.7 6,115 91.0

11 出 資 金 124 0.0 124 99.8

12 貸 付 金 3,595 0.4 3,616 99.4

13 繰 出 金 653 0.1 1,382 47.2

14 予 備 費 200 0.0 200 100.0

810,762 100.0 809,969 100.1

区　　　　分

合       計

(Ａ)/(Ｂ)構成比

平 成 30 年 度

6



平成30年度一般会計歳出予算性質別経費の状況

一般会計歳出予算性質別経費の推移
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129,377

(16.0)扶助費

125,331

(15.5)

普通建設

事業費

153,631

(18.9)

災害復旧事業費

12,903(1.6)

補助費等

117,328

(14.5)

物件費 26,484(3.3)

貸付金 3,595(0.4)

維持補修費 4,357(0.5) 

その他 6,541(0.8)

義務的経費

485,923

(60.0) 

投資的経費

166,534

(20.5) 

その他の経費

158,305(19.5) 

平成30年度
当初予算

810,762百万円
（100.0%）

（単位：百万円，（ ）は構成比％）

59.7%59.0% 60.0%61.7% 62.3% 61.6%62.1%

18.5%

60.9%

8,143

20.0%

19.3%

60.7%

（注）端数処理のため「義務的経費」
「投資的経費」及び「その他の経
費」の構成比は，内訳の計と必ず
しも一致しない。
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（Ⅱ） 県税収入見込

（単位：百万円，％）

区分 平成２９年度 前年度比

税目 当初予算額 (Ａ) 構成比 当初予算額 (Ｂ) (Ａ)／(Ｂ)

個 人 県 民 税 43,329 29.2 42,037 103.1

法 人 県 民 税 5,448 3.7 5,281 103.2

県 民 税 利 子 割 395 0.3 267 147.8

個 人 事 業 税 1,243 0.8 1,234 100.8

法 人 事 業 税 28,120 18.9 27,152 103.6

地 方 消 費 税 29,401 19.8 29,427 99.9

不 動 産 取 得 税 4,210 2.8 3,999 105.3

県 た ば こ 税 1,774 1.2 1,870 94.9

ゴ ル フ 場 利 用 税 395 0.3 379 104.4

自 動 車 取 得 税 1,703 1.1 1,266 134.6

軽 油 引 取 税 12,691 8.6 12,256 103.5

自 動 車 税 17,679 11.9 17,311 102.1

鉱 区 税 8 0.0 9 99.7

狩 猟 税 24 0.0 24 102.3

核 燃 料 税 1,843 1.2 1,143 161.1

産 業 廃 棄 物 税 155 0.1 149 103.8

旧 特 別 地 方 消 費 税 0        － 0        －

旧 軽 油 引 取 税 0 0.0 0 100.0

合　　　計 148,419 100.0 143,803 103.2

 （注） 端数処理のため，合計と内訳の計は必ずしも一致しない。

平成３０年度

8



 （Ⅲ） 特 別 会 計

  　１　特 別 会 計（企業会計を除く。）
    （単位：百万円)

平成30年度 平成29年度

当初予算額 当初予算額

(Ａ） (Ｂ） (Ａ)－(Ｂ)

102 102 0

364 224 140

7,534 8,698 △ 1,164

195 237 △ 42

2,146 169 1,977

204 204 0

206,772 209,142 △ 2,370

124 108 16

182,235 0 182,235

399,675 218,884 180,791

（注）端数処理のため，合計と各特別会計の計は必ずしも一致しない。

中 小 企 業 支 援 資 金 貸 付 事 業

沿 岸 漁 業 改 善 資 金 貸 付 事 業

公 債 管 理

就 農 支 援 資 金 貸 付 事 業

国 民 健 康 保 険 事 業

合　      計

会　　　計　　　名
増　減　額

林業・木材産業改善資金貸付事業

公共土木用地取得先行事業等

港 湾 整 備 事 業

母子父子寡婦福祉資金貸付事業

9



 　２　病院事業特別会計

    （単位：百万円)

平成30年度 平成29年度

当初予算額 当初予算額

(Ａ） (Ｂ） (Ａ)－(Ｂ)

事 業 収 益 19,307 18,966 341

事 業 費 用 19,302 18,931 371

資 本 的 収 入 794 1,033 △ 239

資 本 的 支 出 1,754 2,006 △ 252

（注）資本的収支の不足額は，内部留保資金で補 する。

 　３　工業用水道事業特別会計

    （単位：百万円)

平成30年度 平成29年度

当初予算額 当初予算額

(Ａ） (Ｂ） (Ａ)－(Ｂ)

事 業 収 益 216 271 △ 55

事 業 費 用 234 213 21

資 本 的 収 入 314 1,383 △ 1,069

資 本 的 支 出 375 1,471 △ 1,096

（注）資本的収支の不足額は，内部留保資金で補 する。

収 益 的 収 入 及 び 支 出

資 本 的 収 入 及 び 支 出

区　　　　分
増　減　額

収 益 的 収 入 及 び 支 出

資 本 的 収 入 及 び 支 出

区　　　　分
増　減　額
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(Ⅳ)　公共事業調書

　１　公共事業
（単位：百万円，％）

区 平成３０年度 平成２９年度

事　　　業　　　名 当 初 予 算 額 当 初 予 算 額

分 （Ａ） （Ｂ）

道 路 29,326 29,780 98.5

河 川 4,515 4,595 98.3

海 岸 994 908 109.5

砂 防 9,963 9,890 100.7

港 湾 7,822 7,913 98.9

空 港 406 340 119.4

都 市 計 画 1,875 1,460 128.4

住 宅 2,134 2,134 100.0

直 轄 負 担 金 7,508 7,523 99.8

小　　　計 64,543 64,543 100.0

林 道 2,407 2,407 100.0

治 山 3,477 3,477 100.0

造 林 1,619 1,619 100.0

直 轄 負 担 金 260 260 100.0

小　　　計 7,763 7,763 100.0

漁 港 5,468 5,456 100.2

沿 岸 漁 場 整 備 869 910 95.5

直 轄 負 担 金 42 13 326.3

小　　　計 6,379 6,379 100.0

農 業 農 村 整 備 24,112 24,062 100.2

直 轄 負 担 金 247 297 83.2

小　　　計 24,359 24,359 100.0

103,044 103,044 100.0

前年度比
(Ａ)/(Ｂ)

合　　　　　計

土

木

関

係

林

務

関

係

水
産
関
係

農
政
関
係
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 ２　県単公共事業
（単位：百万円，％）

区 平成３０年度 平成２９年度

当 初 予 算 額 当 初 予 算 額
分 （Ａ） （Ｂ）

11,060 11,018 100.4

1,981 1,981 100.0

631 631 100.0

322 335 96.4

127 132 96.0

53 53 100.0

542 566 95.8

14,716 14,716 100.0

46 46 100.0

416 416 100.0

462 462 100.0

水
産

関
係 47 47 100.0

農
政

関
係 207 207 100.0

観
光

関
係 1,100 1,000 110.0

16,532 16,432 100.6

公 園

生 活 排 水

合　　　　　計

農 業 農 村

魅力ある観光地づくり

治 山

漁 港 ・ 漁 場

道 路

河 川

砂 防

港 湾

空 港

小　　　計

林

務

関

係

前年度比
(Ａ)/(Ｂ)

小　　　計

林 道

事　　　業　　　名

土

木

関

係
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 ３　災害復旧事業

（単位：百万円，％）

区 平 成 ３ ０ 年 度 平 成 ２ ９ 年 度

事　 業　 名 当 初 予 算 額 当 初 予 算 額

分 (Ａ) (Ｂ)

港 湾 69 67 103.5

林 道 241 363 66.3

農 地 等 851 608 140.0

小    　計 1,161 1,038 111.8

河 川 等 5,000 5,000 100.0

港 湾 2,600 2,600 100.0

治 山 400 400 100.0

林 道 600 600 100.0

漁 港 700 700 100.0

農 地 等 2,300 2,300 100.0

文 教 施 設 23 23 100.0

小    　計 11,623 11,623 100.0

40 53 75.9

12,824 12,714 100.9合       計

過

年

災

害

現

年

災

害

前年度比
(Ａ)/(Ｂ)

指 導 監 督 事 務 費
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Ⅲ 主要施策の概要

(注) ○新 …… 新 規 事 業

事 業 内 容 予 算 額

千円
Ⅰ 誰もが個性と能力を発揮し活躍できる社会の実現

（１） 高齢者が健やかで生きがいを持てる社会の形成

○ シニア元気生き生き推進事業（健康増進課，介護福祉課） 16,230

高齢者等の健康づくり，介護予防や生きがいづくり等の取組を拡

大することにより，高齢者が住み慣れた地域で，健やかで安心して

暮らせる社会づくりをさらに推進する。

ア シニア元気生き生き活動体制づくり支援事業

中高年層を対象として健康・生きがいづくりの取組を行う自治

会，ＮＰＯ等の団体に対して，活動立上げの支援や市町村による

活動体制・基盤づくりを支援する。

イ 食によるフレイル予防事業

食生活の改善により，低栄養からフレイル（虚弱）等に陥るこ

とを予防するための手引きの作成や交流会を実施する。

○ 高齢者元気度アップ地域活性化事業 142,474

（介護福祉課，長寿・生きがい推進室）

高齢者の自主的な健康づくりや社会参加活動，高齢者を含むグル

ープが行う互助活動に対して，地域商品券等に交換できるポイント

を付与し，高齢者の健康維持や介護予防への取組を促進するととも

に，高齢者を地域全体で支える活動を促進し，地域活性化を図る。

・○新 地域デビューでポイントアップ！元気度アップ！推進事業

高齢者の社会参加や，地域の見守り・支え合い活動を促進す

るため，高齢者を含むグループの新規設立や新たな高齢者がグ

ループに参加した場合の加算ポイントを新設する。

○ かごしまのシニアお出かけ促進事業（長寿・生きがい推進室） 7,490

高齢者の積極的な外出を促し，高齢者の生きがいづくりや健康づ

くりを促進する施策を検討するため，県有の常設展示施設の入館・

入園料を無料化する。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 高齢者ますます元気!!ふれあい生きがい支え合い支援事業 7,592

（長寿・生きがい推進室）

高齢者の社会参加を促進するため，高齢者自らが行う生きがい・

健康づくり，生活支援のサービス基盤となる事業の創出を支援する。

○ すこやか長寿社会運動推進事業（長寿・生きがい推進室） 27,849

高齢者が長年の経験の中で培った知識や技能を活かして積極的に

社会参加し，生きがいのある生活を送ることができる心豊かで活力

ある長寿社会を実現するため，県民総ぐるみの「すこやか長寿社会

運動」を推進する。

○ 老人クラブ育成事業（長寿・生きがい推進室） 88,367

心豊かで活力ある長寿社会の実現を図るため，生きがいづくりや

健康づくり，ボランティア活動など多様な活動を行う老人クラブに

対する助成を行う。

○ かごしまねんりん大学管理運営事業（長寿・生きがい推進室） 16,730

地域活動に意欲のある高齢者に対し，社会参加のために必要な知

識や技能を修得する機会を提供する「かごしまねんりん大学」を開

催し，地域活動の担い手となる高齢者リーダー等を養成する。

○ 高齢者あんしん住まい整備事業（公共）（住宅政策室） 51,450

高齢者が安心して居住できる住宅の供給を促進するため，サービ

ス付き高齢者向け住宅の整備に要する費用の一部を助成する。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 高年齢者就業機会確保事業（雇用労政課） 9,185

県内全域でのシルバー人材センター事業の拡大を図り，高年齢者

のニーズに応じた多様な就業機会等を確保するため，県シルバー人

材センター連合会に対し運営費の補助を行うとともに，シルバー人

材センターの設立促進，育成指導等を行う。

○ 元気高齢者等介護職場インターンシップ事業（社会福祉課） 8,020

高齢者等の就労機会を創出するとともに，介護従事者の確保を図

るため，介護施設において，元気な高齢者等が掃除や配膳等の生活

介護の一部をサポートする人材として活躍できるよう職場体験を通

じた就業支援を行う。

○ 福祉人材センター運営事業（社会福祉課） 69,885

福祉・介護分野における人材の確保を図るため，福祉に対する県

民の理解と関心を高めるとともに，介護従事者の定着や新たな人材

の参入を促進する。

ア 外国人介護福祉士候補者学習支援事業

イ 福祉人材センター運営事業

ウ 介護職員チームリーダー養成研修支援事業

エ 福祉・介護人材確保事業

オ 介護福祉士修学資金等貸付補助事業

カ 離職介護職員の登録促進事業

○ 地域医療介護総合確保基金造成事業（保健医療福祉課，介護福祉課） 2,408,593

病床の機能分化・連携，在宅医療の推進，介護施設等の整備，医

療・介護従事者の確保・養成など，医療・介護サービスの提供体制

の整備を推進するため，基金を造成する。

○ 介護保険負担事業（介護福祉課） 23,112,497

市町村における介護保険給付に係る県負担金を交付する。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 介護保険第１号保険料低所得者軽減強化事業（介護福祉課） 117,534

介護保険の第１号保険料について，給付費の５割の公費とは別枠

で公費を投入し，低所得の高齢者の保険料軽減を行う。

○ 介護職員人材確保等対策事業（介護福祉課） 65,225

事業所が負担する介護職員の研修に要する経費等を助成するとと

もに，介護事業所におけるキャリアパスの構築，介護事業所内保育

所の運営や介護ロボットの導入等を支援する。

ア 鹿児島県介護人材確保対策検討会実施事業

イ 介護職員人材確保対策事業

ウ 介護事業所キャリアパス構築支援事業

エ 介護事業所内保育所運営費補助事業

オ 介護ロボット導入支援事業

カ 介護職員キャリアアップ支援事業

キ 介護職員実務者研修受講促進事業

ク 介護サービス事業所雇用管理改善方策普及・促進事業

○ 地域介護基盤整備事業（介護福祉課） 1,619,791

「介護離職ゼロ」等に向けた介護サービス基盤の確保や地域包括

ケアシステムの構築を進めるため，市町村が行う地域密着型特別養

護老人ホームなどの介護拠点の整備に要する経費を助成する。

○ 介護職員等医療ケア研修事業（介護福祉課，障害福祉課） 4,751

施設等において，たんの吸引など医療的な処置が必要な入所者等

に対し，必要なケアをより安全に提供するため，適切にたんの吸引

等の医療的ケアを行うことができる介護職員等の養成研修を実施す

る。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 認知症施策等総合支援事業（介護福祉課） 42,678

新たに「県民週間」を設けるなど，県民の認知症に対する正しい

理解や認知症高齢者等にやさしい地域づくりに向けた気運の醸成を

図るとともに，認知症疾患医療センターの整備や認知症の早期診断

・早期対応の充実・強化，認知症高齢者介護の実務者等に対する研

修による資質・対応力の向上，若年性認知症支援コーディネーター

の配置など，総合的な認知症施策を推進する。

ア 認知症介護実践者等養成研修事業

イ 認知症介護指導者養成研修事業

ウ 認知症理解普及促進事業

エ 認知症施策連携・体制整備事業

オ 認知症施策市町村支援事業

カ 若年性認知症施策総合推進事業

キ 認知症疾患医療センターカフェ普及促進事業

ク 認知症にやさしい地域づくり事業

○ 地域福祉サービス推進事業（社会福祉課） 76,182

高齢者等の援護を必要とする人が，住み慣れた家庭や地域で安心

して暮らせるよう，各種福祉サービスの円滑な利用や，福祉サービ

スに関する苦情解決のための体制整備の支援等を行う。

（２） 女性がいきいきと活躍できる社会の形成

○ 男女共同参画センターの運営事業（男女共同参画室） 10,731

男女共同参画社会の実現を目指して，県民に対する意識啓発や推

進役となる人材の育成を行うほか，情報提供や，男女共同参画に関

する相談対応を行う。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 子どもたちの男女共同参画学びの広場推進事業（男女共同参画室） 1,891

子どもの頃から男女共同参画についての理解を深めるため，学校，

家庭，地域が一体となった取組を推進する。

・ 小・中学生を対象としたワークショップや，教職員，保護者，

地域の方々を対象としたセミナー等の開催

・ 教職員と教職員を目指す学生等を対象とした人材養成講座の

開催

○ 女性の活躍推進事業（男女共同参画室） 2,741

経済団体や行政等の多様な主体で構成する鹿児島県女性活躍推進

会議の活動を通じて，女性の活躍推進に向けた取組を推進するとと

もに，市町村の取組を支援する。

〇○新 女性がいきいきと仕事ができる社会づくり事業（男女共同参画室） 6,374

企業を対象としたフォーラムの開催，女性活躍に積極的に取り組

む企業の表彰，様々な立場にいる女性を支援するセミナー等の開催

を通じて女性がいきいきと仕事のできる社会環境づくりを推進する。

○ 配偶者等からの暴力対策推進事業（男女共同参画室） 1,871

配偶者等からの暴力の防止及び被害者支援のため，県民に対する

広報・啓発を行うとともに，配偶者暴力相談支援センターに助言や

支援を行うコーディネーターを派遣するなど，相談体制の充実を図

る。

○ 配偶者暴力相談支援対策事業（子ども福祉課） 14,331

配偶者からの暴力の被害者をはじめ，生活困窮者等さまざまな悩

みを抱える女性からの相談を受けるとともに，必要に応じて，保護

等を行う。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

（３） 障害者等の個性と能力を生かせる社会の形成

○ 障害のある人もない人も共に生きる鹿児島づくり事業（障害福祉課） 9,710

「障害のある人もない人も共に生きる鹿児島づくり条例」に基づ

き，障害を理由とする差別の解消を推進するため，県民，事業者に

対する普及・啓発や相談員による相談対応を行い，また，県障害者

差別解消支援協議会を運営する。

○ 医療的ケア児等コーディネーター養成研修等事業（障害福祉課） 1,364

医療的ケア児等が地域において安心して暮らしていけるよう，医

療的ケア児等に対する支援が適切に行える人材を養成する。

○ 発達障害者支援体制整備促進事業（障害福祉課） 5,350

県内各地における発達障害者支援体制の整備を促進し，発達障害

者（児）が身近な地域でライフステージに応じた適切な支援が受け

られる体制の充実を図る。

○ こども総合療育センター運営事業（障害福祉課） 100,448

こども総合療育センターにおいて，障害児全般にわたる総合相談

や発達障害児等を対象に外来による診療・療育等を行う。

○ 障害児通所給付事業（障害福祉課） 2,569,618

児童発達支援などの通所支援を利用する障害児の保護者に対して，

市町村が支給する費用の一部を負担する。

・○新 居宅訪問型児童発達支援

外出することが著しく困難な重度の障害児等に対して，居宅

を訪問し必要な支援を行う新たなサービスについても対象とす

る。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 児童発達支援利用者負担軽減対策事業（障害福祉課） 36,193

認定こども園・幼稚園・保育所に在籍しながら児童発達支援を利

用している児童の保護者に対し，経済的な負担軽減を図るため，利

用者負担額の一部を助成する。

○ 軽度・中等度難聴児補聴器助成事業（障害福祉課） 1,104

身体障害者手帳の交付対象とならない軽度・中等度の難聴児に対

し，乳幼児期から少年期における言語・コミュニケーション能力の

発達や教育・社会生活面での改善を図るため，補聴器購入経費の一

部を助成する。

○ パーキングパーミット制度推進事業（障害福祉課） 5,092

身障者用駐車場の適正利用を図るため，県内共通の身障者用駐車

場利用証を発行し，障害者など歩行困難な方のために駐車スペース

を確保するパーキングパーミット制度を推進する。

○ 福祉のまちづくり推進事業（障害福祉課） 4,788

「福祉のまちづくり条例」に基づき，公共的施設等のバリアフリ

ー化を促進するための広報啓発等を行う。

○ 障害者施設等工賃向上計画推進事業（障害福祉課） 13,457

県工賃向上計画に基づき就労支援事業所の工賃水準の向上を図る

ため，事業所等が連携・協働して組織する共同受注窓口における情

報提供体制の整備や障害者就労施設の農業分野への参入等の支援を

行う。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 障害者スポーツ振興事業（障害福祉課） 12,966

全国障害者スポーツ大会「燃ゆる感動かごしま大会」開催に向け

て，参加選手の確保・育成を図るとともに，本大会の開催を契機と

して障害者スポーツの普及拡大を図るため，障害者スポーツ体験教

室・レベルアップ教室や障害者スポーツ導入研修会を実施する。

○ 全国障害者スポーツ大会事業（障害福祉課） 15,310

障害者の自立と社会参加活動を促進するため，全国障害者スポー

ツ大会へ選手を派遣する。

○ 県地域生活支援事業（障害福祉課） 67,164

障害者が自立した日常生活や社会生活を営むことを支援するため，

専門性の高い相談支援体制の整備や，要約筆記者などの養成・派遣，

障害者の社会参加を促進するための事業等を実施する。

○ 介護職員等医療ケア研修事業【再掲】（介護福祉課，障害福祉課） 4,751

施設等において，たんの吸引など医療的な処置が必要な入所者等

に対し，必要なケアをより安全に提供するため，適切にたんの吸引

等の医療的ケアを行うことができる介護職員等の養成研修を実施す

る。

○ 市町村地域生活支援事業（障害福祉課） 201,108

地域の特性や利用者の状況に応じて市町村が行う障害者（児）等

の相談支援や意思疎通支援等に要する費用の一部を助成する。

○ 障害福祉施設整備事業（障害福祉課） 155,384

障害者（児）の福祉の増進を図るため，社会福祉法人等が実施す

る障害福祉サービス事業所等の整備に要する費用の一部を助成する。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 障害者介護給付事業（障害福祉課） 6,458,346

障害者総合支援法に基づく障害福祉サービスに係る費用として市

町村が支出する費用の一部を負担する。

ア 居宅介護等事業

イ 短期入所事業

ウ 生活介護事業

エ 療養介護事業

オ 施設入所支援事業

カ サービス利用計画作成費助成事業

キ 同行援護事業

ク 利用者負担軽減事業

○ 障害者訓練等給付事業（障害福祉課） 3,717,388

障害者総合支援法に基づく障害福祉サービスに係る費用として市

町村が支出する費用の一部を負担する。

ア 自立訓練事業

イ 就労移行支援事業

ウ 就労継続支援事業

エ 共同生活援助事業

オ 自立生活援助事業

カ 就労定着支援事業

○ 重度心身障害者医療費助成事業（障害福祉課） 2,242,386

重度心身障害者の健康の保持増進を図るため，医療費の助成を行

う市町村に対し，経費の一部を補助する。

○ 障害者虐待防止対策事業（障害福祉課） 1,762

障害者虐待の防止や虐待を受けた者に対する支援等を行うため，

県障害者権利擁護センターを運営するとともに，市町村や相談支援

事業所等の相談窓口職員の専門性の強化を図るための研修会の開催

や障害者虐待の防止に関する普及啓発を行う。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 障害者就業・生活支援センター運営事業（障害福祉課） 47,726

障害者の自立を促進するため，職場への定着が困難な障害者や就

業経験のない障害者に対し，就業や就業に伴う日常生活・社会生活

上の支援を行う。

○ 障害者雇用促進事業（雇用労政課） 12,880

事業所訪問等による求人開拓や障害者就職面接会の実施，民間企

業等における短期の雇用体験の実施等により障害者の雇用を促進す

る。

○ 障害者職業能力開発校費（雇用労政課） 145,256

障害者の就職の促進を図るため，鹿児島障害者職業能力開発校

（国立県営）又は民間教育訓練機関等への委託による職業訓練を実

施する。

○ 人にやさしい道づくり事業（県単公共）（道路維持課） 102,950

すべての人々が安全かつ快適に通行できるよう歩道の段差解消や

勾配の改善等を行う。

○ 難病相談・支援センター事業（健康増進課） 15,870

難病の患者の療養生活の質の維持向上を図るため，患者及びその

家族のニーズに応じた総合的な相談・支援を行う。

○ 指定難病医療対策事業（健康増進課） 2,739,688

難病の患者に対する良質かつ適切な医療の確保及び難病の患者の

療養生活の質の維持向上を図る。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

（４） 誰もが役割を持ち，支え合い，尊重される社会の形成

○ 共生・協働の地域コミュニティづくり推進事業（共生・協働推進課） 6,273

小学校区などの範囲において，自治会，ＮＰＯ，企業など多様な

主体が連携・協力して地域課題の解決等に取り組んでいくための地

域コミュニティづくりやその活動の充実に向けた市町村の取組を促

進する。

○ 地域包括支援体制人材育成事業（社会福祉課） 3,869

生活困窮などの複合化・複雑化した課題を抱える住民に的確に対

応するため，市町村が行う包括的・総合的な相談体制の構築を支援

する。

○ 県地域福祉支援計画策定事業（社会福祉課） 1,645

社会福祉法に基づき市町村における地域福祉の推進を支援するた

め，県地域福祉支援計画を策定する。

○ 県営住宅の整備（公共）（住宅政策室） 2,056,164

ア 県営住宅建設事業 その他債務負担

住宅に困窮する低額所得者等に対して低廉な家賃で賃貸する住 行為限度額

宅を供給するため，県営住宅を整備する。 715,000

イ 既設県営住宅改善事業

既設県営住宅の安全性の確保や居住性の向上を図るため，外壁

改修や老朽化した設備の改善，バリアフリー化などの住戸改善を

行う。

○ 生活困窮者自立支援事業（社会福祉課） 106,764

生活困窮者自立支援制度に基づく包括的支援体制を県下に広げ，

就労や家計管理，子どもの学習等の支援を行い，生活困窮者の自立

を促進する。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 地域生活定着支援センター運営事業（社会福祉課） 25,434

福祉的な支援を必要とする高齢又は障害のある矯正施設退所者の

地域への定着を図るため，地域生活定着支援センターにおいて必要

な福祉サービスの検討や関係機関との調整等による支援を行う。

○ 人権啓発推進事業（人権同和対策課） 31,812

県民の人権意識を高めるため，行政や企業・団体のほか，広く一

般県民を対象とした講演会等の開催や啓発資料の作成・配付等を行

うほか，県民の人権問題に対する意識を分析し，啓発活動の基礎資

料とするため，人権についての県民意識調査を実施する。

・ 人権同和問題県民のつどい，人権啓発フェスティバルの開催

・ テレビ・ラジオ等による広報・啓発

・ 人権についての県民意識調査の実施
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事 業 内 容 予 算 額

千円
Ⅱ 地域を愛し世界に通用する人材の育成と文化・スポーツの振興

（１） 子どもの夢や希望を実現する教育環境づくり

○ 生徒指導総合推進事業（義務教育課） 59,597

不登校やいじめの問題など児童生徒を取り巻く様々な状況に適切

に対応するため，専門家等の活用や各学校における啓発等を通して，

生徒指導上の問題行動等の解決を図る。

○ いじめ防止対策推進事業（義務教育課） 4,121

いじめ防止対策推進法を踏まえ，学校，教育委員会，警察，児童

相談所等の関係機関・団体の連携強化を図るとともに，ネットいじ

めの未然防止を図るため，学校ネットパトロールによる書き込み等

の監視や大学生を活用したネットトラブルに関する授業を実施する。

○ いじめ再調査事業（学事法制課） 4,333

いじめ防止対策推進法第28条に基づき県教育委員会が行ったいじ

めによる重大事態に係る調査結果について調査を行う。

○ かごしま教育ホットライン24（義務教育課） 23,843

いじめ問題等に悩む子どもや保護者等が，休日も含めて24時間い

つでも相談できる体制を整備し，いじめ問題等の早期対応の充実を

図る。

○ ＳＮＳを活用した相談体制構築に係る検証事業 10,000

（義務教育課，高校教育課）

様々な悩みを抱える児童生徒からの相談に係る選択肢として，Ｓ

ＮＳを活用した相談を実施し，効果的な相談体制の在り方を検証す

る。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ いじめ問題等対策事業（高校教育課） 1,044

いじめや不登校など児童生徒を取り巻く様々な状況に対応するた

め，学校にいじめ問題等相談員を派遣し，教職員の研修及び児童・

生徒・保護者の教育相談を行う。

〇 人権教育の推進（人権同和教育課） 17,335

「人権教育は全ての教育の基本である」という認識の下，学校及

び教育行政における積極的な人権教育実践を推進し，自他の大切さ

を認めることができる子どもたちを育成する。

・ 人権教育教職員等研修会（採用２年目の教職員等）

・ 人権教育資料の作成・配布 など

○ 「主体的・対話的で深い学び」の実現による学力向上プログラム 7,320

（義務教育課）

児童生徒の確かな学力の定着を図るため，組織的かつ総合的な学

力向上に向けた取組の充実や，新学習指導要領で求められる「主体

的・対話的で深い学び」の視点を踏まえた授業改善を行う。

○ かごしま学びチャレンジ推進事業（義務教育課） 5,512

かごしま学力向上支援Ｗｅｂシステムを活用して，児童生徒の学

力や学習状況を把握するとともに，学力調査問題の類題等の分類整

理と配信により児童生徒の学力向上を図る。

○ 未来を拓く！県立高校学力育成支援事業（高校教育課） 8,377

新しい時代に求められる資質・能力を踏まえた授業・指導方法の

研究を推進し，生徒の学ぶ意欲の向上や進学に対応した学力を育成

する。

28



事 業 内 容 予 算 額

千円

○ スーパーグローバルハイスクール（高校教育課） 7,400

グローバルな社会課題を発見・解決できる人材等の育成に取り組

む高等学校を「スーパーグローバルハイスクール」に指定し，質の

高いカリキュラムの開発・実践に取り組む。

○ 「かごしまっ子」すくすくプラン（小学校低学年３０人学級の実施） 147,613

（教職員課）

義務教育の入門期において，基本的な生活習慣や学習習慣の定着

を図るため，より一層きめ細かな指導ができるよう，小学校１年生

及び２年生で３０人学級を実施する。

○ 中学校免許外教科担任解消事業（教職員課） 77,591

県内の中学校において，免許教科外で授業を担当する教科担任の

解消を図るため，実施可能な学校に非常勤講師を配置する。

○ 鹿児島県高校生ビブリオバトル大会（社会教育課） 1,407

高校生の読書への関心を高めるため，ビブリオバトル（書評会）

や作家による講演会，交流会を実施する。

○ 小学校プログラミング教育支援推進事業（義務教育課） 3,398

新学習指導要領の趣旨を踏まえ，各教科等におけるプログラミン

グ的思考の育成を図り，来たるべき時代に求められる課題解決力・

創造力を身に付けさせる指導モデルを作成し，県下へ波及させる。

○ キャリアガイダンススタッフ配置事業（高校教育課） 9,260

県内求人の新規開拓や情報収集等の就職支援，カウンセリング・

インターンシップ・座談会等のキャリア教育を支援する。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 地域創生人材育成プロジェクト（高校教育課） 2,445

地域の担い手不足が顕在化していく中で，地域の課題解決を目指

し，地域を創生していく取組を通して，地域の活性化を担う人材を

育成する。

○○新 スーパー・プロフェッショナル・ハイスクール（高校教育課） 8,000

専門高校等において，大学・研究機関・企業等との連携の強化等

により，社会の変化や産業の動向等に対応した高度な知識・技能を

身に付け，社会の第一線で活躍できる専門的職業人の育成を図る。

○ 小学校英語に対応した教育課程編成の在り方に関する調査研究事業 2,485

（義務教育課）

新学習指導要領に対応した，小学校における英語教育の教育課程

を編成する場合の適切なカリキュラム・マネジメントの在り方につ

いてモデル的に調査研究を実施し，その成果を県下に波及させる。

○ かごしま・英語コミュニケーション能力育成事業 5,266

（義務教育課，高校教育課）

中高校生の英語コミュニケーション能力の育成を図るとともに，

グローバル社会で活躍できる人材を育成するため，英語によるコミ

ュニケーションを体験するイングリッシュキャンプなどを実施する。

○ グローバル人材育成促進事業（高校教育課） 5,087

学習指導要領の着実な実施を一層促進するとともに，小中高連携

を強化し本県の英語教育を充実させる。また，国際的に活躍できる

グローバル人材の育成のため，高校生に国際的な視野を持たせると

ともに,海外留学への機運を高めさせる｡
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 学校における働き方改革推進事業（教職員課） 8,126

学校における働き方改革を推進するため，教員の長時間勤務要因

分析調査やモデル地域での調査研究等を実施し，本県の実情に即し

た具体的取組や目標を決定する。

○○新 部活動適正化推進事業（保健体育課） 1,500

部活動の適正化を推進するため，持続可能な部活動の在り方を検

討するとともに，部活動を担当する教員への研修会を実施する。

○ 新たな学びに関する教員の資質能力向上のためのプロジェクト事業 1,000

（義務教育課）

新学習指導要領で求められる「新たな学び」（主体的・対話的で

深い学び）の指導方法について中核的指導者を養成するとともに，

教員の指導力向上のための研修プログラムを構築する。

○○新 新しい農業教育推進プロジェクト（高校教育課） 1,274

視野の広い農業担い手の育成を図るため，農業高校生を対象とし

て，最先端の農業技術を導入している企業への研修や海外研修等を

実施する。

○ 県立高校空調設備整備事業（学校施設課） 288,505

県立高校の教育環境の充実を図るため，図書室，保健室，寄宿舎

の舎室等に空調設備を整備する。

○ 特別支援教育総合推進事業（特別支援教育室） 4,594

教育，福祉，医療，保健，労働などの分野の関係機関との連携の

下，発達障害を含む障害のある幼児児童生徒一人一人の教育的ニー

ズに応じて適切な指導及び必要な支援を行い，特別支援教育を総合

的に推進する。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 特別支援学校学習支援ＩＣＴ活用事業（特別支援教育室） 15,417

県内全ての特別支援学校にタブレット端末を整備し，児童生徒の

障害や特性に応じた教育活動の充実を図る。

○ 特別支援学校就労支援・スキルアップ推進事業（特別支援教育室） 1,655

特別支援学校高等部における職業教育・キャリア教育の推進を図

るため，特別支援学校と企業が連携し，生徒の職業自立に向けた能

力の向上を図るとともに，各地域の就労のネットワーク拡充を図る。

○ 切れ目ない支援体制構築に向けた特別支援教育充実事業 2,915

（特別支援教育室）

発達障害等の可能性がある児童生徒に対する切れ目ない支援体制

を構築するため，各学校等における指導の充実や学校間連携，学校

と企業との連携した取組を推進する。

○ 私立学校助成事業（学事法制課） 6,361,010

私立学校の教育条件の維持・向上を図り，学校経営の健全性を高

めるため，運営費等の助成を行う。

ア 私立学校運営費補助 5,981,928千円

イ 私立学校運営費特別補助 57,749千円

ウ 私立学校退職金補助 158,796千円

エ 日本私立学校振興・共済事業団掛金補助 129,316千円

オ 私立専修学校運営費補助 33,221千円

○ 私立学校助成事業（青少年男女共同参画課） 1,542,093

私立幼稚園等の教育条件の維持・向上及び修学上の経済的負担の

軽減を図るとともに，学校経営の健全性を高めるため，運営費等の

助成を行う。

ア 私立学校運営費補助 1,094,858千円

イ 私立学校運営費特別補助 377,235千円

ウ 私立学校退職金補助 70,000千円
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 認定こども園等における教育の質の向上のための研修事業 1,148

（青少年男女共同参画課）

認定こども園等における教育の質の向上に関する研修を実施する。

○ 明治維新150周年記念シンポジウム等開催事業 4,357

（明治維新150周年推進室）

明治維新という時代の大きな変革期における郷土の先人たちの志

や偉業を見直し，明治維新の意義を改めて考える契機とするため，

県民を対象とした学識経験者によるシンポジウム等を開催する。

○ 明治維新150周年若手研究者育成事業（明治維新150周年推進室） 1,947

明治維新期の薩摩藩（鹿児島）についての研究の活性化を図るた

め，県内外の若手研究者に対し，研究に係る費用について補助金を

支給する。

○ 地域で支える家庭教育推進事業（社会教育課） 3,712

地域全体での家庭教育支援を推進するため，人材養成や学習機会

の充実，地域の実態に合わせた家庭教育支援の推進を図る広報・啓

発活動等を実施する。

（２） 鹿児島の発展を牽引する人材の育成

○ かごしま青年塾運営事業（社会教育課） 2,285

明治維新１５０周年を契機に，今後，様々な分野において地域社

会をリードする人材を育成するため，本県の教育的風土や伝統を生

かした「かごしま青年塾」を将来の鹿児島を担う青年層を対象に実

施する。

33



事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 郷土かごしまの未来を担う青少年の育成事業（社会教育課） 1,049

心身ともにたくましい鹿児島の青少年を育成するため，西郷隆盛

の足跡をたどりながら，異年齢による体験活動・交流活動・集団宿

泊活動を行う。

○ 国際学術交流事業（学事法制課） 1,348

県立短期大学において，ハワイ大学コミュニティカレッジ及び中

国南京農業大学国際教育学院との国際学術交流協定に基づいた，学

生の語学研修等の国際交流等を推進する。

○ かごしま地域塾推進事業（青少年男女共同参画課） 11,877

鹿児島の教育的風土や伝統を生かして，子どもたちが思いやりや

自律心などを学ぶ｢かごしま地域塾｣の活動の充実を図るとともに,

｢かごしま子どもリーダー塾｣等の実施により，郷土(ふるさと)に根

ざした国際的な人材を育成する。

○○新 子どもの入館料等無料化事業（青少年男女共同参画課） 3,888

子どもたちが鹿児島の自然，歴史，文化などに触れる機会を増や

し，郷土についての学びを深め，ふるさとを愛する心を育むため，

県有の常設展示施設における土・日・祝日の子どもの入館・入園料

を無料化する。

○ 「郷土に学び・育む青少年運動」推進事業（青少年男女共同参画課） 4,497
ふるさと

青少年の自立の精神と豊かな感性のかん養，国際的感覚やふるさ

とを愛する心の醸成を目的とした青少年育成県民運動を推進する。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ かごしま青少年海外研修事業（青少年男女共同参画課） 15,801

アジア経済圏の主要都市であるソウル，上海，香港，台北に本県

の青少年を派遣し，訪問国の若い企業人等との交流や現場体験等を

通して，次代の鹿児島をリードする国際的な人材を育成する。

○ 鹿児島県青少年海外ふれあい事業（青少年男女共同参画課） 4,054

香港・シンガポール交流会議の合意に基づき，交流活動を通じて

国際的感覚やふるさとを愛する心を醸成するとともに，次代の鹿児

島を担う青少年を育成する。（平成30年は香港との相互交流）

○ 鹿児島・岐阜青少年ふれあい事業（青少年男女共同参画課） 1,940

岐阜県との姉妹県盟約に基づき，両県の青少年が深い歴史的な関

わり合いを認識し，友情の絆を深めるとともに，豊かな感性やたく

ましい創造力を養い，次代の鹿児島を担う青少年を育成する。

○ 京都賞受賞者講演会開催事業（企画課） 5,400

将来の鹿児島を担う高校生や大学生をはじめ，広く県民の方々に

国際感覚や幅広い視野を養う機会を提供し，文化的・学術的意識の

高揚を図るため，京都賞受賞者による講演会の開催等に要する経費

を負担する。

○ かごしま県民大学（社会教育課） 3,431

本県の生涯学習の中核である「かごしま県民大学」において，生

涯学習県民大学講座の開設や学習情報の提供等を行う。

○ 海音寺潮五郎記念事業（社会教育課） 6,119

（財）海音寺潮五郎記念館の解散に伴う県への寄附金を活用し，

本県の歴史学・文化・文学の振興のための学習機会の提供や関連図

書の充実等を図る。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

（３） 文化の薫り高いふるさとかごしまの形成

○ かごしま文化維新プロジェクト推進事業（生活・文化課） 23,624

「第30回国民文化祭・かごしま2015」で得られた成果を生かし，

本県の文化芸術の更なる発展のため，文化創造活動の促進等に資す

るプロジェクトを実施するほか，文化芸術を通じた地域活性化や，

新たな文化芸術の発展・創造につながる事業等を実施する団体への

助成を行う。

ア リーディングプロジェクト創造事業

イ 明治維新１５０周年かごしま文化力向上提案事業

○ 文化センター客席天井耐震改修工事（生活・文化課） 299,391

利用者の安全性に配慮し，ホール客席天井の耐震化に向けた改修

工事を行う。

○ 黎明館常設展示一部リニューアル事業（生活・文化課） 164,395

明治維新１５０周年を契機として，歴史資料センター黎明館の常

設展示の一部リニューアル等を行う。

○ ＮＨＫ大河ドラマ特別展「西郷どん」（鹿児島展）（生活・文化課） 33,033

大河ドラマの放送に合わせ，西郷隆盛ゆかりの品々や同時代の資

料を紹介することで，“西郷どん”の人間像と時代を浮き彫りにす

る。

○ 明治維新１５０周年記念「薩摩焼プロジェクト」（生活・文化課） 65,683

１５０年の時を経て，日本に一時里帰りする海外所蔵品（1867年

の第２回パリ万博出品作品等）の数が過去最多となる薩摩焼展覧会

等を開催する。

36



事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 霧島国際音楽祭運営事業（生活・文化課） 39,349

音楽文化の振興と若手演奏家の育成，国内外との交流を図るため

演奏会や講習会を行う。

・ 開催期間 平成30年７月19日～８月５日（予定）

・ 場 所 みやまコンセール ほか

○ かごしまの日本遺産等魅力発信事業（文化財課） 1,004

本県にある武家屋敷群や旧考古資料館等の文化財を観光振興に活

かすため，国の日本遺産認定や文化財指定に向けた取組を行い，そ

の魅力を国内外に情報発信する。

○ 西南戦争を掘り，学ぶ事業（文化財課） 5,000

県内に所在する西南戦争関連遺跡を発掘調査し，その役割を再発

見するとともに，出土した本物の資料を活用した授業支援を行う。

○ 鶴丸城跡保全整備事業（楼門等建設推進室） 72,715

県指定史跡である鶴丸城跡の北御門周辺部及び御角櫓跡周辺部の

石垣について，修復に向けた追加調査等を実施する。

○ 「音楽家への道」事業（生活・文化課） 1,535

鹿児島の次代の文化芸術を担う若手音楽家を育成するため，専門

性の高い国内外の講師を招き，音楽家を志す県内の小・中・高校生

を対象に，実技指導などを行う。

○ 文化芸術交流促進事業（生活・文化課） 2,467

海外の文化芸術団体等との文化交流の促進を図り，国際性豊かな

感性をそなえた県民の育成や特色ある郷土文化の発展に資する。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

（４） 「する・みる・ささえる」スポーツの振興

○ マイライフ・マイスポーツ運動推進事業（保健体育課） 6,695

すべての県民が，いつでも，どこでも，いつまでもそれぞれの関

心や適性に応じて主体的・継続的にスポーツ・レクリエーション活

動に親しめる「マイライフ・マイスポーツ運動」を推進する。

・ 運動の推進体制の整備

・ 学校体育施設の有効活用

・ コミュニティスポーツクラブの設立・育成

・ 人材の養成及び有効活用

○ 総合体育館基本構想策定事業（スポーツ施設対策室） 11,144

大規模スポーツ施設の在り方検討委員会の提言を踏まえて，総合

体育館の整備に関する基本構想を策定する。

○ 「燃ゆる感動かごしま国体・かごしま大会」開催準備事業 212,125

（総務企画課，競技式典課，施設調整課）

2020年の「燃ゆる感動かごしま国体」及び「燃ゆる感動かごしま

大会」の成功に向けて，県，市町村及び関係団体等で構成する県実

行委員会が実施する各種開催準備事業に対して必要な負担金を拠出

するなど，両大会の開催準備を計画的かつ着実に推進する。

・ 県実行委員会総会等の開催

・ 先催県の情報収集・分析

・ 各種広報活動や県民運動の実施

・ 式典実施計画の策定

・ 合同配宿業務の委託

・ 関係団体等との連絡調整 等

○ 「燃ゆる感動かごしま国体・かごしま大会」競技役員等養成事業 35,641

（競技式典課，総務企画課）

同上委員会が実施する，競技団体による競技役員等の養成に係る

補助事業に対して，必要な負担金を拠出する。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○○新 「燃ゆる感動かごしま国体」競技用具整備事業（競技式典課） 12,283

国体の円滑な競技運営と広くスポーツの普及・振興を目的に，競

技会運営に必要な競技用具の整備を行う。

○ 「燃ゆる感動かごしま国体」会場施設整備事業（施設調整課） 2,609,010

ア 「燃ゆる感動かごしま国体」施設整備事業

総合開・閉会式等の会場となる県立鴨池公園運動施設などの県

有施設について，国体開催に必要な整備を行う。

イ 「燃ゆる感動かごしま国体」施設整備費補助

競技会場となる市町村等の施設について，国体開催に必要な整

備費用の一部を補助する。

○ 「燃ゆる感動かごしま国体」に向けた競技力向上対策事業 283,547

（競技力向上対策室）

かごしま国体において天皇杯・皇后杯の獲得を目指すため，国体

候補選手強化事業など，更なる競技力の向上を図る。

・ 入賞を狙える国体候補選手を対象にした強化遠征合宿等の実施

・ 高校運動部への優れた指導力を有する人材の派遣

・ スポーツドクター，トレーナー等の国体等への派遣

・ 強化指定校，強化指定クラブ等の指定

・ 有力成年選手を強化指導員として強化指定校等に派遣

・ ふるさと選手への支援 など

○ 平成31年度全国高校総体開催準備事業（高校総体推進室） 61,964

平成31年度に南部九州４県で開催する全国高等学校総合体育大会

の開催準備を進めるとともに，大会を県民に周知するため広報活動

を展開し，大会開催に向けた気運の醸成を図る。

・ 県実行委員会の開催

・ 先催県の情報収集

・ 会場地市及び関係競技団体等との連絡調整

・ 各種広報媒体によるＰＲ活動 など
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○○新 平成31年度全国高校総体競技用備品整備事業（高校総体推進室） 77,210

平成31年度全国高等学校総合体育大会の開催に向け，必要となる

競技用備品の整備を行う。

○○新 陸上競技用備品等リニューアル事業（保健体育課） 107,466

鴨池陸上競技場の第１種公認検定及び「燃ゆる感動かごしま国

体」の開催に備え，運営・競技用備品等のリニューアルを行う。

○ 県民総ぐるみ・鹿児島ユナイテッドＦＣ支援事業（観光課） 33,000

「鹿児島ユナイテッドＦＣ」への県民等の支援を促進するため，

関係機関・団体が一体となって，ホーム戦における集客・賑わいの

創出やアウェイ戦における本県のＰＲ等の活動を推進する。

○ 「鹿児島レブナイズ」活動強化支援事業（観光課） 3,000

「鹿児島レブナイズ」への県民等の支援を促進するため，関係機

関・団体が一体となって，ホーム戦における集客・賑わいの創出や

アウェイ戦における本県のＰＲ等の活動を推進する。
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事 業 内 容 予 算 額

千円
Ⅲ 結婚 ,妊娠 ・出産，子育ての希望がかなう社会の実現

（１） 結婚，妊娠・出産の希望を実現できる社会づくり

○ 出会い・結婚相談事業（青少年男女共同参画課） 13,830

結婚を希望する方の出会いや結婚を実現するため，「かごしま出

会いサポートセンター」において，会員登録管理システムを利用し

たマッチングや成婚に向けた支援を行う。

○ 地域少子化対策強化事業（青少年男女共同参画課） 33,675

少子化問題に対応するため，体験型婚活イベントなど多様な出会

いの場の創出支援や，地域における男性の積極的な家事・育児参画

の促進など，結婚，妊娠・出産，子育てに温かい社会づくり・気運

の醸成を図る。

○ 結婚新生活支援事業（青少年男女共同参画課） 30,720

経済的理由で結婚に踏み出せない方を対象に，婚姻に伴う新生活

を経済的に支援する事業に取り組む市町村に対し，事業費の一部を

補助する。

○ 緊急医師確保対策事業（特定診療科医師派遣事業） 7,000

（地域医療整備課）

安心して子どもを産み育てられる環境を目指し，鹿児島大学と連

携して，産科医が不足する県立病院をはじめとする地域の中核的な

病院等に産科医を派遣する。

○ 緊急医師確保対策事業 4,500

（医師修学資金貸与事業 特定診療科枠）（地域医療整備課）

将来，県内の産科・小児科の地域の中核的な病院等に勤務しよう

とする医学生に修学資金を貸与する。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 小児救急電話相談事業（地域医療整備課） 20,141

夜間等の小児科への患者集中の緩和や保護者等の不安の軽減を図

るため，小児患者を持つ保護者等からの電話相談に対して，看護師

等が症状に応じた助言を行う。

○ 不妊治療対策事業（子ども福祉課） 150,618

不妊に悩む夫婦の精神的・経済的負担の軽減を図るため，県保健

所等の不妊相談窓口において，不妊に関する相談に応じるとともに，

特定不妊治療に要する費用の一部を助成する。

○ 離島地域出産支援事業（子ども福祉課） 6,772

ア 離島地域出産支援事業

常駐の産科医がいない離島地域に居住する妊婦の経済的負担の

軽減を図るため，妊婦健康診査や出産の際の交通・宿泊費等の助

成を行う市町村に対して，費用の一部を補助する。

イ 離島地域不妊治療支援事業

不妊治療指定医療機関のない離島地域の不妊治療を受ける方の

経済的負担の軽減を図るため，通院に要する交通・宿泊費の助成

を行う市町村に対して，費用の一部を補助する。

○ 周産期医療対策事業（子ども福祉課） 118,569

ア 周産期母子医療センター支援事業

周産期医療体制の拠点である総合及び地域周産期母子医療セン

ターの運営費を補助する。

イ 周産期医療体制推進事業

周産期医療体制の整備等についての協議を行うため，周産期医

療協議会を開催する。

ウ 産科医療体制確保支援事業

産科医療体制の確保が困難な地域において，新たに産科医等を

確保するための取組を行う市町村等に対し，費用の一部を補助す

る。

エ 小児在宅医療地域連携支援事業

医療的ケア児等が安心して療養できる地域の支援体制づくりを

推進するための多施設・多職種の連携ネットワーク会議を開催す

るとともに，小児在宅医療支援ウェブサイトを運用する。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 母子健康対策事業（子ども福祉課） 424,997

ア 先天性代謝異常等検査事業

タンデムマス法等による検査の実施により，乳児の先天性代謝

異常等の疾病を早期に発見し，適切な治療につなげ障害を防止す

る。

イ 養育医療等給付

医療を必要とする未熟児に対して医療費の給付を行う市町村に

対し給付費の一部を負担する。

ウ 小児慢性特定疾病医療費助成事業

小児慢性特定疾病にり患している小児の医療費に対する補助を

行う。

エ 小児慢性特定疾病児童等日常生活用具給付事業

在宅の小児慢性特定疾病児童等に対して日常生活用具の支給を

行う市町村に対し，支給に要する費用の一部を補助する。

オ 女性健康支援センター事業

思春期から更年期に至る女性の婦人科疾患や更年期障害，妊娠

や出産についての悩み等に対応する「出前女性健康相談」等を実

施し，女性の健康に関する支援を行う。

カ 小児慢性疾病児支援事業

慢性疾病児とその家族に対する支援策の協議を行うとともに，

訪問指導・個別相談等を行う。

キ 妊産婦支援・交流促進事業

妊娠期や子育て期全般に関する学びや交流の場を提供するとと

もに，鹿児島県オリジナルの出生届や命名紙を作成するなど気運

の醸成に取り組む。

（２） 安心して子育てができる社会づくり

○ かごしま子育て支援パスポートWEBサイト構築事業 2,760

（青少年男女共同参画課）

かごしま子育て支援パスポートについて，インターネット上で交

付手続や協賛店の検索等ができるシステムを構築する。

○ 地域子ども・子育て支援事業（青少年男女共同参画課） 2,047,912

地域の子ども・子育て支援の充実を図るため，市町村が行う一時

預かり事業や地域子育て支援拠点事業など，多様な保育サービスの

提供に対して交付金を交付する。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 児童健全育成対策事業（青少年男女共同参画課） 60,676

昼間に保護者のいない家庭の就学児童の放課後等における健全育

成を図るため，放課後児童クラブの施設整備費の一部を助成すると

ともに，放課後児童支援員認定資格研修及び現任研修等を実施する。

ア 放課後児童クラブ施設整備費 54,590千円

イ 放課後子ども総合プラン推進事業 6,086千円

○ 子どものための教育・保育給付事業（青少年男女共同参画課） 11,827,079

質の高い幼児教育・保育などの子育て支援を総合的に推進するた

め，子ども・子育て支援新制度（施設型・地域型保育給付）の対象

となる幼稚園，保育所，認定こども園等の教育・保育に要する費用

の一部を負担する。

○ 安心こども基金総合対策事業（青少年男女共同参画課） 9,519

待機児童の解消のため，安心こども基金を活用し，保育所の整備

を行うなど，安心して子どもを育てることができる体制の整備を図

る。

○ 子ども・子育て支援総合対策事業（青少年男女共同参画課） 821,620

認定こども園等の整備や研修等の支援を行い，安心して子どもを

育てることができる体制の整備を図る。

ア 認定こども園施設整備事業

イ 子育て支援員研修事業

ウ○新 保育士等キャリアアップ研修事業

エ 保育体制強化事業

オ 幼保施設耐震診断促進事業 等

○ 私立学校助成事業【再掲】（青少年男女共同参画課） 1,542,093

私立幼稚園等の教育条件の維持・向上及び修学上の経済的負担の

軽減を図るとともに，学校経営の健全性を高めるため，運営費等の

助成を行う。

ア 私立学校運営費補助 1,094,858千円

イ 私立学校運営費特別補助 377,235千円

ウ 私立学校退職金補助 70,000千円
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 魅力ある保育環境構築事業（青少年男女共同参画課） 9,828

保育士等がやりがいを持って働き続けられる魅力のある職場環境

づくりを促進するため，保育士等の処遇改善に関するセミナーの開

催や個別指導・助言のほか，処遇改善の優良事例を示し，保育士等

の職業としての魅力を広く発信する。

ア 魅力ある保育環境構築事業 4,347千円

イ○新 保育所等の魅力発信事業 5,481千円

○ 多子世帯保育料等軽減事業（青少年男女共同参画課） 68,878

幼稚園・保育所等を利用する多子世帯の第３子以降の保育料等を

助成し，子育てに係る経済的負担の軽減を図る。

○ 児童手当支給事業（青少年男女共同参画課） 4,078,466

家庭等における生活の安定に寄与するとともに，次代の社会を担

う児童の健やかな成長に資するため，中学校修了までの児童を対象

に，市町村が支給する手当の給付費の一部を負担する。

○ 乳幼児医療費助成事業（子ども福祉課） 639,781

ア 乳幼児医療費助成事業

子育て期にある家庭の乳幼児に係る医療費の経済的負担を軽減

するとともに，乳幼児の健康を守り，健全な発育を図るため，医

療費の助成を行う市町村に対し，経費の一部を補助する。

イ 乳幼児医療給付事業

住民税非課税世帯の未就学児を対象に，医療機関等の窓口にお

ける自己負担の支払いをなくし，全額を助成する制度を開始する

（平成30年10月から）。

○ 新たな乳幼児医療給付制度導入円滑化事業（子ども福祉課） 6,672

住民税非課税世帯の未就学児を対象に，医療機関等の窓口におけ

る自己負担の支払いをなくす制度の導入に伴い，システム改修や適

正受診の啓発等を実施する。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ ひとり親家庭医療費助成事業（子ども福祉課） 498,182

ひとり親家庭等における健康の保持や生活の安定，福祉の向上を

図るため,医療費の助成を行う市町村に対し,経費の一部を補助する。

○ 子ども・子育て総合推進事業（青少年男女共同参画課） 6,393

子ども・子育て支援新制度の円滑な運営を図るため，県子ども・

子育て支援事業支援計画の点検・評価等や幼保連携型認定こども園

の認可等の審議を行う県子ども・子育て支援会議を開催する。

○ 少子化対策県民意識調査事業（青少年男女共同参画課） 3,541

結婚，妊娠・出産，育児に対する県民の意識を調査し，今後の少

子化対策の推進に資するとともに，「かごしまこども未来プラン

２０１５」の見直しに当たっての基礎資料とする。

（３） 子どもたちが未来に希望を持てる社会づくり

○ 児童扶養手当給付事業（子ども福祉課） 969,828

ひとり親家庭等の生活の安定と自立を促進し，児童の福祉の増進

を図るため，父又は母と生計を同じくしていない児童を監護又は養

育する者に手当を支給する。

○ ひとり親家庭等学習支援事業（子ども福祉課） 3,312

ひとり親家庭等の児童が，経済的理由などにより，学習や進学意

欲が低下したり，十分な教育が受けられないことがないよう，学習

支援を行う市町村に対し，経費の一部を補助する。

46



事 業 内 容 予 算 額

千円

○ ひとり親家庭等就労支援対策事業（子ども福祉課） 24,200

ア ひとり親家庭等就業・自立支援センター事業

ひとり親家庭の自立を支援するため,母子家庭の母等に対して，

就業に関する指導や助言を行うとともに，就業支援講習会等を開

催する。

イ ひとり親家庭自立支援給付金事業

ひとり親家庭の親の就業を促進するため，職業能力開発の講座

受講料の一部や養成機関での資格取得期間中の生活費の一部を支

給する。

ウ 高等学校卒業程度認定試験合格支援事業

ひとり親家庭のより良い条件での就職や転職に向けた可能性を

広げ，正規雇用を中心とした就業につなげるため，高等学校卒業

程度認定試験合格を目的とする講座受講料の一部を支給する。

エ ひとり親家庭高等職業訓練促進資金貸付事業

ひとり親家庭の自立促進を図るため，高等職業訓練促進給付金

を活用して養成機関に在学し，就職に有利な資格の取得を目指す

ひとり親家庭の親に対して，入学準備金及び就職準備金の貸付け

を行う。

○ 大学等入学時奨学金貸付事業（総務福利課） 720,000

本県の将来を担う有為な人材を育成するため，大学等入学時にお

ける経済的負担を軽減する奨学金の貸与を行う。

ア 一般枠

経済的理由により進学が困難な者を対象とした貸与制度

イ 地方創生枠

卒業後の県内就業を条件とした返還免除制度

ウ 明治維新150周年記念特別枠

経済的理由により進学が困難な者のうち特に成績が優れた者を

対象とした給付型制度

○ 大学在学時奨学金返還支援基金事業（総務福利課） 200,000

大学等卒業後に県内に就業し，一定の要件を満たした場合に，借

り受けた奨学金の返還を支援する制度を実施するため，民間，市町

村と連携して基金を造成する。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 公立高等学校就学支援金等事業（総務福利課） 3,344,919

高等学校の授業料について，教育に係る経済的負担の軽減を図り，

もって教育の機会均等に寄与するため，公立高校の生徒に就学支援

金を支給する。

○ 奨学のための給付金事業（高校教育課，学事法制課） 822,993

授業料以外の教育費負担を軽減するため，国が定める所得要件を 公立 544,197

満たす世帯の高校生等に対して奨学のための給付金を支給する。 私立 278,796

○ 私立学校助成事業（学事法制課） 4,320,076

私立学校への就学が困難な者に対し，修学上の経済的負担の軽減

を図るための助成を行う。

ア 私立高等学校入学金・授業料補助 153,522千円

イ 私立学校授業料等緊急補助事業 837千円

ウ 高等学校等就学支援金事業 3,854,130千円

エ 奨学給付金事業【再掲】 278,796千円

オ 私立小中学校等経済的支援実証事業 30,100千円

カ 私立専修学校生経済的支援実証研究事業 2,691千円

○ 児童虐待防止対策（子ども福祉課） 23,066

児童虐待防止のため，早期発見と早期対応に努めるとともに，地

域におけるネットワークを整備し，被虐待児童の適切な保護，保護

者に対するカウンセリングなどを行う。

・ 児童福祉相談員等の設置による相談体制の充実

・ 子ども虐待防止ネットワーク会議の運営

・ 研修会の開催，リーフレットの配付などの広報・啓発活動

・ 改正児童福祉法に基づく児童福祉司等への研修の実施

○ 児童家庭支援センター運営費補助事業（子ども福祉課） 14,011

児童に関する家庭その他からの相談のうち，専門的な知識及び技

術を必要とするものに応じるとともに，児童相談所からの委託を受

けた児童やその家庭への指導・援助などを総合的に行う児童家庭支

援センターを運営する社会福祉法人に対し，補助を行う。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 青少年環境づくり推進事業（青少年男女共同参画課） 1,764

有害環境から青少年を守るため，立入調査や街頭補導，青少年環

境づくり会議や青少年保護育成審議会の開催など，学校や地域，関

係団体等と連携した環境浄化対策を推進する。

○ 薬物乱用防止対策事業（薬務課） 3,013

薬物乱用の根絶を目指し，関係機関・団体と協力して啓発活動を

行うとともに，県下の中学校において青少年に影響を及ぼす覚せい

剤等薬物の有害性・危険性について，啓発教育を行う。

○ 危険ドラッグ対策事業（薬務課） 2,685

危険ドラッグが人体に影響を及ぼす有害性や事件・事故を誘発す

る危険な薬物であることについて，広く県民への普及啓発を図るた

め，シンポジウムの開催や学校等での講習を行う。

○ 若者自立支援対策推進事業（青少年男女共同参画課，障害福祉課) 26,196

ア かごしま子ども・若者総合相談センター事業

不登校，ひきこもり，ニート，フリーターなどの総合相談窓口

である「かごしま子ども・若者総合相談センター」や支援地域協

議会の運営及び支援活動などを行う。

イ ひきこもり対策推進事業

ひきこもり対策を推進するため，「ひきこもり地域支援センタ

ー」における相談，協議会の運営，普及啓発，情報発信等を行う。

○ 児童養護施設退所者等自立支援資金貸付事業（子ども福祉課） 3,623

児童養護施設等を退所し，就職する者や大学等へ進学する者等に

対し，家賃，生活費，資格取得費を貸し付け，円滑な自立を支援す

る。
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事 業 内 容 予 算 額

千円
Ⅳ 健康で長生きできる社会の実現と良質な医療の確保

（１） 心豊かに生涯を送れる健康長寿県の創造

○ 国民健康保険事業（国保指導室）（国保特別会計） 182,235,300

ア 国保保険給付費等交付金交付事業

保険給付の実施その他の国保事業の円滑かつ確実な実施を図る

とともに，市町村の財政状況その他の事情に応じた財政の調整等

を行うため，市町村に対し，療養の給付等に要する費用等につい

て，交付金を交付する。

・ 普通交付金

・ 特別交付金(国特別調整交付金分，保険者努力支援制度分，

県繰入金分(２号分)，特定健康診査等負担金分)

イ 支払基金支出事業

後期高齢者支援金，前期高齢者納付金，介護納付金等を社会保

険診療報酬支払基金へ納付する。

ウ 国保財政安定化基金造成事業

国保財政の安定化を図るため，国保財政安定化基金の造成を行

う。

エ 保険者業務事業

国保新制度移行に伴う県の保険者業務（財政運営に係る事務及

び市町村等との協議等）を行う。

オ 国保ヘルスアップ支援事業

市町村国保が実施する保健事業を支援するため，医療費分析に

より現状把握等を行うほか，糖尿病重症化予防対策，適正受診・

適正服薬に関する事業等に取り組む。

カ 国保運営協議会運営事業

改正国保法に基づく審議機関である「県国保運営協議会」を運

営する。

○ 国民健康保険基盤安定促進事業（国保指導室） 6,280,952

市町村国保が行う低所得者に対する保険税軽減相当額等の一部を

負担する。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 後期高齢者医療対策事業（国保指導室） 27,850,065

後期高齢者医療制度の財政の安定化を図るため，75歳以上の高齢

者等に係る医療給付費等の一部を負担するとともに，高額医療費や

低所得者等に対する保険料軽減分等の一定割合を負担するほか，広

域連合に対する資金の貸付等を行うための基金の運用益の積立て，

市町村及び広域連合に対する技術的助言等を行う。

○ 健康寿命延伸総合対策事業（健康増進課） 14,671

ア 健康かごしま２１推進協議会

県民の健康づくりを効果的・体系的に推進するため, 「健康か

ごしま２１推進協議会」等を開催し，推進方策等について協議・

検討する。

イ メタボリックシンドローム予防対策事業

肥満や生活習慣病を予防・改善するため，関係団体と連携して，

生活習慣の改善や健診受診率の向上を図る。

ウ 健康づくりを支援する社会環境整備事業

産業界と連携した食の環境整備，受動喫煙防止の環境整備や職

場ぐるみの健康づくりを推進し，社会全体で県民の健康づくりを

支える社会環境の整備を図る。

エ 慢性腎臓病特別対策事業

広く慢性腎臓病（ＣＫＤ）に関する正しい知識の普及，ＣＫＤ

対策に必要な人材の育成等を図るため，地域における講演会等の

開催や医療関係者を対象とした研修会等を実施する。

オ 脳卒中対策推進事業

年齢調整死亡率が全国に比べて高い値で推移している脳卒中に

重点をおいた生活習慣病対策に集中的に取り組み，県民の脳卒中

の発症予防や重症化予防を推進する。

カ 青壮年期ロコモ予防プログラム推進事業

ロコモ予防で重要とされる青壮年期からの運動機能の保持，身

体活動の増加を推進するため，予防マニュアルやロコモに関する

知識の普及を図る。

キ○新 アレルギー疾患対策事業

アレルギー疾患に係る医療提供体制の整備を進めるとともに，

正しい知識の普及や必要な人材の育成等を図るため，研修会等を

実施する。

ク○新 健康かごしま２１中間評価

県民健康栄養調査結果の比較分析を行い，健康かごしま２１の

中間評価を実施し，その結果を県民に公表する。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 歯科口腔保健推進事業（健康増進課） 11,842

歯科口腔保健の向上を図るため，歯科保健事業の推進体制の整備

や，県民に対する適切な歯科保健知識の普及啓発を行うほか，乳幼

児に対するむし歯予防等の取組，医科と歯科など多職種が連携した

在宅歯科医療及び入院中からの口腔ケア等の推進体制整備を行う。

○ 健康増進支援事業（健康増進課） 90,144

壮年期からの生活習慣病の予防，県民の健康保持や生活の質（Ｑ

ＯＬ）の向上を図るため，健康増進法に基づき市町村が実施する健

康増進のために必要な事業に要する経費の一部を助成する。

○ ハンセン病対策事業（健康増進課） 4,599

ハンセン病問題についての正しい知識の普及啓発に努め，ハンセ

ン病であった方々等への偏見・差別の解消を着実に進めることによ

り，これらの方々の名誉の回復を図るとともに，その社会復帰を支

援する。

○ 肝炎対策事業（健康増進課） 212,199

ア 肝炎対策事業

肝炎ウイルスの無料検査による感染者の早期発見と，肝炎・重

度肝硬変・肝がん治療費等の一部助成により，肝炎患者等の積極

的な受診を促す。また，肝炎等の早期発見・治療を促進し，重症

化の予防を図るため，肝炎ウイルス陽性者等に対し，初回精密・

定期検査の費用を助成する。

イ 地域連携体制強化事業

地域における肝炎対策を推進するため，肝疾患診療連携拠点病

院を中心とした地域連携体制の強化を図る。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ がん対策総合推進事業（健康増進課） 111,743

ア がん克服総合推進事業

がん予防の推進，がん医療の均てん化及びがんの早期発見・早

期治療等の促進を図る。

イ がん医療提供体制緊急整備事業

がん医療均てん化の推進を図るため，地域がん診療連携拠点病

院等の体制整備に要する経費の一部を助成する。

ウ 肺がん早期発見促進事業

低線量ＣＴによる肺がん検診に対する助成を行うとともに，読

影医など専門の人材を育成する。

エ がん診療施設設備整備事業

がんの医療機器等を整備するがん診療連携拠点病院等に対し，

整備費用の一部を助成する。

オ○新 若年末期がん患者に対する療養支援事業

若年の末期がん患者及びその家族の身体的，経済的な負担の軽

減を図り，安心して在宅療養ができるよう，支援する。

○ ピロリ菌検査事業（健康増進課） 39,913

ピロリ菌と胃がんとの関連について，子どもや保護者の理解を深

めるため，県内の高等学校，特別支援学校高等部などの一年生を対

象として，ピロリ菌検査を実施する。

○ 自殺対策事業（障害福祉課） 114,045

総合的な自殺対策を推進するため，関係機関，団体と連携して相

談支援，人材育成，普及啓発などの地域の実情に応じた取組を実施

するとともに，県自殺対策計画の策定と市町村自殺対策計画策定の

支援を行う。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

（２） 地域包括ケアの推進

○ 在宅医療・介護連携推進支援事業（介護福祉課） 2,416

地域包括ケアシステム構築に係る医療介護連携の推進を図るため，

在宅医療・介護連携に関する協議会を開催するとともに，患者が病

院と自宅等との間で円滑に入退院できるよう，地域における市町村

や医療・介護関係者による入退院調整に係るルール策定を支援する。

○ 訪問看護供給体制推進事業（介護福祉課） 2,415

在宅医療の担い手となる訪問看護事業所の基盤強化を図るため，

訪問看護ステーションの実態把握や，訪問看護師等を対象とした研

修の実施及び病院の看護師との人材交流を支援する。

○ 地域ケア・介護予防推進支援事業（介護福祉課） 1,277,629

高齢者が要支援・要介護状態となることを予防するとともに，要

介護状態等となった場合においても地域において自立した日常生活

を営むことができるよう，地域包括ケアシステム構築に向けた市町

村の取組を支援するとともに，市町村における地域支援事業に係る

交付金の県負担分を交付する。

ア 地域包括支援センター職員等研修事業

イ 地域支援事業

ウ かごしま介護予防地域力強化推進事業

エ 保険者機能強化支援事業

オ 生活支援コーディネーター体制構築事業

カ リハ専門職スキルアップ研修支援事業

○ 長期入院精神障害者の地域移行推進事業（障害福祉課） 1,416

長期入院精神障害者の地域移行を推進するため，ピアサポーター

を養成し，地域移行支援スタッフとして活用することにより，長期

入院精神障害者の退院意欲の喚起等を図る。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 精神科救急医療体制整備事業（障害福祉課） 28,010

休日等において，緊急に医療を必要とする精神障害者に対して，

24時間・365日迅速かつ適切な医療を提供するため，精神科救急情

報センター及び精神科救急医療電話相談窓口の設置や，病院群輪番

方式による精神科救急医療体制の充実を図る。

○ 精神科救急医療地域支援体制強化事業（障害福祉課） 1,822

精神科救急医療体制の充実を図るため，「精神科救急地域拠点病

院」を指定し，処遇困難患者の対応や平日夜間等の診療協力を行う。

（３） 誰もが安心して必要な医療を受けられる地域づくり

○ 看護職員修学資金等貸与事業（保健医療福祉課） 68,521

県内の看護職員の確保と定着を図るため，看護職員の確保が困難

な医療機関等に将来就業しようとする学生及び生徒に対し，修学資

金を貸与する。

○ 看護職員確保対策事業（保健医療福祉課） 119,065

看護職員の確保，資質の向上を図るため，県内就業の促進や離職

防止のための支援のほか，看護職員の研修受講のための助成を行う。

○ 看護師等養成所運営事業（保健医療福祉課） 301,970

看護師等養成所における教育内容の充実・向上を図るため，学校

法人等が設置する養成所の運営費を助成する。

○ 医療勤務環境改善支援事業（保健医療福祉課） 3,403

医療従事者の離職防止や医療安全の確保を図るため，医療機関が

行う勤務環境改善への取組に対して支援を行う。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 地域医療対策基金造成事業（地域医療整備課） 122,500

地域における医療の確保を図り，県民が安心して暮らすことので

きる地域社会の実現に資するための財源を安定的に確保するため，

基金を造成する。

○ 緊急医師確保対策事業（地域医療整備課） 245,977

ア 緊急医師確保対策事業

地域医療を担う医師を確保するため，医師修学資金の貸与，県

外からのＵ・Ｉ・Ｊターンの促進，初期臨床研修医の確保等の対

策を実施する。

・ 医師修学資金貸与事業（一部 【再掲】）

・ 離島・へき地医療実習

・ 「ドクターバンクかごしま」運営事業

・ 女性医師復職研修事業

・ 特定診療科医師派遣事業【再掲】

・ 臨床研修医等確保対策事業

・ 離島・へき地視察支援事業

・ 専門医等養成支援事業

イ 医師勤務環境改善等事業

・ 産科医等確保支援事業

・ 新生児医療担当医支援事業

ウ 専門医認定支援事業

○ 地域医療支援事業（地域医療整備課） 22,520

鹿児島大学病院に設置した地域医療支援センターにおいて，医師

派遣の要請に係る調整や，医師のキャリア形成支援等の推進を図る。

○ 医療施設防災対策事業（保健医療福祉課） 368,773

医療施設における患者の安全確保を図るため，病院・有床診療所

が行うスプリンクラー設置に要する経費を助成する。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 離島へき地医療確保対策事業（地域医療整備課） 244,125

離島・へき地住民の医療を確保するため，へき地医療拠点病院及

びへき地診療所の運営や施設・設備整備に対する助成を行う。

○ 救急医療確保対策事業（地域医療整備課） 525,303

救急時の医療を確保するため，初期救急，二次救急，三次救急医

療を行う医療機関の運営や施設・設備整備に対する助成等を行う。

ア 小児救急電話相談事業【再掲】

イ 第二次救急医療施設運営補助

ウ 添乗医師等確保対策事業

エ 離島救急医療施設運営費補助

オ 第二次救急医療施設整備費補助

カ 小児救急医療拠点病院運営費補助

キ 救命救急センター運営事業

ク 消防・防災ヘリコプター医師搭乗システム整備事業

ケ 沖縄県ドクターヘリ導入負担金

コ かごしま救急医療遠隔画像診断センター運営事業

サ ドクターヘリ運航事業

シ 奄美ドクターヘリ運航事業

○ 災害時医療確保対策事業（地域医療整備課，障害福祉課） 36,176

災害時の医療を確保するため，災害拠点病院等の施設整備に対す

る助成等を行う。

また，災害発生直後の被災地において救命措置などを行う災害派

遣医療チーム（ＤＭＡＴ）や，精神医療の提供と精神保健活動の支

援を行う災害派遣精神医療チーム（ＤＰＡＴ），健康危機管理に関

する指揮調整機能を補佐する災害時健康危機管理支援チーム（ＤＨ

ＥＡＴ）を構成する人材の確保・育成を進める。

ア 災害拠点病院整備事業

イ 救急・広域災害医療情報システム整備事業

ウ 災害派遣医療チーム整備事業（一部 ）

エ 災害拠点病院等施設設備整備事業

オ 防災訓練等参加支援事業

カ 災害時健康危機管理支援チーム養成研修事業

キ 災害派遣精神医療チーム体制整備事業
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 歯科医療確保対策事業（保健医療福祉課） 40,267

障害者（児），無歯科医地区の住民等の歯科医療を確保するため，

障害者（児）歯科診療，歯科巡回診療等を実施する。

○ 地域医療介護総合確保基金造成事業【再掲】 2,408,593

（保健医療福祉課，介護福祉課）

病床の機能分化・連携，在宅医療の推進，介護施設等の整備，医

療・介護従事者の確保・養成など，医療・介護サービスの提供体制

の整備を推進するため，基金を造成する。

○ 地域医療介護総合確保事業（保健医療福祉課） 446,394

県地域医療構想に基づき，地域ごとにバランスのとれた医療機能

の分化と連携を適切に推進するため，地域医療構想調整会議を開催

するとともに，病床機能転換に対する助成を行う。

○ 病床転換助成事業（保健医療福祉課） 10,000

医療の効率的な提供を推進するため，医療機関が医療療養病床か

ら介護保険施設等に転換する場合，転換に係る整備費用を助成する。

○ 地域医療連携促進事業（保健医療福祉課） 10,421

医療機能の分化・連携による切れ目のない医療提供体制を整備す

るため，県内各地域における疾病別・事業別の医療連携体制の推進

や，かかりつけ医の普及啓発等を行う。

○ 臓器移植推進事業（健康増進課） 6,780

臓器移植の適正かつ円滑な実施に資するため，臓器移植コーディ

ネーターの設置やＨＬＡ検査センターの運営等に対する助成を行う

とともに，移植医療に関する普及啓発を図る。

○ 患者のための薬局ビジョン推進事業（薬務課） 5,000

かかりつけ薬剤師・薬局の機能強化を図るため，関係機関・団

体との協議や研修会等を実施する。
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事 業 内 容 予 算 額

千円
Ⅴ 豊 か な 自 然 と の 共 生 と 地 球 環 境 の 保 全

（１） 自然と共生する地域社会づくり

○ 自然公園等管理事業（自然保護課） 7,451

優れた自然の風景地を保護するとともに，その利用の増進を図る

ため，自然公園等の適正な管理運営や，県立自然公園の見直しなど

必要な取組を行う。

ア 自然公園・自然環境保全地域管理事務

イ 自然公園管理事務処理交付金

ウ 甑島国定公園協働型管理運営推進事業

エ 自然公園総点検事業

○ 狩猟対策事業（自然保護課） 29,136

適正な狩猟秩序を維持するため，狩猟規制区域等の指定や狩猟免

許試験等の実施及び有益鳥獣の増殖を行うとともに，有害鳥獣によ

る農林業被害の軽減を図る。

○ 特定鳥獣総合管理対策推進事業（自然保護課） 45,764

鳥獣による農林業，生活環境及び自然生態系への影響が深刻であ

ることから，科学的，順応的に鳥獣個体群管理を行い，農林業の健

全な発展，生活環境の保全及び自然生態系の維持を図る。

○ ヤスデまん延防止対策事業（廃棄物・リサイクル対策課） 1,702

県内におけるヤンバルトサカヤスデのまん延防止のための調査及

び普及啓発を行う。

○ 水俣病対策事業（環境林務課） 4,066,614

水俣病の認定審査業務を行うとともに，「水俣病被害者の救済及

び水俣病問題の解決に関する特別措置法」に基づく医療費助成等を

行う。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 環境の監視・測定（環境保全課） 55,614

大気や水質の常時監視を行うとともに，工場・事業場の排出・排

水基準監視を実施する。

ア 大気監視測定事業

イ 水質監視測定事業

○ 生活排水処理施設の整備促進（生活排水対策室） 931,347

生活排水処理施設の整備等を行う市町村に対して国費を含め助成

する。

ア 合併処理浄化槽整備促進事業（県単公共） 426,700千円

イ 公共下水道施設整備促進事業（県単公共） 24,700千円

ウ 農業・漁業集落排水事業（公共，県単公共） 479,947千円

○ 国立公園施設整備推進事業（自然保護課） 24,158

国立公園における観光客の増加が見込まれるため，受入れ体制を

整えるにあたり，市町村が行う施設整備に対して補助を行う。

○ 奄美群島世界自然遺産候補地保全・活用事業 142,312

（奄美世界自然遺産登録推進室）

平成３０年夏の奄美の世界自然遺産登録に向けて，自然環境の保

全や持続可能な観光利用など登録に必要な取組を推進する。

・ 世界自然遺産奄美トレイルのルート選定・標識設置

・ 遺産登録に関する広報やイベントの実施

・ 公共事業における環境配慮指針の段階的運用 等

○ 奄美群島世界自然遺産交流連携推進事業 1,697

（奄美世界自然遺産登録推進室）

平成３０年夏の奄美の世界自然遺産登録に向けて，科学委員会，

地域連絡会議への参画など，関係機関との調整等を行う。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 奄美自然観察の森整備事業（奄美世界自然遺産登録推進室） 92,480

世界自然遺産登録後の観光客の増加を見据え，気軽に奄美の自然

を楽しめる施設として，龍郷町の「奄美自然観察の森」のリニュー

アルに係る経費の助成を行う。

○ 奄美世界自然遺産地域保全事業（自然保護課） 400,042

奄美大島における世界自然遺産推薦区域について，将来にわたっ

て適正な保護管理を行うため，国に協力して，一部の土地を購入す

る。

（２） 地球環境を守る低炭素社会づくり

○ 地球環境を守るかごしま県民運動推進事業（地球温暖化対策課） 2,659

効果的な温暖化対策を推進するため，「鹿児島県地球温暖化対策

推進条例」等に基づき，温暖化防止を図る各種施策を実施し，地球

温暖化対策の全県的展開を図る。

ア パリ協定から始める５０－８０かごしま県民運動推進事業

イ こども環境教育支援事業

ウ 地球温暖化対策制度検討事業

エ エコ通勤普及推進事業

○ かごしま低炭素社会モデル創造事業（屋久島）（地球温暖化対策課） 11,509

ほぼ全ての電力が水力発電で賄われている屋久島において，二酸

化炭素の発生が抑制された先進的な地域づくりを促進し，モデル性

や発信性の高い取組を行う。

ア かごしま低炭素社会モデル創造事業（屋久島）

屋久島ＣＯ２フリーの島づくりに関する研究会の開催や地域協

議会における温暖化防止活動の推進

イ 急速充電インフラ整備事業

急速充電施設の整備・維持管理
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ かごしまエコファンド推進事業（地球温暖化対策課） 2,667

事業者及び県民などの自発的な温室効果ガスの排出削減の取組を

促進するため，県内において，事業活動や社会活動により発生する

温室効果ガスのうち，自ら削減できない排出量について，森林整備

によるＣＯ２吸収量により埋め合わせを行う取組を推進する。

○ 県庁舎空調設備更新事業（管財課，警察本部会計課） 297,022

設置から20年が経過し，老朽化している行政庁舎等の空調機器を

計画的に更新することにより，使用燃料消費量の低減を図る。

○ 森林にまなびふれあう推進事業 30,248

（地球温暖化対策課，森林経営課，森づくり推進課）

森林をすべての県民で守り育てる意識の醸成を図るため，森林に

ふれあう機会を提供するとともに，小中学校等における森林環境教

育や多様な主体による森林づくりなどを推進する。

ア 森林とのふれあい推進事業

イ 未来につなぐ森林環境教育推進事業

ウ 多様な主体による森林づくり推進事業

○ 森林をまもりそだてる整備事業 412,306

（森林経営課，かごしま材振興課，森づくり推進課）

地球温暖化防止など森林の持つ公益的機能の維持・増進を図るた

め，間伐や再造林等の森林整備や県産材の利用拡大を推進する。

ア 未来につなぐ森林づくり推進事業

イ 里山林総合対策事業

ウ 木のあふれる街づくり事業

○ 造林事業（造林補助事業，保全松林健全化整備事業：公共） 1,618,800

（森林経営課，森づくり推進課）

地球温暖化防止や水源かん養など森林の有する多面的な機能を発

揮させる観点から，間伐や再造林等による多様で健全な森林づくり

に取り組む。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 森林病害虫等防除事業（森づくり推進課） 120,213

松くい虫被害の拡大を防止するため，保安林等の重要な松林を対

象に特別防除・地上散布や伐倒駆除を実施し，松林の保全を図る。

○ 森林整備公社運営指導事業（森づくり推進課） 637,509

(公社)鹿児島県森林整備公社の円滑な運営を図るために必要な資 その他債務負担行

金の貸付及び利子補助を行う。 為限度額506,680

千円及び損失確定

日以降の未補償額

に対し，損失補償

契約に定める利子

（３） 「エネルギーパークかごしま」の創造

○ 「エネルギーパークかごしま」推進事業（エネルギー政策課） 84,662

多様な再生可能エネルギーが有効活用され，その供給において本

県が全国トップクラスとなる状態 ‐エネルギーパークかごしま‐

を目指し，地域特性を生かした事業を展開する。

ア 再生可能エネルギー推進委員会事業

イ 再生可能エネルギー地産地消促進事業

ウ 再生可能エネルギー加速化支援事業

エ 竹バイオマスエネルギー利用促進事業

オ 地熱資源を活かしたまちづくり事業

カ 水素エネルギー利用促進事業

○ かごしまグリーンファンド導入促進事業（エネルギー政策課） 114,075

地元金融機関等とともに設立した「かごしまグリーンファンド」

への出資を通して，本県の地域特性を生かした再生可能エネルギー

を導入する事業者を支援する。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 口之島周辺海流発電推進事業（エネルギー政策課） 1,160

口之島周辺海域における海流発電実証試験の実施に向け，関係機

関との各種調整や課題解決等の具体的な検討を行う。

○ 水素・再生可能エネルギー普及啓発事業（エネルギー政策課） 16,121

水素や再生可能エネルギーの導入促進を図るため，セミナーや親

子工作教室を実施するとともに，再生可能エネルギーを電源とする

街路灯等の設置に要する経費を助成する。

○ 水素・再生可能エネルギーフェア事業（エネルギー政策課） 1,542

水素や再生可能エネルギーを活用した設備の導入を促進するため，

各種展示や実演・体験等を実施する「水素・再生可能エネルギー

フェア」を開催する。

（４） 環境負荷が低減される循環型社会の形成

○ 海岸漂着物地域対策推進事業（廃棄物・リサイクル対策課） 266,507

海岸における良好な景観及び環境の保全を図るため，海岸漂着物

等の回収・処理等を実施する。

ア 海岸漂着物対策推進協議会運営事業

イ 海岸漂着物回収処理・発生抑制事業
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 産業廃棄物循環型社会推進事業（廃棄物・リサイクル対策課） 46,859

県内完結型の産業廃棄物処理体制等の一層の推進を図るため，産

業廃棄物の処理施設の整備や技術の高度化等に向けた取組を支援す

るとともに，産業廃棄物の排出抑制，リサイクルの促進及び適正処

理の確保を図る。

ア 産業廃棄物処理施設高度化支援事業

イ 産業廃棄物リサイクル等研修事業

ウ 産業廃棄物処理施設計量器整備事業

エ 産業廃棄物リサイクル技術等支援事業

オ リサイクル製品普及事業

カ 廃棄物安定化促進等評価事業

○ 産業廃棄物適正処理推進事業（廃棄物・リサイクル対策課） 45,067

ア 不法処理防止対策事業

産業廃棄物の不法処理を防止するため，産業廃棄物適正処理監

視指導員による立入検査や不法投棄パトロールを行う。

イ 不法投棄対策強化事業

不法投棄を防止するため，産業廃棄物の監視体制を強化する。

・ 「産廃不法投棄１１０番」の運用

・ 「不法投棄防止強化月間」の普及推進

ウ 不法投棄等原状回復促進事業

産業廃棄物の適正処理の一環として，不法投棄された産業廃棄

物を撤去し，原状回復を行う経費を助成する。

○ エコパークかごしま関連事業（廃棄物・リサイクル対策課） 217,190

公共関与による産業廃棄物管理型最終処分場「エコパークかごし

ま」について，住民への啓発活動や周辺地域の環境整備，地域振興

等に取り組む。
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事 業 内 容 予 算 額

千円
Ⅵ 安 心 ・ 安 全 な 県 民 生 活 の 実 現

（１） 強靱な県土づくりと危機管理体制の強化

○ 防災行政推進事業（危機管理防災課） 41,204

効果的な防災対策を推進するため，総合防災訓練等の実施，防災

情報機器の維持管理，火山防災対策の協議等を行う。

○○新 防災研修センター整備推進事業（展示等改修事業）（危機管理防災課） 3,500

県民の地域防災力の向上を図るため，防災研修センターの展示施

設等を近年の自然災害を踏まえた最新の情報に更新するための実施

設計を行う。

○○新 自主防災組織連携・ネットワーク構築支援事業（危機管理防災課） 2,324

自主防災組織の活動を一層促進し，地域防災力の強化を図るため，

自主防災組織と地域の企業などの多様な主体が組織の枠を超え，連

携して行う防災活動等の取り組みを支援する。

○ 漁港施設機能強化事業（公共）（漁港漁場課） 430,400

高潮・波高の増大や地震・津波等に対する漁港の安全対策として，

漁港施設の機能強化を図る。

・ 実施箇所 ３漁港３地区

○ 漁港海岸保全事業（公共）（漁港漁場課） 52,500

高潮等による被害から漁港背後集落等を守るための海岸保全施設

等を整備し，国土の保全を図る。

・ 実施箇所 海潟漁港海岸
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 活動火山周辺地域防災営農対策事業（農政課） 1,384,877

防災営農施設整備計画に基づく被覆施設や洗浄施設の整備等を行

い，桜島の降灰等による農作物被害の防止・軽減を図る。

○ 県営ため池等整備事業（公共）（農地保全課） 1,242,916

農地，農業用施設，人家等への災害を未然に防止するため，老朽

化したため池や用排水路等を整備する。

○ 県営農地保全整備事業（公共）（農地保全課） 1,169,837

シラス等の特殊土壌地帯における農用地の侵食崩壊を未然に防止

し，農業経営の安定を図るため，排水路等を整備する。

○ 緊急輸送道路等の整備（公共，県単公共）（道路建設課） 9,686,575

災害発生時における道路交通の機能を確保するため，緊急輸送道

路等の整備を行う。

・ 実施箇所 国道２２６号 久志拡幅，笠沙道路

県道川内串木野線 荒川工区 など

○ 橋梁の耐震補強（公共）（道路維持課） 633,480

緊急車両等の通行を確保するため，橋梁の耐震補強を行う。

・ 実施箇所 県道京泊大小路線 薩摩川内市 須崎橋など

○ 災害防除事業（公共）（道路維持課） 342,600

道路への落石や斜面崩壊等の危険箇所に対して防災対策を実施

し，交通の安全を確保する。

・ 実施箇所 県道佐多岬公園線 南大隅町大泊など
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 特定交通安全施設等整備事業（公共）（道路維持課） 471,970

緊急輸送道路や交通途絶が予想される箇所などにおいて，道路利

用者へ通行規制等の情報を提供するため，道路情報提供装置を整備

する。

・ 実施箇所 県道霧島公園小林線 霧島市霧島田口など

○ 電線共同溝整備事業（公共）（道路維持課） 20,940

安全で快適な通行空間の確保，良好な景観・住環境の形成，災害

の防止，情報通信ネットワークの信頼性向上等を目的とした電線地

中化を進める。

・ 実施箇所 県道鹿児島東市来線 鹿児島市武町工区

○ 道路補修事業（長寿命化対策）（公共）（道路維持課） 4,306,215

橋梁やトンネル等の道路施設の老朽化に対して，計画的な点検及

び補修を行う。

○ 河川改修事業（浸水対策）（公共）（河川課） 1,966,500

沿川に資産が集積している都市河川やこれまでに大きな浸水被害

を受けた河川の抜本対策を行う。

・ 対象河川 新川,稲荷川,郡山甲突川,万之瀬川,雄川,神之川,

別府川,山田川,綿打川

○ 県単河川等防災事業（寄洲除去）（県単公共）（河川課） 740,000

河川の氾濫を未然に防止するため，着実に寄洲の除去を行う。

○ 海岸堤防等老朽化対策緊急事業（建設海岸施設長寿命化計画策定） 129,000

（公共）（河川課）

海岸保全施設について，予防保全型の維持管理を導入するため，

長寿命化計画を策定する。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 直轄火山砂防事業（公共）（砂防課） 397,600

火山噴出物の土砂流出等による災害から人命，財産等を守るため

に，国が行う桜島砂防事業に負担金を支出する。

○ 総合流域防災事業（砂防事業等調査）（公共）（砂防課） 1,047,000

土砂災害防止法に基づく土砂災害警戒区域等の指定を行うため，

土砂災害の被害を受けるおそれがある箇所の調査を行う。

・ 対象 土石流危険渓流，地すべり危険箇所，急傾斜地崩壊危

険箇所等

○ 火山砂防事業（公共）（砂防課） 1,391,200

火山地域の荒廃渓流において，土砂流出による災害から人家，耕

地等を守るため，砂防堰堤や護岸工等の整備を行う。

・ 対象地区 霧島市霧島川など

○ 急傾斜地崩壊対策事業（公共）（砂防課） 2,466,000

がけ崩れによる土砂災害から住民の生命を守るため，擁壁工，法

面工などの急傾斜地崩壊防止施設の整備を行う。

・ 対象地区 大崎町西迫など

○ 特定緊急砂防事業（公共）（砂防課） 94,500

土石流等による甚大な被害が発生した箇所において，同規模の再

度災害による被害を防止するため，概ね４年以内に山腹工等の整備

を行う。

・ 対象地区 垂水市深港川
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 特定緊急地すべり対策事業（公共）（砂防課） 315,000

地すべりにより甚大な被害が発生した地区における災害の再発防

止を図るため，概ね３年以内にアンカー工等の地すべり防止工事を

行う。

・ 対象地区 南さつま市平崎

○ 一般公共治山事業（公共）（森づくり推進課） 3,292,330

山地に起因する災害から県民の生命・財産を保全するため，治山

施設の整備や機能が低下した森林の整備等を行う。

・ 対象地区 日置市吹上町永吉西田など７６箇所

○ 災害関連緊急治山事業（公共）（森づくり推進課） 185,000

災害により新たに発生し，又は拡大した荒廃山地から県民の生命・

財産を保全するため，緊急的に治山施設の整備等を行う。

○ 直轄治山事業（公共）（森づくり推進課） 260,000

火山噴出物の土砂流出等による山地災害から県民の生命・財産を

保全するため，国が行う桜島地区民有林直轄治山事業に負担金を支

出する。

○ 県単治山事業（県単公共）（森づくり推進課） 416,334

山地に起因する災害から県民の生命・財産を保全するため，小規

模崩壊地における治山施設の整備等を行う。

○ 直轄港湾海岸改修事業（公共）（港湾空港課） 487,200

防災機能の強化とともに，地域活性化の核となる魅力ある海浜空

間創造として，国が行う指宿港海岸の海岸事業に負担金を支出する。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 港湾海岸高潮対策事業（港湾海岸堤防等老朽化対策緊急事業）（公共） 276,400

（港湾空港課）

海岸保全施設について，予防保全型の維持管理を導入するため，

長寿命化計画を策定するとともに，長寿命化計画に基づいた老朽化

対策工事を実施する。

○ 港湾施設改良費統合補助事業（公共）（港湾空港課） 1,647,600

港湾施設について，必要な機能を維持しつつ，将来の改良・更新

コストの抑制を図るため，長寿命化計画に基づいた老朽化対策工事

を実施する。

○ 建築物耐震化促進事業（建築課） 211,676

大規模な地震に備えて県民の生命等の安全性を確保するため，法

律で耐震診断を義務付けられた大規模建築物の耐震改修等費用の一

部を助成する。

・ 対象建築物 昭和56年以前に建築された，３階以上かつ延べ

面積5,000㎡以上のホテル・旅館，店舗など

○ 鹿児島県地域防災計画策定事業（危機管理防災課） 1,459

県地域防災計画の見直しに当たり有識者会議を開催し，防災対策

等に関する助言・提言を計画策定に反映させる。

○ ヘリコプター映像伝送装置再整備事業（危機管理防災課） 150,161

老朽化したヘリコプター映像伝送装置の再整備にあわせ，電波の

不感地帯を解消するため衛星を利用した映像伝送装置の整備を行う。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○○新 全国瞬時警報システム（Ｊアラート）機器更新事業 2,116

（危機管理防災課）

国からの緊急情報について，処理時間の短縮等を可能とするため，

Ｊアラートの新型受信機を導入する。

○○新 消防・防災ヘリコプター機体更新事業（消防保安課） 2,850,917

消防・防災ヘリコプターの機体更新を行い，災害応急対策などの

更なる充実を図る。

○ 災害警備対策等推進事業（警察本部 警備課，機動隊） 9,515

大規模災害等に迅速，的確に対応し，県民の安全を確保するため，

災害等装備資機材を整備する。

○ 原子力防災対策事業（原子力安全対策課） 237,118

防災活動に必要な資機材の整備，原子力防災訓練の実施など，原

子力防災対策の充実を図る。

○ 原子力安全・避難計画等防災専門委員会運営事業（原子力安全対策課） 5,174

川内原子力発電所に係る安全性の確認や避難計画の検証など原子

力発電所に関する諸課題について，技術的・専門的見地から意見，

助言を得るため，鹿児島県原子力安全・避難計画等防災専門委員会

を運営する。

○ 環境放射線監視測定事業（原子力安全対策課） 380,203

川内原子力発電所周辺の地域住民の安全の確保及び環境の保全を

図るため，環境放射線の監視を行うとともに，測定機器等を整備す

る。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 環境放射線監視センター整備事業（原子力安全対策課） 204,084

環境放射線監視センターを新築移転し，放射線監視の機能強化を

図る。

○ 原子力災害医療対策事業（地域医療整備課） 247,324

防災活動に必要な資機材の整備，原子力災害医療体制の充実，原

子力防災訓練の実施など，原子力防災対策の強化を図る。

○ 災害時緊急医薬品等確保事業（薬務課） 47,264

大規模災害時等における初動期医療救護に必要な医薬品の備蓄，

ＰＡＺ圏内の住民及びＵＰＺ圏内の住民で，障害や病気により緊急

時の受取が困難であるなど，一定の要件に該当し，希望する者を対

象とした安定ヨウ素剤の事前配布及びＰＡＺ圏内の配布管理システ

ムの開発を行う。

ア 緊急医薬品等確保対策

イ 安定ヨウ素剤整備事業

ウ 安定ヨウ素剤配布管理システム開発事業

○ 鳥インフルエンザ環境調査事業（自然保護課） 2,280

野鳥における高病原性鳥インフルエンザウイルスを早期に発見し，

野生鳥獣の保護や人・家きんへの感染予防に資するため，野鳥の糞

便採取や死亡野鳥のウイルス検査を実施するとともに，初動防疫体

制の整備を図る。

○ 新型インフルエンザ対策事業（健康増進課） 49,901

新型インフルエンザ対策を推進するため，抗インフルエンザウイ

ルス薬の備蓄等を行う。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 風しん検査事業（健康増進課） 5,883

風しんの感染予防やまん延防止を図るため，妊娠を希望する女性

等に対して，無料の抗体検査を実施する。

○ 感染症医療対策事業（健康増進課） 20,962

感染症の入院患者に対する適切な医療の提供を図り，感染症のま

ん延を防止するため，感染症指定医療機関の運営費の一部を助成す

る。

○ 特殊病害虫対策事業（食の安全推進課） 530,608

農作物に大きな被害を与えるアリモドキゾウムシやカンキツグリ

ーニング病等のまん延防止と根絶に向けた取組を進めるとともに，

ミカンコミバエ等の侵入警戒調査等を実施する。

○ 家畜伝染病危機管理体制整備事業（畜産課） 14,049

万一の悪性伝染病の発生に備え，防疫演習を実施し，生産者及び

関係者の初動防疫体制に対する理解を深めるとともに，防疫措置に

必要な資材の整備を図る。

（２） どこよりも安全で安心して暮らせる地域社会づくり

○ 自主防犯活動推進事業（警察本部 生活安全企画課） 5,925

地域の防犯力の向上を図るため，地域住民等に対し，うそ電話詐

欺に関する広報啓発，防犯情報の提供等を行うとともに，防犯ボラ

ンティア団体等への活動支援を推進する。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 警察機能強化事業（警察本部 警務課） 7,196

治安情勢や地域情勢の変化への的確な対応や警察の機能強化を図

るため，「若手警察官の早期育成」，「女性の視点を一層反映した警

察運営の推進」，「専門的捜査員の育成強化」及び「小規模警察署へ

の支援の強化と時代の要請に応じた警察力の整備」を推進する。

○ 交番等施設整備事業（警察本部 会計課） 141,884

夜間体制の強化など地域警察の体制強化を図るため，交番・駐在

所の再編整備等を行う。

○ 暴力団等組織犯罪対策事業（警察本部 組織犯罪対策課） 16,758

安全で平穏な県民生活の実現に向け，暴力団事務所の開設防止や

暴力団排除活動の推進に係る広報，啓発活動等を実施するとともに，

組織犯罪対策を強力に推進する。

○ 犯罪被害者等支援推進事業（警察本部 相談広報課） 9,289

犯罪被害者等からの様々な相談対応やカウンセリングを行うなど，

社会全体で犯罪被害者等を支える環境作りを推進する。

○ 性犯罪・交通事故被害者等支援事業（生活・文化課） 10,625

性暴力被害者サポートネットワークかごしま（通称：FLOWER）に

専門のコーディネーターを配置し，ワンストップ支援センターとし

ての機能を強化するなど，性犯罪被害者等の支援の充実を図るとと

もに，引き続き，交通事故被災者等の救済に寄与するため，交通事

故相談等を実施する。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 交通安全推進事業（生活・文化課） 2,272

交通安全意識の高揚を図るため，交通安全運動の展開，地域のリ

ーダー格となる高齢者等を対象とした参加体験型の交通安全教育の

実施などの交通安全対策を推進する。

○ 通学路の整備（公共，県単公共）（道路建設課） 3,348,351

事故発生の危険性が高い通学路における道路の整備を行う。

・ 実施箇所 国道２２６号 唐仁原拡幅

県道川内串木野線 高江長崎工区

県道幸田栗野線 幸田工区 など

○ 交通安全施設等整備事業（道路維持課，警察本部 交通規制課） 3,493,015

ア 交通安全施設等整備事業（公共，県単公共等） 3,086,608千円

通学路の緊急合同点検箇所の交通安全対策など

イ 交通管制センター整備事業 406,407千円

○ 交通事故抑止特別対策事業（警察本部 交通企画課） 26,759

交通事故を抑止するため，事故分析の高度化を図り，交通指導取

締りや交通環境整備の検証，広報・情報発信活動等を推進する。

○ 高齢者交通安全対策事業（警察本部 交通企画課） 19,078

シルバーナイトスクールの開催や高齢者を対象とした参加・体験

型の交通安全教育の実施など，高齢者への交通安全の指導，広報啓

発活動を推進する。
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千円

○ 少年非行防止・保護総合対策事業（警察本部 少年課） 27,064

少年非行防止と少年を犯罪被害等から保護するための総合的な取

組を推進する。

○ 消費生活センター等管理事業（消費者行政推進室） 39,659

消費者被害の未然防止等を図るため，県消費生活センター及び大

島消費生活相談所において，消費生活相談や消費生活講座等を実施

する。

○ 消費者行政活性化事業（消費者行政推進室） 73,244

消費生活相談窓口の機能強化や消費者教育・啓発の充実・強化を

図るため，市町村に対する支援や消費生活に関する情報提供等を行

う。

○ 安心・安全な食の鹿児島づくり推進事業（食の安全推進課） 2,866

「食の安心・安全推進基本計画」に基づき，セミナー等を通して

食の安心・安全の確保に関する様々な情報を県民や食品事業者等に

広く提供するとともに，消費者や短大生等とのリスクコミュニケー

ションを行う。

○ 食品安全推進対策（生活衛生課） 63,470

食品の安全性の確保を図るため，食品安全に関する情報を広く県

民に提供するとともに，食品衛生法に基づく監視指導及び食品添加

物，残留農薬等の食品検査を実施する。
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事 業 内 容 予 算 額

千円
Ⅶ 暮 ら し が 潤 い 世 界 に つ な が る 県 土 の 創 造

（１） 情報通信技術の活用等による利便性の高い社会の実現

○ 移動通信用鉄塔施設整備事業（情報政策課） 54,560

防災や緊急時の連絡手段の確保及び地域間の情報格差の是正，地

域住民等の利便性の向上を図るため，市町村が行う移動通信用鉄塔

施設の整備に対して助成を行う。

○ 県税総合電子化推進事業（税務課） 13,648

納税者の利便性の向上や県税事務の効率化・迅速化を図るため，

税務事務の一層の電子化を推進する。

○○新 地方税共通納税システム導入対応改修事業（税務課） 6,500

納税者の利便性向上を図るため，複数の地方公共団体への納税を

一度の手続で可能とする共通納税システムの導入に向けた準備を行

う。

○ 自動車保有ＯＳＳ共同利用化システム整備事業 90,609

（税務課，警察本部 交通規制課）

納税者・自動車保有者の利便性向上を図るため，自動車保有関係

手続を一括で行えるＯＳＳ共同利用化システムの運営等に参加する。

○ 公共事業支援統合情報システム導入推進事業（監理課） 105,990

公共事業における入札等の効率化や透明性の向上を図るため，市

町村と共同で構築した電子入札システムを運用するとともに，電子

納品の推進を図る。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 行政手続オンライン化推進事業（情報政策課） 16,369

県民がインターネットを通じて，各種申請・届出等の行政手続を

行える電子申請システムの運用を行う。

○ 統合宛名管理システム整備事業（情報政策課） 22,110

社会保障・税番号制度に係る情報連携の円滑な実施を図るため，

統合宛名管理システムの運用管理及びシステム改修等を行う。

○ インターネットシステム管理事業（情報政策課） 30,739

県の各分野の情報を県民へ一元的に提供するとともに，県内市町

村と共用する自治体情報セキュリティクラウドの運用を行う。

（２） 人やモノの交流を支える交通ネットワークの形成

○ 直轄道路事業（公共）（道路建設課） 3,841,250

広域的な交流ネットワークを形成する高規格幹線道路である東九

州自動車道や南九州西回り自動車道の整備をはじめ，国が行う道路

改築事業に負担金を支出する。

○ 主要幹線道路の整備（公共，県単公共）（道路建設課） 16,227,942

地域間の交流・連携の強化，産業や観光の振興のほか，地域の安

心・安全を確保するため地域高規格道路等の整備を行う。

・ 実施箇所 国道５０４号 広瀬道路，泊野道路

県道志布志福山線 志布志道路 など

○ 島原・天草・長島架橋基礎調査（道路建設課） 3,151

島原・天草・長島架橋構想を実現する上で必要となる基礎資料を

得るための基礎的調査を行う。
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千円

○ 臨港道路（鴨池中央港区線）の整備（公共，県単公共）（港湾空港課） 359,125

鹿児島港における港湾物流の円滑化や臨海部の渋滞緩和などを図

るため，臨港道路の整備を推進する。

○ クルーズ船の受入体制の整備（公共）（港湾空港課） 90,750

本港区北ふ頭やマリンポートかごしまにおいて，大型化が進むク

ルーズ船への対応など受入体制の整備を図る。

○ 志布志港国際バルク戦略港湾の整備（公共等）（港湾空港課） 619,640

志布志港において，飼料穀物の効率的な輸入に向けた船舶の大型

化に対応するため，国際バルク戦略港湾としての整備を推進する。

○ 川内港の輸出入促進に向けた港湾計画調査（県単公共）（港湾空港課） 24,000

本県の主要な輸出入港である川内港において，コンテナ船の大型

化や貨物の増大に対応するため，港湾計画改訂に必要な調査・検討

を行う。

○ 重要港湾の整備（公共等）（港湾空港課） 3,447,425

南九州や島嶼における流通拠点としての機能を強化するため，鹿

児島港（新港区等）など重要港湾の整備を行う。

○ 地方港湾の整備（公共等）（港湾空港課） 4,390,380

地域産業の振興や離島・奄美地域における定期船等の安全かつ安

定的な接岸を確保するため，鹿屋港，宮之浦港，亀徳港等の整備を

行う。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 鹿児島空港将来ビジョン検討調査事業（交通政策課） 2,898

空港や航空業界を取り巻く様々な環境変化を踏まえた鹿児島空港

のあり方を検討する必要があることから，同空港の目指すべき将来

像や，その実現に向けて必要な施策等について調査を行う。

○ 離島空港の整備（公共）（港湾空港課） 405,700

航空機の安全運航を確保するため，奄美空港等において空港施設

の機能保持・向上のための整備を行う。

○ 屋久島空港滑走路延伸調査事業（県単公共）（港湾空港課） 45,000

大都市圏からのLCC等のジェット機就航に必要とされる滑走路延

伸の事業化に向けて，気象解析や基本計画作成等，必要な事前調査

を行う。

○ 奄美空港旅客施設拡張支援事業（港湾空港課） 114,094

奄美空港における観光客等の受入れ体制の強化を図るため，旅客

ターミナルの拡張を行う事業者に対し，整備に要する費用を支援す

る。

○ 鹿児島空港国際化促進事業（交通政策課） 120,599

鹿児島空港発着の国際定期路線の維持・充実を図るとともに，新

規路線開設に向けた取組を推進するため，航空会社に対する運航支

援や利用団体に対する運賃の助成等を行う。

○ 志布志・大阪航路利用促進特別対策事業（交通政策課） 22,755

志布志･大阪航路の安定的な運航の維持・確保を図るため，乗用車

輸送に対する運賃助成や，同航路のＰＲ等を行う。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 離島航路補助事業（交通政策課） 515,620

離島地域の振興及び離島住民の生活の安定と向上に資するため，

離島航路事業者の運航費や船舶建造費等に対し，助成を行う。

○ 離島航空路線維持整備対策事業（交通政策課） 500,000

地域住民の生活に不可欠な離島航空路線の維持を図るため，一定

の要件に該当する離島航空路線の航空機購入費に対し，国と協調し

て助成を行う。

○ 地方公共交通特別対策事業（交通政策課） 160,271

過疎地域における地域住民の日常生活に必要な交通手段の確保を

図るため，市町村が地域の実情に応じて実施する廃止路線代替バス

の運行費等に対し，助成等を行う。

○ 地方バス路線維持対策事業（交通政策課） 488,516

広域的・幹線的なバス路線の維持を図るため，同路線の運行費や

車両購入に係る減価償却費に対し，国と協調して助成を行う。

○ 肥薩おれんじ鉄道利用促進対策事業（交通政策課） 4,828

肥薩おれんじ鉄道の利用促進を図るため，沿線の魅力を紹介する

各種イベントの開催や観光列車のＰＲ等の誘客対策を支援する。

○ 肥薩おれんじ鉄道経営安定化支援事業（交通政策課） 125,276

肥薩おれんじ鉄道の安定した運行を確保するため，同鉄道が行う

車両等の鉄道基盤設備の維持等に要する経費に対し，助成を行う。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 鉄道駅バリアフリー化推進事業（交通政策課） 87,606

鉄道駅における身体障害者や高齢者等の利便性の向上を図るため，

バリアフリー化に要する経費に対し，国や沿線自治体と協調して助

成を行う。

（３） 個性豊かで魅力ある景観づくりと活力あるまちづくり

○ かごしま・人・まち・デザイン表彰事業（地域政策課） 1,395

良好な景観に対する県民等の認識を高め，個性豊かで魅力あふれ

る景観の形成を推進するため，「かごしま・人・まち・デザイン賞」

の表彰を実施する。

○ 公園の整備 （都市計画課） 188,872

ア 公園整備事業（公共） 135,772千円

県民のレクリエーション活動や自然とのふれあいなど，多様な

ニーズに対応するため，都市公園の整備を行う。

イ 県単公園整備事業（県単公共） 53,100千円

都市公園の安全確保のため老朽化した施設の改修等を行う。

○ 街路の整備（公共，県単公共）（都市計画課） 1,500,000

都市交通の円滑化と良好な都市環境の形成を図るための街路及び

歩道等の整備を行う。

○ 中央町１９・２０番街区公共空間創出支援事業（建築課） 225,000

中央町１９・２０番街区で実施されている再開発事業について，

陸の玄関口にふさわしい都市景観に配慮したデザインや公共性の高

い空間の創出に要する費用の一部を助成する。

○ 千日町１・４番街区公共空間創出支援事業（建築課） 352,000

千日町１・４番街区で実施されている再開発事業について，南九

州随一の繁華街・商業集積地である天文館地区の観光や交流を促進

する公共性の高い空間の創出に要する費用の一部を助成する。
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事 業 内 容 予 算 額

千円
Ⅷ 個性を生かした地域づくりと奄美・離島の魅力の発揮・振興

（１） 個性を生かした地域づくり

○ 地域振興推進事業（地域政策課） 900,000

各地域振興局・支庁が，地域における「県政の総合拠点」として

地域の振興を図るため，地域固有の課題解決や地域活性化策に迅速

かつ柔軟に取り組む。

○ 半島特定地域「元気おこし」事業（地域政策課） 96,720

地理的に厳しい条件下にある半島先端部地域の活性化を図るため，

地元市町等が行う産業振興や交流人口の拡大などに向けた取組を支

援する。

○ 宇宙にもっとも近い産業・観光・人材育成推進事業（地域政策課） 1,645

国内唯一のロケット打上げ施設の立地を生かした地域振興等を図

るため，関係市町等と連携して，宇宙開発利用の動向を踏まえた取

組を進めるとともに，青少年等を対象にした宇宙に関するイベント

を開催する。

○ 共生・協働の農村づくり運動推進事業（農村振興課） 3,335
む ら

「人と自然と地域が支え合う みんなで創る農村社会」を目指し

農村集落の活力の維持・向上を図るため，大学等地域外の多様な主

体との連携によるむらづくり活動を促進する。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 鳥獣被害対策推進事業（農村振興課） 651,921

鳥獣による農作物被害の防止・軽減を図るため，「寄せ付けない」

「侵入を防止する」「個体数を減らす｣の３つの取組による鳥獣被害

防止対策のほか，ジビエの利活用など，ソフト・ハード両面にわた

る総合的な対策を推進する。

ア 鳥獣被害対策実践事業

イ 鳥獣被害防止捕獲促進事業

○ 多面的機能支払交付金（公共）（農村振興課） 1,768,223

農業・農村の有する国土の保全や水源のかん養，良好な景観の形

成などの多面的機能の維持・発揮を図るため，農地や農業用施設等

の地域資源を保全する地域共同活動を支援する。

○ 甲突川リバーサイドウォークの整備（県単公共）（河川課） 40,000

鹿児島市が進める甲突川周辺のまちづくりと連携し，県民や観光

客が川に親しみ，憩える場となる水辺空間を創出するため，散策路

や階段護岸の改良などを行う。

○ 商店街活性化・人材育成支援事業（商工政策課） 1,268

ＰＤＣＡサイクルを活用した商店街活動の実践支援及び助言等を

通じ，商店街活性化に向けて計画的かつ効果的に取り組む人材の育

成等を図る。

○ かごしま「よかとこ」移住・交流促進事業（地域政策課） 18,339

移住・交流の促進を図るため，全国に向けた本県の移住関連情報

の発信や移住希望者からの相談対応などを行うとともに，市町村の

移住交流や地域おこし協力隊を活用した取組を支援する。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 空き家対策啓発等支援事業（住宅政策室） 2,392

国，県，市町村及び空き家対策に関連する専門家団体で構成する

「かごしま空き家対策連携協議会」において，市町村の空き家対策

の取組を推進する。

（２） 島々の魅力を生かした奄美・離島の振興

○ 奄美群島振興開発特別措置法延長対策事業（離島振興課） 5,061

現行の奄美群島振興開発特別措置法が平成30年度末に期限切れを

迎えることから，平成29年度に実施している奄美群島振興開発総合

調査の結果を踏まえ，同法の延長の実現及び次期奄美群島振興開発

計画の策定準備を行う。

○ 奄美群島航空運賃軽減事業（交通政策課） 974,612

奄美群島における島外等への移動コストの負担を軽減するため，

住民等を対象とした航空運賃の軽減を図る。

○ 奄美群島航路運賃軽減事業（交通政策課） 225,568

奄美群島における島外等への移動コストの負担を軽減するため，

住民等を対象とした航路運賃の軽減を図る。

○ 特定有人国境離島地域航路・航空路運賃低廉化事業（交通政策課） 684,766

特定有人国境離島地域における島外等への移動コストの負担を軽

減するため，住民等を対象とした航路・航空路運賃の低廉化を図る。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 奄美・離島地域の道路の整備（公共，県単公共）（道路建設課） 7,208,455

奄美，離島地域の生活の基盤となる道路の整備を行う。

・ 実施箇所 県道名瀬瀬戸内線 根瀬部国直工区

県道西之表南種子線 安城工区

県道鹿島上甑線 藺牟田瀬戸架橋工区 など

○ ハブ対策事業（薬務課） 28,013

奄美において，住民の安全な生活環境を確保するため，住民とハ

ブの棲み分け方策や駆除目的の諸研究，ハブ咬症の治療薬の配備を

行う。

○ 離島地域おこし団体事業化推進事業（離島振興課） 7,870

離島の地域おこし団体による自立的・安定的な活動の継続が図ら

れるよう，商品開発や販路開拓などの事業化に向けた取組を支援す

る。

○ 奄美群島交流需要喚起対策特別事業（交通政策課） 325,314

奄美群島の交流人口拡大に向けて,関西-奄美間等における航空運

賃や鹿児島－奄美間等の航路運賃の軽減措置等を試験的に実施する。

○ 奄美・沖縄連携交流促進事業（交通政策課） 83,335

奄美群島と沖縄の住民等の交流を促進するため，両地間を結ぶ航

路・航空路運賃の軽減を図る。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 世界遺産「奄美・沖縄－屋久島」を結ぶ航路支援事業（交通政策課） 15,750

世界自然遺産登録を目指す「奄美・沖縄」と世界自然遺産登録地

の「屋久島」間の周遊性を向上させるため，両地域を結ぶ航路の運

航費に対し，助成を行う。

○ 奄美群島成長戦略推進交付金（離島振興課） 663,696

奄美群島の自立的発展を図るため，市町村等による地域の裁量に

基づく産業振興等の取組を支援する。

○ 奄美群島農林水産物輸送コスト支援事業（離島振興課） 474,059

奄美群島における農林水産物の輸送コストの負担軽減を図るため，

本土と比べ割高となっている農林水産物の輸送費の一部助成を行う。

○ 特定有人国境離島振興対策事業（離島振興課） 474,437

特定有人国境離島地域の地域社会の維持を図るため，農水産品等

に係る輸送コストの軽減や滞在型観光の促進，雇用機会の拡充等に

係る取組を支援する。

○ 特定離島ふるさとおこし推進事業（離島振興課） 900,000

三島村，十島村等の自然条件等が厳しい特定離島地域を対象に，

市町村等による産業の振興，生活基盤の整備，ソフト対策などの取

組を支援することにより，地域の活性化を図る。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 奄美農業支援プロジェクト事業（農政課） 1,493

防風対策など気象災害に強い農業の推進や，地域活性化のための

新たなビジネスモデルに結びつける体制等について検討し，亜熱帯

性気候を生かした魅力ある奄美農業の展開を図る。

○ さとうきび産地活性化事業（農産園芸課） 33,854

さとうきびの低コストで持続的な生産体制の確立等を図るため，

「さとうきび増産計画」の着実な実施や優良種苗の原苗ほの設置，

共同利用機械の整備などを支援する。

（３） つながる地域の力「共生・協働かごしま」の実現

○○新 地域・ビジネス連携アドバイザーネットワーク形成事業 1,786

（共生・協働推進課）

地域課題をビジネスの手法を活用しながら解決するソーシャルビ

ジネス（コミュニティビジネス）などの持続可能な取組を促進する

ため，実践的な講座を開催するとともに，アドバイザーのネットワ

ーク化を図る。

○○新 共生・協働センター業務委託事業（共生・協働推進課） 12,159

地域コミュニティ，ＮＰＯ，企業等による地域課題の解決に向け

た取組を促進するため，共生・協働センターにおける相談対応，情

報発信など民間の特性を生かせる業務を委託する。

○ 地域貢献活動サポート事業（共生・協働推進課） 10,358

共生・協働による地域社会づくりの担い手となるＮＰＯ，地域コ

ミュニティ等の多様な主体による地域課題の解決に向けた活動の活

性化を図るため,｢鹿児島県共生・協働の地域社会づくり基金」への

寄附金を活用して，その活動に必要な経費の一部を助成する。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 共生・協働の地域コミュニティづくり推進事業【再掲】 6,273

（共生・協働推進課）

小学校区などの範囲において，自治会，ＮＰＯ，企業など多様な

主体が連携・協力して地域課題の解決等に取り組んでいくための地

域コミュニティづくりやその活動の充実に向けた市町村の取組を促

進する。

○ ＮＰＯ共生・協働・かごしま推進事業（共生・協働推進課） 14,795

少子高齢化等に伴う地域の様々な課題解決に向けて，ＮＰＯ等か

ら企画提案のあった事業を，県がＮＰＯ等と協働して取り組むこと

により，地域に根ざした共生・協働の取組を推進する。

○ 県ボランティアセンター活動事業（社会福祉課） 11,416

県内のボランティア活動を促進するため，県社会福祉協議会に県

ボランティアセンターを設置し，災害時や福祉分野等におけるボラ

ンティアの育成等を図る。

○ ふるさとの道サポート推進事業（道路維持課） 11,400

地域住民等による自主的な道路の清掃美化活動を推進するため，

ボランティア（ふるさとの道サポーター）の活動を支援・奨励する。

○ みんなの水辺サポート推進事業（河川課） 18,522

地域住民等による自主的な河川・海岸の清掃美化活動を推進する

ため，ボランティア（みんなの水辺サポーター）の活動を支援・奨

励する。
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事 業 内 容 予 算 額

千円
Ⅸ 人・モノ・情報が盛んに行き交う「ＫＡＧＯＳＨＩＭＡ」の実現

（１） 国内外における戦略的なＰＲの展開

○ 戦略的プロモーション展開事業（かごしまＰＲ課） 17,870

本県の認知度向上及びイメージアップを図るため，新たなＰＲ戦

略に基づき，国内外へ向けて効果的な情報発信を積極的に実施する。

○ 鹿児島県産品等セールス推進事業（かごしまＰＲ課） 33,148

国内外において，経済界と連携した知事トップセールスを実施す

るとともに，首都圏等の高級レストラン，高級スーパー等への売り

込みや「鹿児島食の匠」との連携等を通じ，「鹿児島の食」のブラン

ド力向上に向けた情報を発信する。

○○新 2018年ASPAC鹿児島大会支援事業（商工政策課） 33,790

国際青年会議所アジア太平洋地域会議（ASPAC）鹿児島大会の円滑

な運営を図るため，大会開催経費の一部助成等，必要な支援を行う。

○ 明治150年記念式典開催事業（明治維新150周年推進室） 48,818

明治維新150周年に当たり，明治維新の意義やその後の近代化の

歩みを再認識し，後世に継承する機会とするとともに，鹿児島なら

ではの歴史・文化等の魅力を広く県内外に情報発信するため，記念

式典並びに関連イベントを実施する。

○ 明治維新150周年記念プロジェクト推進事業（明治維新150周年推進室） 39,050

明治維新150周年を記念して，鹿児島ならではの魅力を広く県内

外に発信する大々的なプロモーションやイベント等の様々な取組

（かごしま明治維新博）を展開・推進する。

○ 明治維新150周年次世代継承推進事業（明治維新150周年推進室） 29,621

明治維新150周年を契機として，次世代を担う若者が郷土の先人

たちの志や行動力に想いを馳せ，今後の鹿児島の在り方などを考え

るための各種の取組を実施する。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

（２） 観光維新 鹿児島の創造

○ 鹿児島港本港区エリアまちづくり検討事業（港湾空港課） 9,619

ドルフィンポート敷地や北ふ頭を含む鹿児島港本港区エリアにつ

いて，有識者等を含めた検討委員会を設置し，鹿児島港本港区エリ

アまちづくりのグランドデザインについて検討を行う。

○ 魅力ある観光地づくり事業（県単公共）（観光課） 1,100,000

魅力ある観光地づくりや観光客の受入体制の充実を図るため，錦

江湾を一周する「錦江湾しおかぜ街道」の整備をはじめ，街並整備

や景観整備，沿道修景等を進める。

○ 奄美パーク改修等事業（観光課） 148,385

奄美群島の観光・情報発信の拠点である奄美パークについて，奄

美の世界自然遺産登録を見据えた改修を行う。

○ 観光かごしま大キャンペーン推進事業（観光課） 132,500

行政と民間が一体となり，積極的な誘客対策や観光かごしまの広

報宣伝を展開する。

○ 国内誘客プロモーション事業（観光課） 62,475

明治維新150周年・大河ドラマ放送等全国的にＰＲする好機を活

かした大都市圏でのプロモーションを交通会社（鉄道会社，航空会

社，船舶会社）等とタイアップして行う。

○ フィルムコミッション活動支援事業（観光課） 8,739

誘客効果の高い映画，テレビドラマ等を誘致するため，ロケ地情

報の提供や撮影支援を行うなどのフィルムコミッション活動を支援

する。
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○ 観光サイト魅力アップ事業（観光課） 8,031

明治維新１５０周年や大河ドラマの放送，奄美の世界自然遺産登

録など本県観光の飛躍につながる好機を迎えるにあたり，観光サイ

トを用いた自然，歴史，文化など本県の魅力ある観光素材の情報発

信を強化し，更なる誘客を図る。

○ 大隅陸上競技トレーニング拠点施設整備事業（観光課） 361,289

大隅地域をはじめとする地域の活性化や，本県スポーツ界の競技力

向上をねらいとして，有明高校跡地に大隅陸上競技トレーニング拠

点施設を整備するとともに，竣工時に記念イベントを実施し，本施

設を県内外に広くＰＲする。

○ 東京オリンピック・パラリンピック等事前合宿誘致事業（観光課） 8,534

東京オリンピック・パラリンピック等の国際スポーツ大会の事前

合宿を誘致するため，県内市町村等の関係団体と一体となって，国

内外の競技団体等に対するＰＲ活動や視察受入等を行う。

○ スポーツ観光王国かごしま確立事業（観光課） 8,509

スポーツを通じた観光客の増加を図るため，スポーツキャンプ・

大会について，誘致から歓迎まで官民一体となった取組を実施する

とともに，キャンプ等の参加者及び観客への観光ＰＲを推進する。

○ 県民総ぐるみ・鹿児島ユナイテッドＦＣ支援事業【再掲】（観光課） 33,000

「鹿児島ユナイテッドＦＣ」への県民等の支援を促進するため，

関係機関・団体が一体となって，ホーム戦における集客・賑わいの

創出やアウェイ戦における本県のＰＲ等の活動を推進する。

○ 「鹿児島レブナイズ」活動強化支援事業【再掲】（観光課） 3,000

「鹿児島レブナイズ」への県民等の支援を促進するため，関係機

関・団体が一体となって，ホーム戦における集客・賑わいの創出や

アウェイ戦における本県のＰＲ等の活動を推進する。
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千円

○ 海外誘客ステップアップ事業（観光課） 122,418

アジアをはじめとする海外からの誘客強化を図るため，行政，関

係団体・業界等が一体となって，海外セールスや現地でのプロモー

ションなど各種インバウンド対策を展開し，更なる誘客促進を図る。

・ 直行便４路線（韓国，中国，台湾，香港）やシンガポール及

びタイ等への現地セールス

・ 認知度向上のための各種プロモーション

・ 海外旅行会社等の招請

・ 欧米豪市場に向けた取組

○ 国際クルーズ船誘致促進事業（観光課） 16,838

本県への国際クルーズ船寄港の増加・定着化に向けたプロモーシ

ョン等を戦略的・一体的に展開する。

・ 現地セールス活動

・ 船会社とのタイアップ

・ クルーズ船受入体制の整備

○ らくらくかごしま巡り事業（観光課） 62,890

主に県外の観光客を誘致し，観光客の県内各地への誘客を図る２

次交通対策の目的も備えた観光振興施策として，タクシー，レンタ

カーの割引を実施する。

○ 「奄美・沖縄」観光・交流連携体制構築事業（観光課） 6,400

「奄美・沖縄」としての世界自然遺産登録を目指す鹿児島・沖縄

両県が連携の上，商品開発や世界自然遺産周知促進のための共同プ

ロモーション等を実施し，域外からの誘客及び両地域の観光促進を

図る。

○ 九州観光共同推進事業（観光課） 37,656

官民双方が財源・人材を拠出する「九州観光推進機構」において，

九州一体となった魅力ある観光地づくりと国内・海外観光客の誘致

等を促進する。
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千円

○ 「明治日本の産業革命遺産」等次世代への継承推進事業 21,642

（世界文化遺産課）

世界文化遺産「明治日本の産業革命遺産」の構成資産の管理保全

や，メディア向けプロモーション，シンポジウムの開催など，普及

啓発や情報発信に取り組む。

○ 外国人観光客受入体制整備事業（観光課） 21,432

国や九州観光推進機構と連携しながら，鹿児島を訪れた外国人観

光客が安心して周遊できるように，ガイドの育成や多言語コールセ

ンターの設置などの受入体制の整備を図る。

・ 通訳ガイドの育成

・ 外国人受入体制づくりのための講習会の開催

・ ムスリム・フレンドリー受入体制整備

・○新 多言語コールセンター設置

（３） かごしまの「食」などの国内外マーケットへの戦略的な展開

○ 貿易促進事業（かごしまＰＲ課） 54,391

海外駐在員等による貿易情報の収集・提供や市場調査等を通じて，

県内企業の海外事業展開を支援する。

○ 海外ビジネス支援事業（かごしまＰＲ課） 12,764

アジアを中心とした国際経済交流の促進を図るため，貿易相談や

商談会を実施するとともに，県産品の輸出促進に取り組む事業者に

対する助成を行うなど，県内企業の海外事業展開を支援する。

○ 上海マーケット開発推進事業（かごしまＰＲ課） 55,652

上海における県産品の安定的な流通・販売体制の確立や本県の認

知度向上に取り組むとともに，現地で県内企業が行う活動を支援す

る。
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千円

○○新 ＡＳＥＡＮマーケット販路開拓事業（かごしまＰＲ課） 10,218

ＡＳＥＡＮ地域における市場情報の収集，人的ネットワークの構

築等を進め，商流の確立や現地旅行会社へのセールス活動などの取

組を展開する。

○ かごしま材輸出拡大加速化事業（かごしま材振興課） 4,694

県産材の生産量の増大等に対応するため，課題となっている販路

拡大の方策として東アジア等へ向けた輸出を促進する。

○ かごしまのさかな海外市場拡大事業（水産振興課） 5,358

県水産物等輸出促進協議会の輸出促進戦略に基づき，生産者等が

行う海外における販売促進活動への支援を行うとともに，輸出専門

人材の育成等に取り組む。

○ カンパチ種苗生産事業（水産振興課） 13,716

優良品種作出による成長や生残率が良好なカンパチ種苗の生産技

術開発等を行う。

○ ブリ類人工種苗供給安定化事業（水産振興課） 10,017

ブリ人工種苗生産に係る親魚養成・採卵試験を行うとともに，健

全なカンパチ人工種苗の生産・供給に向けた沖合生簀での中間育成

試験を行う。

○ かごしま海の恵み流通拡大事業（水産振興課） 2,795

本県産水産物の流通拡大を図るため，県内外において生産者団体

等が行う販売促進活動や魚食普及活動を支援する。
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千円

○ かごしまの農林水産物輸出促進ビジョン推進事業（農政課） 22,488

県産農林水産物の更なる輸出拡大により，農林漁業者の所得向上

と経営安定を図るため，「鹿児島県農林水産物輸出促進ビジョン」に

基づいた戦略的取組を展開する。

○ かごしま茶輸出拡大事業（農産園芸課） 2,551

緑茶の需要が伸びている欧米，アジアへの輸出拡大を図るため，

輸出相手国の食品安全基準に対応した茶づくりを進めるとともに，

欧米を中心としたかごしま茶の情報発信と販路開拓に取り組む。

○ 目指せ世界ブランド！かごしま有機抹茶生産体制整備事業 3,320

（農産園芸課）

かごしま茶の輸出拡大を図るため，世界各国に輸出対応可能な有

機抹茶の生産拡大等に向けた有機栽培茶園の拡大や有機てん茶の品

質向上などの取組を推進する。

○ 県産畜産物販路拡大対策事業(海外)（畜産課） 9,563

海外における「鹿児島和牛」，「かごしま黒豚」等の認知度向上と

販路拡大を図るため，展示会・商談会への参加やＰＲ活動，販売指

定店制度の推進等の取組を支援する。

○ 国際物流港湾形成促進事業（港湾空港課） 3,411

国内外の船会社・貿易事業者・荷主等に対して志布志港及び川内

港の利用促進を図る。

○ 志布志港・川内港輸出入促進トライアル事業（港湾空港課） 4,500

志布志港・川内港の更なる利用促進を図るため，荷主企業が行う

コストやリードタイムの検証などの運送実験に係る経費の一部を支

援する。
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千円

○ 「かごしまブランド」機能強化事業（農政課） 3,305

県産農畜産物の更なるブランド力向上を図るため，ブランド戦略

を見直し，鹿児島の強みを生かしながら，しっかり作り，その特性

を伝えられるような産地の育成に取り組む。

○ かごしまの農畜産物販売促進事業（農政課） 10,416

かごしまブランド産品をはじめとする県産農畜産物の強みを消費

者まで充分に伝えるため，大消費地の量販店や販売指定店の協力を

得て，消費者コミュニケーションの充実・強化に取り組む。

○ かごしまの“食”推進事業（農政課） 8,976

地産地消を基本とした健康で豊かな食生活の普及・定着を図るた

め，｢かごしまの味｣等食文化の継承のための研修会や食育に関する

セミナー等を開催するとともに，市町村や民間団体等の取組を支援

する。

○ 県産畜産物販路拡大対策事業(国内)（畜産課） 2,078

和牛日本一の「鹿児島黒牛」，「かごしま黒豚」，「かごしま地鶏」

等の認知度向上と販路拡大を図るため，県内外における畜産フェア

への参加やＰＲ活動，販売指定店制度の推進等の取組を支援する。

（４） 国際化と多文化共生の実現

○○新 第21回鹿児島・香港交流会議（国際交流課） 5,153

アジア地域における国際ビジネスの拠点となっている香港との各

般にわたる交流を促進するため，交流会議を鹿児島で開催する。

○○新 ブラジル県人会創立105周年記念式典等参加事業（国際交流課） 8,500

ブラジル県人会創立105周年記念式典等に参加し，関係者の永年の

御労苦をねぎらい，友好親善を図る。
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千円

○○新 鹿児島県人世界大会開催事業（国際交流課） 20,000

明治維新150周年を契機として，世界で活躍する県出身者等が一堂

に会する「鹿児島県人世界大会」を関係団体とともに開催する。

○ アジア地域との交流（国際交流課） 2,056

中国江蘇省との交流協議会の開催及び韓国全羅北道からの訪問団

の受入れなどを行う。

○ 海外技術協力等推進事業（国際交流課） 14,223

人材の育成及び相互の交流促進を図るため，開発途上国からの技

術研修員や本県出身者移住先国からの県費留学生の受入れを行う。

○ かごしま留学生支援事業（国際交流課） 2,450

留学生の勉学・生活の安定化と将来の人的ネットワークの形成に

資するため，県内在住の私費留学生に対し奨学金を給付する。

○ 国際交流プラザ設置事業（国際交流課） 18,580

県民と外国人の相互理解を深めることを目的に，県民，外国人，

国際交流団体への交流の場や生活情報等の提供，各種相談への対応，

外国語・文化講座等の開催などを行う。

○ 渡航事務事業（国際交流課） 47,185

県や市町村の旅券窓口計41か所において，一般旅券の発給申請の

受理，作成，交付などを行う。
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千円

○ 清華大学との交流促進事業（国際交流課） 26,031

清華大学との包括協定（ＭＯＵ）に基づき，経済，青少年，学術

などの分野における交流事業を実施するとともに，協定締結５周年

を記念したシンポジウムを開催する。

（５） 「鹿児島のウェルネス」のブランド化と交流の促進

○ かごしま海の恵み流通拡大事業【再掲】（水産振興課） 2,795

本県産水産物の流通拡大を図るため，県内外において生産者団体

等が行う販売促進活動や魚食普及活動を支援する。

○ かごしまのさかな海外市場拡大事業【再掲】（水産振興課） 5,358

県水産物等輸出促進協議会の輸出促進戦略に基づき，生産者等が

行う海外における販売促進活動への支援を行うとともに，輸出専門

人材の育成等に取り組む。

○ 「かごしまブランド」機能強化事業【再掲】（農政課） 3,305

県産農畜産物の更なるブランド力向上を図るため，ブランド戦略

を見直し，鹿児島の強みを生かしながら，しっかり作り，その特性

を伝えられるような産地の育成に取り組む。

○ かごしまの農畜産物販売促進事業【再掲】（農政課） 10,416

かごしまブランド産品をはじめとする県産農畜産物の強みを消費

者まで充分に伝えるため，大消費地の量販店や販売指定店の協力を

得て，消費者コミュニケーションの充実・強化に取り組む。

○ 世界遺産「奄美・沖縄－屋久島」を結ぶ航路支援事業【再掲】 15,750

（交通政策課）

世界自然遺産登録を目指す「奄美・沖縄」と世界自然遺産登録地

の「屋久島」間の周遊性を向上させるため，両地域を結ぶ航路の運

航費に対し，助成を行う。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 地域観光資源磨き上げ事業（観光課） 12,694

本県固有の観光資源である各地域の「祭り」や「文化」，さらには，

安心・安全でおいしい食材や豊富な温泉資源などの「健康・長寿」

（ウェルネス）素材の磨き上げを行うとともに，観光客が「行って

みたい。」「体験したい。」と思える体験型・着地型観光を推進し，

国内外からの誘客を促進する。

○ 奄美群島世界自然遺産候補地保全・活用事業【再掲】 142,312

（奄美世界自然遺産登録推進室）

平成３０年夏の奄美の世界自然遺産登録に向けて，自然環境の保

全や持続可能な観光利用など登録に必要な取組を推進する。

・ 世界自然遺産奄美トレイルのルート選定・標識設置

・ 遺産登録に関する広報やイベントの実施

・ 公共事業における環境配慮指針の段階的運用 等

○ 奄美自然観察の森整備事業【再掲】（奄美世界自然遺産登録推進室） 92,480

世界自然遺産登録後の観光客の増加を見据え，気軽に奄美の自然

を楽しめる施設として，龍郷町の「奄美自然観察の森」のリニュー

アルに係る経費の助成を行う。

○ ブルー・ツーリズム推進事業（水産振興課） 1,096

ブルー・ツーリズムを推進するため，鹿児島の海の魅力を発信す

るとともに，修学旅行等の漁業体験のために必要な漁船の安全対策

等の経費を支援する。

○ 魅力・体験グリーン・ツーリズム推進事業（農村振興課） 5,003

グリーン・ツーリズムを推進するため，農林漁業体験民宿の開業

促進や農業体験プログラム等を提供できる人材の育成など受入態勢

の充実・強化を図る。
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事 業 内 容 予 算 額

千円
Ⅹ 革新的技術の導入と競争力のある産業の創出 ・振興

（１） イノベーションの創出と競争力のある産業の振興

○ 先端技術（ＩｏＴ・ＡＩ等）事業化支援事業（産業立地課） 3,045

県内中小企業の生産性向上や競争力強化等を図るため，ＩｏＴ・

ＡＩ等の先端技術の導入による省力化・効率化・高度化の取組を支

援する。

○ 重点業種研究開発支援事業（産業立地課） 13,000

本県の重点業種である自動車，電子，新成長分野関連産業の振興

を図るため，新技術・新製品の研究開発を支援する。

○ 「知的財産推進戦略」推進事業（産業立地課） 3,787

「鹿児島県知的財産推進戦略（2017年改訂版）」に基づき，知的財

産権制度の普及啓発及び相談窓口の設置などにより，本県の産業競

争力の強化及び地域経済の活性化を図る。

○ 起業家スタートアップ支援事業（産業立地課） 74,212

県内における起業を促進するため，気運の醸成や，地域への経済

波及効果が高い事業等の発掘及び育成等を図るとともに，起業のた

めに要する負担を軽減することで起業しやすい環境を整備し，新た

な雇用の創出や，若者・女性の活躍の場の拡大，地域活性化を図る。

○ 中小製造業者創業・新分野進出等支援事業（産業立地課） 133,686

地域経済の活性化や雇用機会の確保を図るため，創業や新分野へ

の進出等に取り組む中小製造業者等の経営計画の策定，研究開発,

設備投資等及び新産業の創出を目指す取組を支援する。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ ものづくり地域経済牽引企業支援事業（産業立地課） 10,259

地域経済の活性化を図るため，地域未来投資促進法に基づく地域

経済牽引事業を行う企業を支援する。

○ ヘルスケア関連機器開発支援事業（産業立地課） 3,800

今後の市場拡大が期待されるヘルスケア関連機器の開発や販路拡

大に取り組む県内企業を支援する。

○ 九州・山口発ベンチャー支援プラットフォームの構築事業 1,250

（産業立地課）

地元ベンチャー企業の資金調達・販路拡大を支援するため，ベン

チャー企業と投資家等とのビジネスマッチングイベントを九州・山

口共同で開催するとともに，ネットワークの構築等を図る。

○ 製造業海外取引支援事業（産業立地課） 6,131

海外への取引拡大を図る県内の製造業者を対象に，海外商談会・

展示会への出展支援や取引可能性調査等を実施し，海外における新

たな取引先の開拓を支援する。

○ 県内企業グローバル人材活用支援事業（産業立地課） 3,582

県内企業の国際的なビジネス展開を支援するため，県内大学等に

在籍する外国人留学生と企業の交流会等を開催する。

○ 企業立地促進補助事業（産業立地課） 983,565

本県経済の浮揚と雇用機会の創出を図るため，企業が行う設備投 その他債務負担

資に係る経費及び進出企業が行う設備の増設・更新等に要する経費 行為限度額

を補助する。 228,368
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 企業誘致ネットワーク整備事業（産業立地課） 9,167

幅広い知識と豊富な人脈等を有する民間企業出身者を活用し，企

業誘致を促進する。

○ 発電用施設周辺地域立地企業ＢＣＰ緊急対策事業（産業立地課） 90,000

企業のＢＣＰ対策を促進し，雇用機会の確保を図るため，進出企

業が行う防災対策関連の施設・設備の整備に要する経費を助成する。

○ 発電用施設周辺地域生産設備投資支援利子補給事業（産業立地課） 23,249

県内企業の生産性向上を促進し，雇用機会の確保を図るため，企 その他債務負担

業が生産設備投資のために借り入れた資金に係る支払利子の一部を 行為限度額

助成する。 70,000

○ トライアル発注・販路開拓支援事業（産業立地課） 5,992

県内の中小企業等が開発した製品等について，県の機関が試験的

に発注するとともに，県外での展示会等への出展を支援し，販路の

開拓・受注機会の拡大を図る。

○ 食のプレミアム商品開発支援事業（産業立地課） 40,802

国内外の有力な市場を対象に，現地のニーズに対応した新商品開

発や販路開拓など，食品関連企業が行う付加価値向上に向けた取組

を支援する。

○ ＨＡＣＣＰ等認証取得促進事業（産業立地課） 34,915

食品関連企業が行う食品の衛生管理や品質管理等に関する認証取

得に向けた取組を支援する。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 食品加工技術レベルアップ支援事業（産業立地課） 10,011

食品加工技術の強化を図るため，食品関連企業が求める技術的ニ

ーズと機械製造業者の持つ技術的シーズをマッチングした産学官連

携による機械装置等の研究開発を支援する。

○ 食品関連産業連携推進事業（商工政策課） 4,202

食品関連産業の一層の振興と安定的な雇用の創出に向け，国・関

係機関との連携を深めるための「食品関連産業推進協議会」を設置

し，振興施策推進のための体制整備を図る。

○ 食品関連産業経営力アップ支援事業（商工政策課） 29,180

食品関連企業の経営者向けセミナーや売場研修会による情報収集

力の向上，商品ブラッシュアップや専門家派遣等による商品開発力

や営業力の強化を図り，食品関連企業の経営力アップを支援する。

○ 人材マネジメント強化事業（商工政策課） 5,924

食品関連企業の職場環境改善・処遇改善を図るため，経営者向け

セミナー及び専門家派遣を行い，その取組を支援する。

○ 食品関連産業「経営とデザイン」支援事業（経営金融課） 11,669

食品関連企業のデザイン性に優れた商品づくりや企業の魅力発信

を支援するため，企業やデザイナー等を対象としたセミナーを開催

するとともに，企業とデザイナーのマッチングやデザイン開発に実

践的に取り組むワークショップを実施する。

○ 食品関連産業「カイゼン」定着支援事業（経営金融課） 14,764

食品関連企業の利益拡大を図り，新商品開発や販路開拓への取組

を促進するため，生産管理の専門家を企業に派遣して助言や「カイ

ゼン」ゼミの開催支援を行うほか，生産管理に関するセミナーなど

を開催する。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 伝統的工芸品等販路拡大支援事業（かごしまＰＲ課） 3,337

伝統的工芸品等の生産者に対して，国内外の見本市等への出展助

成や商品開発等に係る専門家による指導を行い，伝統的工芸品等の

認知度向上，販路拡大等を支援する。

○ 「目指せ！日本一」かごしまの本格焼酎魅力発信事業 6,697

（かごしまＰＲ課）

関係団体や焼酎メーカーをメンバーとしたプロジェクトチームを

設置し，本県本格焼酎の国内外における販路開拓に取り組むととも

に，県庁内に県内焼酎メーカーが製造する焼酎の銘柄を展示し，

「焼酎王国かごしま」をＰＲする。

ア 「目指せ！日本一」かごしまの本格焼酎魅力発信事業

イ かごしま本格焼酎銘柄展示事業

○ 中小企業経営革新支援事業（経営金融課） 6,599

新商品や新サービスの開発・提供など，新たな事業活動に積極的

にチャレンジする中小企業の経営革新計画の策定等を支援し，県内

中小企業者の経営基盤の強化を図る。

○ 県中小企業融資制度運営事業（経営金融課） 161,485

中小企業者の経営の合理化及び安定強化に必要な資金の融資を行 その他債務負担

う。 行為限度額

ア 新規融資枠 30,000,000千円 224,541

イ 信用保証料補助 161,485千円

ウ 損失補償 224,541千円

○ サービス・イノベーション推進事業（経営金融課） 17,052

宿泊業や飲食業など県内雇用の大きな受け皿となっているサービ

ス産業について，より質の高いサービスの提供や効率性の向上など

付加価値の向上につながる取組を支援する。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ プロフェッショナル人材戦略拠点事業（経営金融課） 31,090

「プロフェッショナル人材戦略拠点」を設置し，地域金融機関や

民間人材紹介会社等と連携の上，県内企業への即戦力人材の還流と，

これらの人材を活用した企業の経営革新を促進する。

○ 中小企業経営バックアップ事業（経営金融課） 12,981

中小企業の災害時等への備えや事業承継その他経営課題への取組

をバックアップするため，ＢＣＰ策定や事業承継に対する支援，

支援機関の研修等を行い，中小企業経営の持続的発展を図る。

（２） 「攻めの農林水産業」に向けた戦略的な取組の展開

○○新 スマート農業推進事業（経営技術課） 1,057

ＩｏＴ，ＡＩなどを活用した超省力・高品質生産等を実現するス

マート農業を推進するための方針を策定するとともに，民間企業等

と連携して農業者に対するスマート農業技術の普及を図る。

○ 茶園の省力管理による大規模経営の実現（試験研究事業）（経営技術課） 1,913

茶園管理の無人化技術と精密制御技術を開発し，大規模経営体の

省力化とコスト削減を実現する。

○ 農山漁村６次産業化推進事業（農政課） 193,820

農業者等が自ら生産・加工・販売に取り組む６次産業化を推進す

るため，個別相談等を行うサポートセンターを運営するとともに，

商品開発や販路開拓，施設整備等の取組を支援する。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 農産加工品販路開拓等支援事業（農政課） 5,828

県内食品関連事業者等の販路開拓等を支援するため，食品加工に

関する総合的な人材育成を行うとともに，小売店バイヤー等との商

談会を開催する。

○ 一次加工品販路開拓等強化事業（農政課） 8,514

県産農林水産物の付加価値向上等を図るため，一次加工を行う食

品関連事業者に対して，業務用に特化したセミナーの開催，専門家

派遣，商談会を開催する。

○ 九州・山口６次産業化等連携推進事業（農政課） 1,120

九州・山口が一体となった６次産業化等の推進を図るため，九州

各県等で構成する九州・山口農商工連携・６次産業化推進協議会に

参画し，本県の６次産業化等の推進に資する。

○○新 農産物等加工施設整備事業（農政課） 1,410,000

加工・業務用野菜産地の育成と高付加価値型農業の推進を図るた

め，野菜加工施設の整備に対する取組を支援する。

○ 大隅加工技術研究センター関係事業（農政課） 129,048

高付加価値型農業への展開を図るため，大隅加工技術研究セン

ターにおいて新たな加工・流通技術の研究・開発，加工事業者等に

よる加工品の開発や販路拡大等を支援する。

ア 大隅加工技術研究センター運営事業

イ 大隅加工技術研究センター試験研究事業

ウ 大隅加工技術研究センター企画調整事業

エ 食品加工事業者連携推進事業
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ かごしまの農林水産物認証制度普及事業（食の安全推進課） 23,953

「かごしまの農林水産物認証制度(Ｋ－ＧＡＰ)」の認証取得の促

進や普及・拡大等に取り組むとともに，国際水準ＧＡＰの普及を図

るため，ＧＡＰ指導員の育成や国際水準ＧＡＰを取得する農業者へ

の支援を行う。

○○新 加工・業務用野菜の価値を高める新品種の生産技術開発 1,300

（試験研究事業）（経営技術課）

機能性成分に富むニンジン，高でん粉で形状が円柱状のカボチャ，

収量が多く大玉生産が可能なタマネギなどの特色ある加工・業務用

野菜品種の選定と栽培技術を確立する。

○ 「ＪＧＡＰ家畜・畜産物」等推進事業（畜産課） 1,931

「ＧＡＰ取得チャレンジシステム」や「ＪＧＡＰ家畜・畜産物」

の認証取得等を推進するため，制度の普及啓発やＪＧＡＰ指導員の

育成を図る。

○ 農業・農村活性化推進施設等整備事業（県単公共）（農政課） 206,881

地域の農業・農村の活性化を目指して，緊急かつ優先的な分野へ

の重点化を図り，農業・農村の活性化に資する施設等の整備を支援

する。

○ 環境保全型農業直接支援対策事業（食の安全推進課） 38,109

慣行栽培と比較して化学肥料・化学合成農薬の使用を原則５割以

上低減する取組と合わせて行う，地球温暖化防止や生物多様性保全

に効果の高い営農活動に対する支援を行う。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 大規模畑かん営農展開推進事業（経営技術課） 1,816

曽於畑地かんがい地区において，農業法人等の大規模経営体を中

心にした付加価値の高い営農の展開を支援するとともに，大規模畑

地かんがい事業実施地区において，推進品目や推進方策等を明らか

にした営農ビジョンの実現に向けた営農推進活動を展開する。

○ 有機農産物の生産体制確立事業（食の安全推進課） 57,242

有機農業の取組を活発化し，生産体制の充実・強化を図るため，

有機農業者等に対し，生産から販売まで様々な支援を行う。

・ 有機農業団体等への環境保全型農業直接支払制度による支援

・ 有機農業団体等が行う栽培技術講習会や販売促進活動等への

支援

・ 有機農産物に関する栽培の手引き（「有機百培」）の作成・公表

・ 有機農業へのＩＰＭ（総合的病害虫・雑草管理）技術の実証

展示ほの設置 など

○ 持続性の高い有機農業技術体系の確立（試験研究事業）（経営技術課） 11,370

有機農業の生産安定・収益性向上を図るため，新たな有機液肥の

開発や有機栽培土壌の評価など，環境に配慮した持続性の高い技術

の体系化に取り組む。

○ 農地集積推進事業（農村振興課） 650,722

担い手への農地集積・集約化を加速化するため，農地中間管理機

構の事業活動や，荒廃農地の再生利用等を支援する。

ア 農地中間管理機構事業

機構が行う農地の貸借による農地集積・集約化の取組等の支援

イ 機構集積協力金交付事業

機構に農地を貸し付ける地域や農地の出し手への協力金の交付

ウ 農地売買支援事業

機構が行う農地の買入や担い手への売渡活動等の支援

エ 荒廃農地等利活用促進事業

農業者等が荒廃農地を引き受けて行う再生作業等の支援
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○○新 生産量日本一を占める野菜の商品化率向上技術の確立 1,630

（試験研究事業）（経営技術課）

生産量日本一のオクラ，ソラマメ，スナップエンドウについて，

病害等による障害の発生要因を明らかにし，対策技術の確立ととも

に，商品化率の向上を目指す。

○○新 かごしま園芸産地総合対策事業（農産園芸課） 7,427

本県園芸生産の拡大と園芸専作農家の育成を図るため，園芸関係

機関・団体の連携により，各種研修会・検討会の開催や実証ほの設

置など産地の育成を支援し,生産･流通体制の強化を図る。

○ 加工・業務用野菜安定供給対策事業（農産園芸課） 5,079

加工用原料野菜へのニーズに応えるため，産地ごとに加工業者，

生産者，関係機関，団体などにより構成する安定供給対策協議会を

中心に，原料野菜の安定供給や契約取引拡大を図る。

○ かごしま茶ブランド確立対策事業（農産園芸課） 6,052

「かごしま茶」のブランド産品指定の拡大や「かごしま」を前面

に打ち出した販売戦略の強化と国内の販売拠点づくりを推進すると

ともに，消費拡大対策等に取り組む。

○ 産地パワーアップ事業（農産園芸課） 1,638,778

地域の営農戦略として定めた「産地パワーアップ計画」に基づき，

意欲のある農業者等が高収益作物・栽培体系への転換を図るための

農業機械の導入や集出荷施設の整備等を支援する。

○ 農業者経営所得安定対策推進事業（農産園芸課） 141,738

農業者の経営安定を図るため，市町村等が行う経営所得安定対策

等の普及・推進活動を支援する。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○○新 生産性の高い水田農業確立推進事業（農産園芸課） 14,652

国の米政策の見直しに対応した実効性のある米の需給調整の取組

を支援するとともに，売れる米づくりや水田フル活用を推進し，生

産性の高い水田農業の確立を図る。

○ 飼料用米団地化・生産拡大支援事業（農産園芸課） 12,157

畜産農家の経営安定や稲作農家の所得向上を図るため，飼料用米

の団地化や生産拡大に取り組む生産者団体等を支援する。

○○新 全国和牛能力共進会出品対策事業（畜産課） 17,227

平成34年度に鹿児島県で開催される第12回全国和牛能力共進会に

向けて，関係機関･団体が一体となって,出品対策の強化に取り組む。

○ 第１２回全国和牛能力共進会推進事業（畜産課） 6,717

平成34年度に本県で開催される第12回全国和牛能力共進会に向け

た推進組織の整備や，基本計画の検討を進めるとともに，大会の気

運醸成のための広報活動を行う。

○○新 乳用後継牛確保対策支援事業（畜産課） 3,300

県内で育成された優良な乳用後継牛を導入・確保し，搾乳牛を増

頭する取組に対して補助する。

○ 畜産基盤再編総合整備事業（公共）（畜産課） 925,515

地域の中核となる畜産経営体の育成を通じた畜産主産地の形成を

図るため，自給飼料増産のための草地，飼料畑の開発整備を行い，

飼料生産基盤に立脚した安定的な畜産経営の発展を図る。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 畜産環境総合整備事業（公共）（畜産課） 905,740

畜産の産地としての発展が期待される地域において，総合的な畜

産経営の環境整備を行い，家畜排せつ物等の地域資源のリサイクル

システムの構築を図る。

○ 畑地帯総合農地整備事業（公共）（農地整備課） 8,426,993

畑作農業経営の体質強化のため，国営かんがい排水と連携するな

ど，農業用用排水施設，区画整理等の基盤整備を推進する。

○ 経営体育成基盤整備事業（公共）（農地整備課） 898,312

中・大型機械の導入による高生産性農業の展開と用排水路の整備

等による水田農業確立の促進に資するため，区画整理，用排水対策

を実施し,併せて，経営体の育成や農地の集積を推進する。

○ 中山間地域等直接支払事業（農村振興課） 632,907

中山間地域等における耕作放棄地の発生を防止し，農業・農村の

多面的機能を確保するため，集落協定に基づき農業者等が行う農業

生産活動等を支援する。

ア 中山間地域等直接支払交付金

農業生産活動等を行う農業者等に対する交付金の交付

イ 中山間地域等直接支払推進事業

協定の推進，確認，交付事務 など

○ 中山間地農業ルネッサンス事業（農村振興課） 11,612

県の地域別農業振興計画や市町村の将来ビジョンに基づき，創意

工夫にあふれる取組や優先枠等を講じた事業等の活用を推進し，中

山間地の特色を生かした農業・農村の振興を図る。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 中山間総合整備事業（公共）（農地整備課） 2,091,749

中山間地域の土地条件に沿った農業を展開するとともに定住促進，

国土環境保全を図るため，生産基盤整備，環境基盤整備を総合的に

推進する。

○ 森林・林業振興基本計画策定事業（環境林務課） 1,015

森林・林業・木材産業の振興を図るため，長期的かつ総合的な視

点に立った施策の推進方針等を示す基本計画を策定する。

○ かごしま材利用推進事業（かごしま材振興課） 208,016

かごしま材の利用を推進し，林業・木材産業の活性化を図るため，

公共施設等の木造・木質化や海外への木材輸出，ＣＬＴ等の利活用

促進などの取組を支援する。

ア 木造公共施設整備事業

イ かごしま材利用促進事業

ウ かごしま材品質確保対策事業

エ かごしま材輸出拡大加速化事業【再掲】

オ ＣＬＴ等利活用加速化事業

○ 環境にやさしい「かごしま木の家」推進事業（かごしま材振興課） 10,213

県産材の利用拡大を図るため，かごしま材を積極的に利用して

「かごしま木の家」づくりに取り組む「かごしま緑の工務店」の活

動や「かごしま木の家」の新たな魅力に繋がる実践的な取組を支援

する。

ア 「かごしま木の家」シェア拡大事業

イ かごしまの良か家づくり事業
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 森林整備・林業木材産業活性化推進事業（かごしま材振興課） 173,407

林業・木材産業の活性化を図るため，間伐材の生産や路網の整備，

高性能林業機械の導入を促進するとともに，木材加工流通施設等の

整備を支援する。

ア 「森林整備推進等基金」推進体制整備事業

イ 力強い木材産業づくり事業

ウ ふるさとの森再生事業

エ 次世代ふるさとの森再生事業

○ 林業成長産業化地域創出モデル事業（かごしま材振興課） 99,500

林業の成長産業化を図るため，低コストで効率的な県産材の生産

・供給体制の構築や更なる木材需要の拡大，再造林の推進など，川

上から川下までの一体的な取組を実施する。

○ 種苗事業（森林経営課） 9,362

造林用優良苗木の安定的な生産・供給を図るため，母樹園の整備

や穂木の確保及び生産施設整備等を支援するとともに，県営採種穂

園の管理等に取り組む。

ア 林木育種事業

イ 「優良苗木」で創る森と地域の再生推進事業

○ かごしま竹の郷創生事業（森林経営課） 9,488

豊富な竹林資源を活かして，地域の活性化を図るため，早掘りた

けのこの生産体制の強化や，竹材の有効活用を推進する。

○ 特用林産物の産地づくり推進事業（森林経営課） 6,056

しいたけなどの特用林産物の生産振興を図るため，生産基盤の整

備や担い手の確保・育成，消費拡大の取組を支援する。

○ 豊かな海づくり総合推進事業（水産振興課） 166,971

マダイ・ヒラメの大規模放流事業やカンパチの種苗生産等を実施

し，資源の回復・維持増大等を図る。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 浜の活力再生施設整備事業（水産振興課） 507,955

水産物の収益力の向上や流通機能の強化を図るため，水産物の再

利用化や鮮度保持等に必要な共同利用施設の整備を支援する。

○ ウナギ資源増殖対策事業（水産振興課） 4,200

ウナギ資源の増殖を図るため，ニホンウナギの資源生態調査を行

うとともに，放流調査や簡易魚道の開発などを行う。

○ 赤潮総合対策調査事業（水産振興課） 6,776

ア○新 赤潮対策技術高度化事業

有害赤潮による被害軽減のためのモニタリング技術や防除技術

の高度化を図り，赤潮による漁業被害を防止する。

イ○新 有害・有毒プランクトン等分布情報発信事業

有害・有毒プランクトンの出現状況，移動拡散の動向や貧酸素

の発生状況等の調査を実施し，その情報を的確かつ迅速に漁業者

へ伝達することで，漁業被害の未然防止を図る。

ウ 赤潮被害防止対策調査事業

新奇有害赤潮等の調査体制を確立するとともに，県内で発生す

る赤潮の集中調査や養殖魚への影響調査等を実施することにより，

漁業者に情報を迅速に提供する体制を構築し，漁業被害の未然防

止・軽減を図る。

○ 漁業調査船建造事業（水産振興課） 585,986

水産資源の持続的利用に必要な漁場環境調査や資源量調査等を継 その他債務負

続実施するため，老朽化した漁業調査船の代船を建造する。 担行為額

862,374

○ ２００カイリ水域内漁業資源総合調査（水産振興課） 41,192

資源減少が危惧されている２００カイリ水域内の漁業資源を評価

し，漁獲可能量の設定や水産資源の維持，適切な利用の推進に資す

るため，漁場環境調査や資源量調査等に取り組む。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 広域漁港整備事業（公共）（漁港漁場課） 2,316,661

水産物の生産及び流通の拠点整備を図るため，漁港施設の整備を

行う。

・ １２漁港

○ 広域漁場整備事業（公共）（漁港漁場課） 837,000

魚礁設置等による広域的な漁場整備を行い，水産資源の維持・増

大と漁業経営の安定を図る。

・ ４地区

○ 水産基盤機能保全事業（公共）（漁港漁場課） 1,194,100

漁港施設等の長寿命化を図るとともに，更新コストの平準化及び

縮減を図るため，計画的に機能保全工事を行う。

・ ２３漁港１漁場

○ 直轄広域漁場整備事業（公共）（漁港漁場課） 42,418

水産資源の増大を図るため，大隅海峡で国が行う漁場整備事業に

負担金を支出する。

○ 漁業共済推進事業（水産振興課） 71,243

異常赤潮損害補てん特約に伴う養殖共済純掛金の掛金補助を行い，

養殖漁業者の経営の安定を図る。

○ 農業共済団体等指導監督事業（農業経済課） 1,775

農業共済組合等が，農業共済制度や収入保険制度への加入推進な

ど，健全な事業運営を実施するよう，検査・指導を行う。
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事 業 内 容 予 算 額

千円
 ラ イ フ ス タ イ ル を デ ザ イ ン で き る 働 き 方 の 創 出

（１） 働き方改革の推進

○ 働きたい女性の就職サポート事業（雇用労政課） 1,026

出産・子育て等により離職し再就職を希望する女性に対して，就

職活動に必要な知識等を習得するための研修を実施する。

○ かごしま「働き方改革」推進事業（雇用労政課） 2,585

実践講座の開催と推進企業の認定・登録を行い，インセンティブ

を付与することにより，「働き方改革」に関する積極的な取組を促す。

○ 子ども・子育て支援総合対策事業（認定こども園施設整備事業） 637,383

【再掲】（青少年男女共同参画課）

私立幼保連携型認定こども園等の幼稚園機能部分等の整備を行い，

安心して子どもを育てることができる体制の整備を図る。

○ 児童健全育成対策事業【再掲】（青少年男女共同参画課） 60,676

昼間に保護者のいない家庭の就学児童の放課後等における健全育

成を図るため，放課後児童クラブの施設整備費の一部を助成すると

ともに，放課後児童支援員認定資格研修及び現任研修等を実施する。

ア 放課後児童クラブ施設整備費 54,590千円

イ 放課後子ども総合プラン推進事業 6,086千円

○ 地域子ども・子育て支援事業【再掲】（青少年男女共同参画課） 2,047,912

地域の子ども・子育て支援の充実を図るため，市町村が行う一時

預かり事業や地域子育て支援拠点事業など，多様な保育サービスの

提供に対して交付金を交付する。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

（２） 若年者等の県内就職促進と多様な人材が就労できる環境づくり

○ ふるさと人材確保事業（雇用労政課） 7,059

ＵＩターンの促進を図るため，ふるさと人材相談室を設置し，職

業紹介・職業相談を行うとともに，就職面接会を開催する。

○ 若者の九州・山口ふるさと就職促進事業（雇用労政課） 10,234

若い世代の地元企業への就職及び東京圏からの若者人材の還流を

促進するため，学生等を対象にした地元企業との就職マッチングイ

ベントやインターンシップを九州・山口各県共同で実施する。

○ 若年者県内企業就職応援事業（雇用労政課） 5,316

若年者の県内定着とＵＩターン希望者の県内就職を促進するため，

県内外での企業説明会の実施や学生・保護者等に対する企業情報の

提供を行うとともに，県外大学と就職支援に関する連携を図る。

○ 若者就職応援フェア「みらいワーク“かごしま”」（雇用労政課） 1,996

若年者の県内定着を促進するため，県内の企業，大学・短大，専

修学校等が一堂に会し，生徒・学生，保護者等に対する企業等の情

報提供等を行う。

○ 高校生県内企業就職応援事業（雇用労政課） 3,691

高校生の県内企業への理解を深め，就職を支援するための取組を

推進し，高校卒業者の県内企業への就職を促進する。

○ かごしまジョブ・トライアル推進事業（雇用労政課） 8,558

若年未就職者の就業促進と雇用のミスマッチ解消を図るため，県

内の人手不足分野の事業所において，短期のインターンシップを実

施する。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 食品関連産業就職支援事業（雇用労政課） 17,784

食品関連産業への就職を促進するため，就職支援コーディネータ

ーを配置し，食品関連産業の魅力や求人情報を効果的に提供すると

ともに，セミナーや企業説明会を開催する。

（３） 地域産業の振興を支える人材の確保・育成

○ 県内中小企業人材育成支援事業（産業立地課） 1,641

中小製造業者の若手社員やその指導者を対象に，ものづくり意識

の醸成やコミュニケーションスキル，コーチングスキル等を高める

ための研修を実施する。

○ ＩＴ産業ビジネス展開支援事業（産業立地課） 4,890

県内の情報通信産業の振興を図るため，県内のＩＴ関連企業の技

術者を対象に，高度で実践的な講座を開催することにより，新たな

事業展開を実践できる人材の育成を支援する。

○ 重点業種企業力向上支援事業（産業立地課） 1,963

重点業種における取組事例等に関するセミナーの開催，経営改善

活動を支える人材の育成支援を通じ，重点業種への新規参入や取引

拡大等を促進する。

○ 特別訓練事業訓練費（雇用労政課） 668,827

離転職者等に対して，職業に必要な知識・技能を付与するため，

民間教育訓練機関等に委託して職業訓練を実施し，就職の促進を図

る。

○ 建設産業担い手確保・育成事業（監理課） 30,000

建設産業が「地域の担い手」として持続的に役割を果たせるよう，

担い手の確保，育成に資する支援を行う。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 漁業生産の担い手育成確保事業（水産振興課） 1,104

意欲と能力のある中核的な漁業者の育成等を行い，本県水産業を

支える担い手の育成確保を図る。

○ 新規漁業就業者定着推進事業（水産振興課） 2,415

新規漁業就業者の確保及び漁業への定着率向上を図るため，関係

機関と連携し，漁業学校において行う各種研修を支援する。

○ 浜の担い手育成支援事業（水産振興課） 1,143

漁村地域の活性化を図るため，浜の活力再生プランに掲げる取組

を実践する漁業者等グループを支援する。

○ 森林整備担い手育成確保総合対策事業（森林経営課） 6,906

林業労働力の確保・育成を図るため，林業労働力確保支援センタ

ーを中核として，林業事業体の経営基盤の強化や林業労働者の雇用

環境の改善等を図るとともに，就業相談等を通じて林業への新規就

業を促進する。

○ 林業普及指導事業（森林経営課） 1,929

農山村の若い林業従事者等を対象に育成研修を行うとともに，森

林・林業に関する専門知識・技術を有する人材をフォレスターとし

て育成する。

○○新 がんばる女性農業者活躍支援事業（経営技術課） 2,252

農業や地域づくりの担い手として活躍する女性農業者を育成し，

支援する。

・ 研修等による能力を発揮できる環境づくり

・ 新たな人材の掘り起こし

・ 次世代リーダーの育成

・ 新商品開発等のビジネスチャレンジの支援
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○○新 担い手確保・育成推進事業（経営技術課） 24,258

認定農業者や集落営農組織，農業参入した企業などの担い手を確

保・育成するため，農業経営改善の指導や各種研修会等を行うとと

もに，経営発展につながる相談体制を整備する。

○ 人・農地プラン推進支援事業（経営技術課） 3,844

農地中間管理事業を活用した担い手への農地の集積・集約化，地

域農業のあり方等を記載した「人・農地プラン」についての継続的

な話合いと見直しを行うための活動等を支援する。

○ かごしまの農業経営法人化等支援事業（経営技術課） 4,484

財務管理や労務管理，マーケティングなどを営農しながら学ぶ

「かごしま農業経営塾」を開催し，本県農業を牽引する経営感覚の

優れた農業経営者を育成する。

○○新 農業人材確保対策事業（経営技術課） 4,218

農業分野における安定的な労働力の確保を図るため，求人・求職

情報の収集や労働力軽減事例等の紹介，農業法人等が安心して外国

人技能実習制度を活用できる相談体制を整備する。

○ 新規就農・就業総合支援事業（経営技術課） 12,746

将来の担い手となる青年農業者を確保・育成するため，認定新規

就農者の市町村認定を推進するとともに，就農・就業の相談活動や

青年農業者の生産・経営管理技術の向上を支援する。

○ 農業次世代人材投資事業（経営技術課） 1,234,450

次世代を担う農業者となることを志向する者に対し，就農前の研

修段階及び就農直後の経営確立に資する資金を交付する。

○ 農業・農村研修事業（経営技術課） 6,299

新規就農希望者や農業法人等への就業希望者や県民を対象として,

農業大学校において各種研修を実施する。
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事 業 内 容 予 算 額

千円
 持 続 可 能 な 行 財 政 運 営

（１） 持続可能な行財政構造の構築

○ 電子申告等システムに係るＡＳＰ委託利用型への移行事業（税務課） 2,592

電子申告等システムについて，民間事業者（ＡＳＰ）が提供する

アプリケーションを利用することにより，サーバ機器の調達費用や

運用経費の削減を図る。

○ 滞納整理対策事業（税務課） 14,665

特別滞納整理班による市町村と連携した個人住民税徴収対策や，

自動車税納税お知らせセンターの設置による自主納税案内の実施な

どの取組により，県税収入未済額の縮減を図る。

○ 県税賦課徴収事業（税務課） 30,141

自動車税のコンビニ納付，クレジット納付等の利用促進，各種広

報媒体を活用した納期内納付の促進等により，税収の確保に努める。

○ ネーミングライツ制度の活用（保健体育課） 8,640

ネーミングライツ制度を活用し，鴨池陸上競技場において，新た

な歳入確保により施設のサービスの維持・向上を図る。

○○新 共生・協働センター業務委託事業【再掲】（共生・協働推進課） 12,159

地域コミュニティ，ＮＰＯ，企業等による地域課題の解決に向け

た取組を促進するため，共生・協働センターにおける相談対応，情

報発信など民間の特性を生かせる業務を委託する。

（２） 地方分権改革等の推進

○ 市町村振興資金貸付事業（市町村課） 500,000

市町村が実施する各種公共施設等の整備に必要な資金を貸し付け

る。
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Ⅳ　参考資料

（Ⅰ）平成３０年度ゼロ予算事業

　　　厳しい財政状況の中でも特別な予算を使うことなく，既に県庁が持っている人材や

　　施設，ネットワークなどを活用して，創意工夫により実施する事業を「ゼロ予算事業」

　　と位置付けて実施する。

１　職員の技術・知識等の活用

事業名 区分 具体的な取組内容
部局名
課　名

鹿児島県消費生活相談員
人材バンク

継続
　消費生活相談員人材バンクを設置し，消費生活相談
員の採用を希望する市町村と消費生活相談員として就
業を希望する者との仲介を行う。

県民生活局
消費者行政
推進室

市町村消費生活相談員等
実務研修受入事業

継続
　市町村から消費生活相談員や行政職員を受け入れ，
電話相談や面談等の実務研修を行う。

県民生活局
消費生活
センター

かごしま県政出前セミナー 継続

　県民からの要望に応じて，県政の課題や県が重点的
に取り組んでいる施策等について，県職員が集会等に
出向き直接説明を行い，意見交換を通して対話や交流
を推進するとともに，県政についての県民の理解と協
力を得る。
　希望に応じて，県庁見学と併せて県庁内でもセミ
ナーを実施する。

ＰＲ・観光
戦略部
広報課

海外人的ネットワーク活用
事業

継続

　本県産業振興等に資するため，庁内関係課の依頼な
どに基づき，国際交流課等が有する国内外人的ネット
ワークや国際交流員を活用し，海外の情報を収集す
る。

ＰＲ・観光
戦略部

国際交流課

県庁環境保全率先事業 継続

　地球温暖化防止のため，県が率先して積極的な環境
保全活動に取り組む。
　・マイバッグ・マイ箸運動の取組推進
　・ノーマイカーデーの取組推進
　・県庁環境保全率先実行計画の推進

環境林務部
地球温暖化
対策課

キャラバン・メイト養成研
修事業

継続
　認知症サポーター養成講座の講師となる「キャラバ
ン・メイト」の養成を図る。

保健福祉部
介護福祉課

鹿児島県オリジナル出生届
等の作成

新規

　妊娠・出産を温かく支える気運の醸成を図るため
に，職員のアイデアを活用して鹿児島県オリジナルの
出生届や命名紙，出産記念写真撮影用フレーム等を作
成し，市町村等へ提供する。

保健福祉部
子ども福祉課

企業等農業参入相談窓口設
置事業

継続

　地域振興局・支庁(駐在機関）農政普及担当課に
「県企業等農業参入相談窓口」16か所を設置し，企業
等に対し参入方法や支援制度等の情報提供などを行
う。

農政部
経営技術課

元請下請関係適正化等建設
業法遵守通報窓口の設置

継続
　建設業法の違反等について，県に設置する窓口にお
いて通報・相談を受け，必要に応じて立入調査を実施
し，指導を行う。

土木部
監理課

津波ハザードマップ作成支
援事業

継続

　津波法に基づき，市町村が作成する「津波ハザード
マップ」作成のための基礎となる津波浸水想定設定
（浸水区域及び浸水深）の基礎データ資料の提供を行
う。

土木部
河川課

土砂災害ハザードマップ作
成支援事業

継続
　土砂災害に対する警戒避難体制の整備促進を図るた
め，市町村が作成する「土砂災害ハザードマップ」に
必要な地図データ等の提供を行う。

土木部
砂防課
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１　職員の技術・知識等の活用

地域一斉耐震診断事業 継続
　木造住宅の耐震改修の普及啓発を図るため，地域住
民を対象とした耐震セミナーと無料耐震診断を実施す
る。

土木部建築課
住宅政策室

学校給食等地元食材利用促
進事業

継続

　学校給食関係者，食材供給関係者及び行政担当者が
一堂に会し，全国や県内で地元食材が有効に利用され
ている事例を基に研修するとともに，市町村ごとに意
見交換を行い，各地域の実情に応じた利用促進の在り
方を検討する研修会等を開催する。

教育庁
保健体育課

埋蔵文化財出前講座事業 継続
　市町村開発部局等が開催する研修会等において，埋
蔵文化財の取扱いや事務手続きの具体を説明し，周知
を図る。

教育庁
文化財課

総合教育センター土曜講座 継続
　土曜日における研修を希望する教職員のニーズに応
えるため，総合教育センターにおいて希望研修講座を
実施し，教職員の資質向上に資する。

教育庁
総合教育
センター

総合体育センター職員派遣
事業

継続

　県立学校や市町村教育委員会等が行う研修会への講
師派遣要請に応じて，総合体育センター職員を派遣
し，体育の授業改善や教員の資質向上を図るととも
に，スポーツ・レクリエーション活動等の振興を図
る。

教育庁
総合体育
センター

スポーツ・レクリエーショ
ン活動相談窓口

継続

　県民のスポーツ・レクリエーション活動に関する幅
広い分野からの質問や相談に対して，専門的立場から
回答することにより，県民の生涯スポーツの活動を支
援する。

教育庁
総合体育
センター

県立図書館長講演会 継続
　明治維新150周年を記念し，県立図書館長による講
演会を年２回実施する。

教育庁
県立図書館

ふるさとの道クリーンアッ
プ事業

継続
　県職員による国県道の一定区間の美化活動を実施す
る。

全地域振興局・
支庁

農村地域水・土施設保全巡
回事業

継続
県営造成ダム等の施設を巡回し，地域の協力を得な

がら草木を年２回伐採する。

鹿児島地域
振興局

農林水産部

南薩地域振興局地域密着型
県政出前講座事業

継続
　地域の方々が集まる会合等に積極的に出かけて，児
童虐待防止，DV被害者支援，自殺予防対策等の県の施
策について広くPRする。

南薩地域振興局
保健福祉環境部

林道施設巡回保全事業 新規
　県，市町と共同で林道施設の巡回・点検と同時に，
排水施設等の土砂，枝葉等の除去など，簡単な清掃活
動を市町ごとに年１回実施する。

北薩地域振興局
農林水産部

大隅地域振興局版県政出前
セミナー事業

継続

　地域の様々な機会を捉えて積極的に県政を広くＰＲ
し，地域住民等からの依頼を受けて実施した講習等の
リストを作成し，その内容をホームページへ掲載し，
「身近な振興局」としてイメージアップを図る。

大隅地域振興局
総務企画部

母子自主活動グループ支援
事業

継続
　極低出生体重で生まれた子どもと家族の会「エン
ジェルスマイル」が年3回開催する交流会の案内通知
と，当日の運営等の支援を行う。

大隅地域振興局
保健福祉環境部

精神障害者関連自主活動グ
ループ支援事業

継続
　精神障害者が社会復帰を目標に実施している自主活
動グループの育成に向けての助言，支援を行う。

大隅地域振興局
保健福祉環境部

海岸等美化活動事業 継続
　海岸等のゴミや空き缶拾い，草刈等の清掃作業を行
い地域の美化・環境保全を図る。
　①　肝属川  ②　浜田・高須港海岸

大隅地域振興局
建設部
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１　職員の技術・知識等の活用

林道施設保全巡回事業 継続
　県，市町と共同で林道施設を巡回・点検と同時に清
掃活動を市町毎に年１回実施する。

大隅地域振興局
農林水産部

我が事・丸ごとの地域づく
りの推進

新規

　我が事・丸ごとの地域づくりの一環として，瀬戸内
町が平成29年度から取り組んでいる「チームせとう
ち”我が事・丸ごと”支え愛事業」等に対し，関係機
関との調整，会議の企画・運営，調査の実施等につい
て，瀬戸内町と協働して取り組む。

大島支庁
瀬戸内事務所

２　既存施設等の有効利用

交通安全教育機材貸出事業 継続
　交通安全意識の高揚を図るため，学校や職場等での
交通安全教育実施の際に交通安全教育DVD等を無料で
貸し出す。

県民生活局
生活・文化課

こどもの日・黎明館キッズ
フェスタ，夏休み・黎明館
キッズフェスタ

継続

　展示解説員の解説を聞きながら，黎明館常設展示場
などの見学や体験学習を行い，歴史や文化について学
ぶミュージアムガイドに，夏休みの課題などを意識し
た取組を付加することにより，若い世代の黎明館ファ
ンの増を図る。

県民生活局
歴史資料セン
ター黎明館

さくらじまんＰＲサポート
事業

継続

　本県のイメージアップや地域活性化につながるイベ
ント，本県をＰＲする宣伝広報ツールなどに「さくら
じまん」のキャラクターデザインや着ぐるみを活用す
る。

ＰＲ・観光
戦略部

かごしまＰＲ課

鹿児島県ＰＲ資材活用事業 継続
　市町村や関係団体・業界等に対し，ＰＲ動画や写真
素材等の活用を働きかけ，本県のイメージアップを図
る。

ＰＲ・観光
戦略部

かごしまＰＲ課

「明治日本の産業革命遺
産」理解増進事業

継続
　「明治日本の産業革命遺産」の資産価値の理解増進
を図り，次世代へ継承するため，イベント等における
ＰＲグッズの貸出等を行う。

ＰＲ・観光
戦略部

世界文化遺産課

みんなの土木教室・現地見
学会

継続

　道路，港湾，河川等の工事が行われる地域の方々や
将来を担う子供たちへ，自分たちの地域がどのように
変わるのかなど，公共事業についての理解を深めても
らうための現地見学会等を行う。

土木部監理課
技術管理室

地下壕の危険性に係る啓発
事業

継続

　市町村と連携して，地下壕の危険性に係る啓発を行
い，住民の安心・安全の確保を図る
　・県政かわら版等による啓発
　・市町村広報誌による啓発（掲載依頼）等

土木部
都市計画課

公立学校施設整備事例紹介
事業

継続
　各自治体の施設整備の参考としてもらうため，県内
の小中学校等施設の整備事例を県ホームページで紹介
する。

教育庁
学校施設課

生涯学習ふれあい展示 継続
  生涯学習に取り組んでいる団体を対象に，創作文化
活動の学習成果を発表する場を提供する。（年４回）

教育庁
かごしま
県民大学

中央センター

高校生図書館ボランティア
養成講座

継続
　高校生を対象に，図書館の実務や児童奉仕の初歩的
な知識・技能に関する講義・実習等を年２回行う。

教育庁
県立図書館

学習サークル～古文書学習
～

継続
　高校生を対象に，図書館所蔵の古文書を活用した学
習会（講座）を年３回実施し，郷土における歴史認識
を深めるとともに，図書館利用の幅を広げる。

教育庁
県立図書館

奄美図書館文化活動連携事
業

継続
　奄美図書館の壁面を活用し，学校や美術協会等と連
携して児童・生徒や会員の絵画等を展示する。

教育庁
県立奄美
図書館

青少年研修センター施設開
放事業

継続

  センター内の豊かな自然や施設を広く県民の方々に
開放し，自然体験活動や各種文化創作活動などを通し
て，自然に親しみ，ふれあいを深めるとともに，セン
ターの役割や事業などについて県民の理解を深める。

教育庁
青少年研修
センター
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２　既存施設等の有効利用

ふれセングラウンドゴルフ 継続

　霧島自然ふれあいセンターのグラウンドゴルフコー
スを地域住民の心身の健康増進や交流の場として活用
していただけるよう周知・広報を図るとともに，仲間
づくりと生涯スポーツへの気運づくりとする。

教育庁
霧島自然
ふれあい
センター

南 ・夢農園 継続

　県立吹上浜海浜公園の学習農園を活用して，野菜・
花・ハーブ作りなどの勤労生産活動を行い，作物の植
え付けから収穫までの苦労や喜びを体験できる場を県
民に提供する。

教育庁
南薩少年
自然の家

鹿南少わくわくホリデー 継続

　南 少年自然の家や近隣の自然を活用した体験活動
を実施することにより，自然に対する興味・関心を
持った心豊かでたくましい子どもを育成するととも
に，家族の絆を深める。

教育庁
南薩少年
自然の家

自然の家フェスタ 継続
施設を開放し，体験活動や創作活動を通して，家族

のふれあいや参加者相互の交流を深めるとともに，奄
美少年自然の家の事業や活動について周知を図る。

教育庁
奄美少年
自然の家

天体観察 継続
  季節の星座や流星群，星，月の観察を通して，天体
に対する興味･関心を高めるとともに，宇宙の広さや
神秘に気付き，探求しようとする心を育てる。

教育庁
奄美少年
自然の家

「まいぶんキット」貸出事
業

継続
　授業や郷土教育に活用できるよう，実物の出土品等
をキットとして貸し出す。

教育庁
埋蔵文化財
センター

地域振興局管内情報発信事
業

継続
　振興局・支庁の県民ホール等を活用して，紙媒体に
よる情報発信のほか，特産品等の展示紹介を行う。

全地域振興局・
支庁

「こどもあんしんの車」車
版事業

継続

　公用車の一部に「こどもあんしんの車」と掲載され
た車版（マグネットシート）を貼り，出張に併せて管
内の巡回を行い，子どもに対する犯罪防止に寄与す
る。

南薩地域振興局
総務企画部

南薩地域感染症危機管理情
報ネットワーク（NISE)運営
事業

継続
　管内の11医療機関から得られた感染症状方を収集分
析し毎週，管内の学校や関係機関へメール，FAXで配
信する。

南薩地域振興局
保健福祉環境部

情報誌発行事業 継続

　福祉施設，学校，病院，市役所等４００箇所以上の
機関・施設等に対し，年４回，保健，医療，福祉，環
境に関する情報を記載した「なんさつ健やかだより
（CATCH）」を定期的に発行する。

南薩地域振興局
保健福祉環境部

土地改良施設保全活動事業 継続
　土地改良施設の機能保全及び有効利用を図り，地域
資源としての認識を高めるため，自治会及び農家や関
係機関による，清掃活動を行う。

北薩地域振興局
農林水産部

社会基盤整備ＰＲ事業 継続
　公共事業への理解促進，共生協働の社会づくりの促
進を図るため，道路や港湾などの社会基盤について，
現場見学会やパネル展示を行う。

北薩地域振興局
建設部

土地改良施設愛護作業 継続

　姶良・伊佐地域振興局管内の４市町において，市町
や関係事業者の協力を得て，土地改良施設等の海岸や
親水公園等のゴミ拾いや草刈り等清掃活動を実施し，
施設の保全を図る。

姶良・伊佐地域
振興局

農林水産部

土地改良施設等の保全活動
事業

継続
　市町や関係事務所の協力を得て，ダム及び菱田海岸
等の土地改良施設のごみ拾いや草刈り等の清掃活動を
実施し，施設の保全を図る。

大隅地域振興局
農林水産部

現地見学会 継続
　現場を実際に見て触れて体験することで公共工事に
対する理解と将来の担い手育成を目的とする。

熊毛支庁
建設部
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２　既存施設等の有効利用

屋久島事務所ミニギャラ
リー設置事業

継続
　屋久島事務所が地域の方々にとって身近な存在とな
るよう，ロビーを開放し，地域の方々の文化・芸術作
品や子供達の学習成果などを展示する。

熊毛支庁
屋久島事務所

屋久島ＣＯ２フリーの島づ
くりＰＲ事業（単独）

継続

　電気自動車の導入等，ＣＯ２削減に向けた取組を促
進するため，学校関係者や地域住民等を対象に，屋久
島事務所にある公用電気自動車，急速充電器設備を活
用して，研修会・出前講座を行う。

熊毛支庁
屋久島事務所

大島支庁情報誌の発行 継続
　「大島支庁情報誌」を毎月支庁ホームページに掲載
し，事業の実施状況・進捗状況，統計データ等を情報
発信する。

大島支庁
総務企画部

大島紬ＰＲ事業 継続

　大島支庁内展示ブースへの大島紬等の展示や大島紬
研修会・展示販売会の開催などを通じて，大島紬に対
する理解を深めるとともに，大島紬振興のためのＰＲ
を行う｡

大島支庁
総務企画部

土地改良施設愛護作業 継続
　毎年2月に開催される「奄美観光桜マラソン大会」
に併せて，そのコースである須野ダム及び周辺道路の
草刈り，ゴミ拾いなどを行う｡

大島支庁
農林水産部

名瀬港待合所イメージアッ
プ事業

継続
　待合所内のパネル等を利用して，ガイドマップの展
示や写真展の開催等を行う。

大島支庁
建設部

３　政策情報の発信・ＰＲ

「鹿児島県方言週間」普及
啓発事業

新規

　11月第３週の「鹿児島県方言週間」において県ホー
ムページ等を活用し，方言の保存継承に向けた広報活
動や，方言に関するイベントや伝承活動などの情報発
信を行う。

県民生活局
生活・文化課

「育児の日」普及事業 継続
　毎月19日の「育児の日」の普及・啓発を図るため，
各地のイベント等での既存のポスター等の活用や，市
町村に対する広報の養成を行う。

県民生活局
青少年男女
共同参画課

「育児の日」協力企業の取
組事例の紹介

新規
　「育児の日」協力企業における具体的な取組事例等
を，県HPや「育児の日フォーラム」において紹介す
る。

県民生活局
青少年男女
共同参画課

妊産婦にやさしいサービス
提供事業所の募集
（かごしま子育て支援パス
ポート事業）

継続
　妊産婦への支援の充実を図るため，かごしま子育て
支援パスポートにより利用できる妊産婦向けサービス
を事業者等から募集し，県ホームページで紹介する。

県民生活局
青少年男女
共同参画課

九州・山口地域あかい糸
めーる事業

継続

　九州・山口各県において，独身者の出会いの場とな
るイベント情報（パーティ，食事会，マナーアップ講
座等）を配信し，九州・山口地域で結婚を希望される
独身者の出会い・結婚を応援する。

県民生活局
青少年男女
共同参画課

保育士の県内就職促進事業 新規
　県内就職を促すためのチラシを作成し，県内の保育
士養成施設に対して掲示及び学生への配付を依頼し，
県内への就職促進を図る。

県民生活局
青少年男女
共同参画課

県女性活躍推進優良知事表
彰企業の取組事例の紹介

新規
　県女性活躍推進優良知事表彰企業における妊産婦等
への支援についての取組事例を県のHP等で紹介する。

県民生活局
男女共同参画室

鹿児島のポテンシャル普及
事業

新規

　本県の有する多くの魅力や強みを改めて認識し，更
に磨き上げることにより，今後の県勢の浮揚発展に役
立てていくため，これらの魅力や強みを本県の「ポテ
ンシャル」として県ホームページなどの広報媒体を通
じて幅広く発信する。

企画部
企画課
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３　政策情報の発信・ＰＲ

かごしまふぁんネットメー
ルによる情報発信事業

新規

　電子メールを利用して，本県の観光・特産品などの
魅力的な情報をタイムリーに発信する「かごしまふぁ
んネット」を県内外に配信し，観光客の誘致や特産品
の販売促進を図る。

ＰＲ・観光
戦略部

かごしまＰＲ課

かごしまＰＲ課フェイス
ブックによる情報発信事業

新規
　かごしまＰＲ課フェイスブックにおいて，県内外で
開催する物産観光展情報や県内各地の紹介など，その
時々の旬の情報を中心に発信する。

ＰＲ・観光
戦略部

かごしまＰＲ課

本格焼酎ＰＲ促進事業 継続
  本県の本格焼酎の消費拡大やさらなるイメージアッ
プを図るため，様々な機会をとらえ，本格焼酎のＰＲ
を行う。

ＰＲ・観光
戦略部

かごしまＰＲ課

オールかごしまプロジェク
ト事業

新規

　明治維新150周年にあたり，県民一人一人に「オー
ル鹿児島」の一員として鹿児島の魅力をアピールして
いただくため，かごしま明治維新博のロゴマーク等を
活用したプロモーション等の取組を実施する。

ＰＲ・観光
戦略部

かごしまＰＲ課
（明治維新150
周年推進室）

県公式ツイッター・県公式
フェイスブック情報発信事
業

継続

　県政についての県民の理解と協力を得るためにＳＮ
Ｓ（ソーシャル・ネットワーク・サービス）を活用
し，県政施策のほか，県に関する様々な情報の発信を
行う。

ＰＲ・観光
戦略部
広報課

コミュニティＦＭ・ＣＡＴ
Ｖ情報発信事業

継続

　県政広報活動の更なる強化を図るため，県の行事・
イベント，制度等に関する情報を県内各地のコミュニ
ティＦＭ・ＣＡＴＶに配信し，地域住民に向けて放送
してもらう。

ＰＲ・観光
戦略部
広報課

鹿児島県動画配信サイト運
用事業～「鹿児島インター
ネット放送局　ムーブ！か
ごしま」～

継続

　インターネットを活用した県政広報活動，県のＰＲ
活動の強化を図るため，知事記者会見のほか，新着・
オススメ，注目動画等をチャンネル毎に配信する動画
サイト「鹿児島インターネット放送局　ムーブ！かご
しま」を運用する。

ＰＲ・観光
戦略部
広報課

小児救急電話相談ＰＲ事業 継続
　小児救急電話相談の利用促進を図るため，市町村窓
口，子育てイベント等でのカード配布や県ホームペー
ジ等での啓発を行う。

保健福祉部
地域医療整備課

適切な救急医療の利用に係
る普及啓発事業

継続
　県ホームページ・県政かわら版等の活用や救急医療
週間における普及啓発活動を通じて，救急医療の適切
な利用に関する啓発を行う。

保健福祉部
地域医療整備課

介護職員処遇改善紹介サイ
ト開設事業

継続
　介護職員の働きやすい環境づくりに取り組む事業所
等を県のホームページで紹介し，他事業所の取組促進
を図るとともに，介護職場のイメージアップを図る。

保健福祉部
介護福祉課

鹿児島県介護福祉課公式
フェイスブック「ケア★ス
タ ～CareStar & CareStaff
～」

継続

　公式フェイスブックにおいて，介護現場で働く若手
介護職員及び介護職を目指す学生等を紹介し，介護職
のイメージアップによる新規参入促進等を図る。な
お，フェイスブックの掲載内容については，県ホーム
ページでも閲覧可能としている。

保健福祉部
介護福祉課

「イクボス」普及促進事業 新規

　「イクボス」の取組を県ホームページ等で周知・広
報することにより，県内事業所における「イクボス宣
言」の実施を推奨し，ワーク・ライフ・バランスへの
取組の一層の促進を図る。

商工労働水産部
雇用労政課

雇用対策協定に基づく連携
事業

新規
　県と鹿児島労働局が雇用対策協定を締結し，両者の
連携のもとに効果的に各般の事業を実施する。

商工労働水産部
雇用労政課

（関係各課）

かごしま活き生き食の日Ｐ
Ｒ事業

継続

　「かごしま活き生き食の日（毎月第３土曜日）」に
ついて，各種イベント，会議，研修会，県ホームペー
ジ，印刷物等により周知ＰＲし，県産農林水産物に対
する理解と活動の促進を図る。

農政部
農政課
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３　政策情報の発信・ＰＲ

米粉を活用した料理普及推
進事業

新規
　米粉料理を一般公募により募集し，県ホームページ
で紹介することにより，消費者へ広く認知・浸透さ
せ，米粉の利用促進を図る。

農政部
農産園芸課

「土木の日」に関連して行
う建設事業イメージアップ
事業

継続

　「土木の日」である11月18日に併せて，「建設事業
イメージアップ連絡協議会」で，公共施設・建設事業
の必要性，地域生活に果たす役割等について理解を浸
透させ，イメージアップを図るための取組を行う。

土木部監理課
技術管理室

魅力ある都市景観・まちな
みづくりＰＲ事業

継続

　「かごしま・人・まち・デザイン賞（平成25年創
設）」のＰＲや各種団体との連携による啓発活動を行
い，良好な都市景観に対する県民等の理解を深め，そ
の取組を促進することにより，地域の特徴を活かした
魅力ある都市景観やまちなみの形成を推進する。

土木部
都市計画課

水辺の魅力を活かした「ま
ち」のリノベーション事業

新規

　河川敷地をにぎわいのある水辺空間として積極的に
活用することを推進するため，水辺空間の可能性を引
き出し，市町村や民間事業者が実施したい魅力的なま
ちづくり施策の促進を図る。

土木部
河川課

子供の就学円滑化に向けた
情報発信

新規

　全ての子供が教育を受け，能力・可能性を最大限伸
ばせるようにするため，学校のプラットフォーム機能
が充実するよう，各種支援事業，教育相談等の情報を
収集・整理し，情報発信を行うとともに，教職員等へ
啓発を図る。

教育庁
義務教育課

学校等における文化財伝承
活動情報提供事業

継続
　学校教育の中で，伝統芸能やその伝承活動に取り組
む学校・学級や児童・生徒の様子を県ホームページで
紹介する。

教育庁
文化財課

伝承活動等の情報提供事業 継続

　生涯学習の視点から，かごしま県民交流センター情
報システムに文化財に関して深い知見を有する指導・
助言者を登録し，学校教育や公民館活動等に必要な講
師を紹介する。

教育庁
文化財課

かごしま遺跡フォーラム 継続
　発掘調査した遺跡の速報やテーマ設定による発表を
通じて，県民に発掘調査の成果や埋蔵文化財の価値に
ついてわかりやすく紹介する。

教育庁
埋蔵文化財
センター

観光情報提供事業 継続
　地域の旬な情報を県ホームページに掲載し，情報提
供を行う。

全地域振興局・
支庁

鹿児島地域振興局広報・Ｐ
Ｒ推進事業

継続

　各種イベントやキャンペーンに参加する職員が，ス
タッフコート及び名札等を着用し，県の取組等をPR
し，普及広報を図る。
（主なイベント等）
　・「スポーツ合宿」セミナー及び視察ツアー
　・交通安全，防犯街頭キャンペーン
　・市村開催イベントなど
　・プロスポーツキャンプ激励式

鹿児島地域
振興局

総務企画部

地域情報発信事業
「地域の宝箱～地域フォト
ライブラリー～」

継続
　「地域の宝箱～地域フォトライブラリー～」によ
り，地域の新たな魅力等を情報発信し，地域内外の交
流の活性化と地域振興を図る。

鹿児島地域
振興局

総務企画部

地域情報発信事業
「鹿児島地域振興局だよ
り」

継続
　「鹿児島地域振興局だより」を局ホームページに掲
載し，局・管内各市村のイベントや観光，県政に関す
る情報などを発信する。

鹿児島地域
振興局

総務企画部

南薩地域観光・イベント情
報等ＰＲ事業

新規

　南薩地域の景勝地やイベント情報等をはじめ，明治
維新150周年関連や「西郷どん」ゆかりの地などタイ
ムリーな情報について，振興局facebookにより積極的
な情報発信を行うとともに，ホームページにも同様の
情報を掲載する。

南薩地域振興局
総務企画課
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３　政策情報の発信・ＰＲ

肥薩おれんじ鉄道利用促進
支援事業

継続

　肥薩おれんじ鉄道の利用促進を図るため，庁舎内に
絵画コンテスト入賞作品を掲示するとともに，写真，
パンフレット，グッズ等の展示を行い，同鉄道のＰＲ
を行う。

北薩地域振興局
総務企画部

ＦＭさつませんだいを活用
した保健福祉環境情報発信
事業

新規
　ＦＭさつませんだい「あおまる暮らしの情報」を利
用し，結核予防，麻薬・覚醒剤乱用防止運動及び自殺
対策強化月間等の広報活動を行い周知を図る。

北薩地域振興局
保健福祉環境部

共生・協働ほっと通信 継続
　管内の地域コミュニティやＮＰＯ法人の活動状況な
ど共生・協働の取組を紹介する。

姶良・伊佐地域
振興局

総務企画部

コミュニティＦＭを活用し
た動物愛護思想普及啓発事
業

継続
　コミュニティＦＭを利用し，行方不明になった犬猫
に関する情報及び動物愛護思想の普及啓発に関する広
報活動を行う。

大隅地域振興局
保健福祉環境部

おおすみの木造公共施設Ｐ
Ｒ事業

継続
　１０月の「木づかい推進月間」において，大隅地域
振興局１階やイベント時に木造公共施設等のパネルを
展示し，広く県民へ木材の良さ等をＰＲする。

大隅地域振興局
農林水産部

奄美黒糖焼酎と農林水産物
を楽しむ会

継続

　奄美大島島内に居住する島外からの赴任者を対象と
して，奄美黒糖焼酎と奄美大島産の農林水産物を紹介
することで，奄美黒糖焼酎と食材に親しんでもらい，
今後の消費拡大のためのPRを行う｡

大島支庁
総務企画部

４　民間団体等との連携

ヤミ金融はり紙撤去
キャンペーン

継続
　県弁護士会や県司法書士会など14機関からなる「県
多重債務者対策協議会」において，関係団体協力のも
と，違法に掲出されたヤミ金融のはり紙を撤去する。

県民生活局
消費者行政
推進室

黎明館研修 継続

　県内外の方々と接しているホテル・観光業等のス
タッフを対象に，館内・館外史跡等視察研修や講演を
行い，鹿児島の歴史や文化を学ぶ機会を設けることに
より，情報発信の一助とするとともに，黎明館ファン
の増を図る。

県民生活局
歴史資料
センター
黎明館

黎明館ボランティア（清
掃，図書等の整理）

継続

　ボランティアによる敷地内の清掃活動や図書等の整
理等を通じて，鹿児島の歴史・文化に興味を持ってい
ただくとともに，黎明館をより身近に感じてもらうこ
とにより，黎明館ファンの増を図る。
・　清掃活動，職員による敷地内の遺跡や歴史・文化
　の解説
・　図書等の整理や広報活動の補助

県民生活局
歴史資料
センター
黎明館

鹿児島県官民データ活用
推進計画（仮称）策定準備
事業

新規
　データ活用の推進について，庁内及び関係団体等と
の意見交換を行い，効果的な活用推進の方策の検討を
行う。

企画部
情報政策課

かごしま中小企業支援ネッ
トワーク

継続
  県内の金融機関，保証機関，商工団体などが相互の
協調体制を構築し，県内中小企業者の創業・事業再
生・事業承継の支援を促進する。

商工労働水産部
経営金融課

生涯現役促進地域連携事業 新規

　県が中心となって構成される「協議会」において，
地域における高齢者の就労促進に資する取組を検討す
るとともに，これを国に提案し，国の委託事業の導入
による各種事業の実施を目指す。

商工労働水産部
雇用労政課

（関係各課）

こどもフラワーアレンジメ
ント教室開催支援事業

継続
　小学校高学年を対象にフラワーアレンジメント教室
を実施。県が窓口になり，実施団体と小学校との連絡
調整・情報提供等を行い，円滑な事業実施を行う。

農政部
農産園芸課

おいしいお茶の入れ方教室
開催支援事業

継続

　小学校での「かごしま茶のおいしい入れ方教室」の
実施にあたり，県が窓口となり，実施団体と小学校と
の連絡調整・情報提供等を行い，円滑な事業実施を行
う。

農政部
農産園芸課
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４　民間団体等との連携

ふるさとの道サポート・タ
イアップ事業

継続

　地域住民等が行う県管理道路の清掃・美化活動を支
援する「ふるさとの道サポート推進事業」とタイアッ
プし，企業等に当該サポーターの活動経費の一部を支
援していただくことにより，地域住民・企業・行政が
一体となった美しいふるさとの道の維持活動を行い，
地域環境の保全向上や共生協働による活力ある地域社
会づくりに資する。

土木部
道路維持課

中・高校生のインターン
シップ事業

継続

　経済団体等と連携・協力し，公立の中学校，義務教
育学校後期課程，高等学校の１，２年生を対象とし
て，夏季休業期間中に企業でのインターンシップを実
施する。

教育庁
高校教育課

学校への講師派遣事業 継続
　経済団体等と連携・協力し，企業の経営者や技術者
等を公立の小・中学校，義務教育学校，高等学校に派
遣して，出前授業や講演会等を行う。

教育庁
高校教育課

かごしま学校応援団推進プ
ロジェクト

継続

　地域ぐるみで学校運営を支援する体制を整備し，学
習支援，部活動支援，環境整備，安全確保などの活動
を通して，地域全体で子どもを守り育てる環境づくり
を推進する。

教育庁
社会教育課

文化財フィールドワーク 継続
　フィールドワークを実施し，文化財への理解と認識
を深め，文化財愛護思想の普及を図る。

教育庁
文化財課

かごしま県民大学連携講座 継続

　県民の多様化・高度化するニーズに対応し，生涯学
習の機会を広く提供するために，かごしま県民大学中
央センターと大学等の高等教育機関，県及び市町村，
民間教育機関，ＮＰＯ法人，自主グループ等が連携し
て公開講座等を実施する。

教育庁
かごしま
県民大学

中央センター

雑誌スポンサー制度 継続

　図書館の雑誌のカバーを民間事業者等の広告媒体と
して提供することにより，企業等に雑誌の購入代金を
負担してもらい，図書館の所蔵雑誌を増やし，雑誌
コーナーの充実を図る。

教育庁
県立図書館

あまみＦＭディとの連携に
よる広報活動事業

継続

 　｢あまみＦＭディ！ウェイヴ｣の番組（みちのし
ま！ザ・ワールド）への出演を通じて，各種事業の案
内や新刊図書の紹介など，奄美図書館の情報発信を行
う。

教育庁
県立奄美
図書館

鹿児島地域づくり表彰 継続

　鹿児島地域において，地域づくりに寄与したもので
あって，その功績が特に顕著であり，かつ，現在も地
域づくりのための活動を続け，地域の未来に貢献する
ことが期待できるものを表彰する。

鹿児島地域
振興局

総務企画部

鹿児島港環境美化活動事業 継続

　鹿児島港（ｳｫｰﾀｰﾌﾛﾝﾄﾊﾟｰｸ等）において，建設部職
員を中心にボランティアの協力も得ながらゴミの回収
や空き缶拾い等の清掃を年１回行い，港の美化や環境
保全を図る。

鹿児島地域
振興局
建設部

道の日道路パトロ－ル事業 継続
　各市や建設業関係者，ボランティアと連携しなが
ら，管内の県管理道路の点検及び美化活動を道の日に
年１回実施する。

南薩地域振興局
建設部

北薩摩の地域振興褒賞 新規

　北薩地域において地域の振興に取り組み，その功績
が特に顕著な個人や団体を表彰し，局としての前向き
なメッセージの発信と，地域の振興に関する活動の輪
を広げる一助とする。

北薩地域振興局
総務企画部

川内港環境美化活動事業 継続
　川内港唐浜地区において，ボランティアの協力を得
ながら草木の伐採を行う。

北薩地域振興局
建設部

姶良・伊佐地域づくり活動
表彰

継続
　地域づくり活動により，功績の大きな団体等を表彰
し，また，ホームページに掲載することにより，地域
づくり活動の一層の活性化を図る。

姶良・伊佐地域
振興局

総務企画部
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４　民間団体等との連携

「ＦＭきりしま」「あいら
びゅーＦＭ」による普及啓
発事業

継続

　地元ラジオ「ＦＭきりしま」「あいらびゅーＦＭ」
の協力を得て，脳卒中週間等に関する正しい知識の普
及啓発を行う。
・脳卒中週間
・世界禁煙デー
・歯と口の健康週間

姶良・伊佐地域
振興局

保健福祉環境部

姶良・伊佐地域地産地消活
動ＰＲ事業

継続
　地域直売所の取り扱い農産物，加工品情報などを地
域振興局ホームページで紹介し，姶良・伊佐地域の地
産地消活動のＰＲを行う。

姶良・伊佐地域
振興局

農林水産部

道の日道路環境整備事業 継続
  建設関係者と連携しながら，道路のゴミ拾いや道路
法面の草刈りを行う。

姶良・伊佐地域
振興局
建設部

おおすみの地域力表彰事業 継続

　地域活性化，伝統文化の継承，地域産業の振興，環
境保全等に取り組んでいる個人，団体等を顕彰し，功
績をたたえ，地域づくりをさらに活性化させ，「元気
な大隅地域」をＰＲする。

大隅地域振興局
総務企画部

たねやくきらめき表彰 継続
　熊毛地域の発展，活性化のために尽力している，あ
るいは地域住民の励みとなる活躍をしているなどの功
績が顕著な個人や団体を表彰する。

熊毛支庁
総務企画部

介護事業所等事例発表会開
催事業

新規

　管内介護事業所等の事例発表会を熊毛地区老人福祉
施設協議会と共催で開催し，同事業所等の取組事例の
紹介等を行うことにより，介護職のイメージアップ，
ひいては，介護人材の確保を図る。

熊毛支庁
保健福祉環境部

屋久島の玄関口安房港環境
美化活動事業

継続
　島を訪れる観光客等へのおもてなしとして，地域の
方々と協力して安房港のゴミ拾いや草刈り等を行い，
港内の美化や環境保全を図る。

熊毛支庁
屋久島事務所

あまみ地域づくり褒賞 継続
　地域づくりの推進を図るうえで功績が顕著であるも
のなどを褒賞する｡

大島支庁
総務企画部

コミュニティFM等を活用し
た広報活動

継続
　県の主催するイベントや青少年育成など普及期啓発
したい事項等の県政情報について地元コミュニティＦ
Ｍ等を活用し，広報活動を行う。

大島支庁
総務企画部

道の日道路パトロール事業 継続
　町村や建設業関係者と連携しながら，管内の県管理
道路の点検及び美化活動を道の日に年１回実施する。

大島支庁
瀬戸内事務所

「道の日」及び「海の日」
清掃活動事業

新規
　世界自然遺産登録を機に，各町役場及び建設関係者
等，港湾施設使用者等と管内の道路及び港湾施設の美
化清掃作業を年１回実施していく。

大島支庁
徳之島事務所

土地改良施設愛護作業 継続
　安全管理上，支障を来している溜池等において関係
者と連携し施設周辺の草刈り等を実施する｡

大島支庁
沖永良部事務所
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（Ⅱ）【引上げ分の地方消費税収が充てられる社会保障施策に要する経費】

　引上げ分の地方消費税収は，地方税法の規定により，社会保障４経費その他社会保障施策

（社会福祉，社会保険及び保健衛生に関する施策）に要する経費に充てることとされている。

（単位：百万円）

うち一般財源

医療 58,078 50,918

介護・高齢者福祉 25,773 21,791

子ども・子育て 22,458 18,678

合計 106,309 91,387

分野
平成３０年度当初予算額

総額

 １　引上げ分の地方消費税収（社会保障財源化分の市町村交付金を除く）　12,489百万円

 ２　社会保障施策に要する経費のうち社会保障４経費（一般財源）  　　  91,387百万円
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（Ⅲ）使用料・手数料改定（案）

主 な も の
部 局 名 項 目 備 考

現行単価(円) 改 正 案(円)

環境林務部 ２以上の事業者による産業廃 ２以上の事業者による産業廃棄物の処 147,000

棄物の処理特例認定申請手数 理特例認定申請手数料

料等 新 設

２以上の事業者による産業廃棄物の処 134,000

理特例変更認定申請手数料

破砕業事業範囲変更許可申請 破砕業事業範囲変更許可申請手数料 75,000 67,000 改 定

手数料

保健福祉部 抑留中の犬の飼養管理及び返 抑留中の犬の飼養管理及び返還手数料

還手数料 返還 １頭につき 4,000 4,100

改 定

動物愛護条例関係手数料 抑留犬返還手数料 4,000 4,100

指定居宅介護支援事業者指定 指定居宅介護支援事業者指定申請手数 20,000

申請等手数料 料

指定居宅介護支援事業者指定更新申請 10,000 廃 止

手数料

指定介護療養型医療施設指定 指定介護療養型医療施設指定申請手数 20,000

申請手数料 料

介護医療院開設許可申請等手 介護医療院開設許可申請手数料 63,000

数料 介護医療院変更許可申請手数料 33,000 新 設

介護医療院許可更新申請手数料 10,000

商工労働水 工業技術センター使用料 設備使用料

産部 耐電磁ノイズ試験システム 960 新 設

バルーン製造装置 2,000

雷サージ許容度試験装置 410

伝導電磁界イミュニティシステム 480 廃 止

放射ノイズ測定システム 510

塩乾湿複合サイクル試験機 580 590

恒温恒湿器 420 430

炭酸ガスレーザ加工機（金属加工） 4,430 4,440

超高速昇温電気炉 950 960

モデル材料混練押出機 1,620 1,630

Ｘ線回折装置 1,680 1,690 改 定

透過率・反射率測定装置 2,500 2,510

走査型顕微鏡 2,700 2,710

溶射ガントラバース装置 540 550

横型平面研削盤 900 910

デジタルマイクロスコープ 450 460

ガス置換型高温熱処理炉 3,470 3,480

フィールドエミッション走査電子顕 3,950 3,960

微鏡

オージェ電子分析装置 4,620 4,630

電子線プローブマイクロアナライザ 4,620 4,630
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主 な も の
部 局 名 項 目 備 考

現行単価(円) 改 正 案(円)

商工労働水 砂利採取計画認可申請等手数 砂利採取計画認可申請手数料 37,700 33,900

産部 料 砂利採取計画変更認可申請手数料 17,000 15,000

計量法関係手数料 検定手数料

質量計（非自動はかり・その他のも

の）

ひょう量50kg以下 250 260

ひょう量100kg以下 340 350

ひょう量20t以下 11,400 11,500

ひょう量30t以下 14,200 14,300

ひょう量40t以下 19,000 19,100

ひょう量50t以下 21,400 21,500

ひょう量50tを超える 37,900 38,100

体積計（燃料油メーター・大型車載

燃料油メーター又は定置燃料油メー

ター）

口径が30mm以下 2,600 2,650

車両等装置用計量器装置検査手数料 700 710

基準器検査手数料 改 定

質量基準器（2級基準分銅）

表す質量が50ｋｇ以下 780 790

表す質量が50ｋｇを超える 8,800 8,900

質量基準器（3級基準分銅）

表す質量が5ｋｇ以下 480 490

表す質量が50ｋｇ以下 650 660

表す質量が50ｋｇを超える 7,100 7,200

工業技術センター手数料 分析手数料

定性分析（金属成分 蛍光Ｘ線装置 3,630 3,640

使用）

定性分析（金属成分 点分析） 5,180 5,190

定性分析（金属成分 線分析） 6,620 6,630

定性分析（金属成分 面分析） 10,480 10,490

定性分析（金属成分 表面分析） 9,100 9,110

定性分析（金属成分 内部分析） 14,740 14,760

定性分析（よう素吸着性能） 4,750 4,760

定量分析（食品 一般分析） 1,750 2,210

試験手数料

化学試験（塩水噴霧試験） 950 1,120

物理試験（凍害試験） 8,230 8,240

物理試験（学校用いす 耐久性試 6,710 6,720

験）

物理試験（吸収率,透過率,反射率） 2,740 2,750
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主 な も の
部 局 名 項 目 備 考

現行単価(円) 改 正 案(円)

商工労働水 工業技術センター手数料 検査測定手数料

産部 形状測定（光波干渉法によるもの） 2,140 2,150

形状測定（画像合成によるもの） 3,350 3,360

Ｘ線透過試験（デジタル画像） 910 920

Ｘ線透過試験（立体画像） 6,800 6,810 改 定

表面あらさ測定（超精密なもの） 1,970 1,980

電子線マイクロアナライザ観察試験 4,510 4,520

電子顕微鏡試験（前処理を要する） 6,500 6,510

熱分析測定 2,500 2,510

顕微鏡試験（前処理を要する） 10,580 10,590

農 政 部 大隅加工技術研究センター使 加工ライン実験施設（ウエットライ 108,800/日以 110,560/日以

用料 ン）使用料 内 内

加工ライン実験施設（ドライライン） 135,360/日以 136,960/日以

使用料 内 内

加工開発実験施設使用料 347,600/日以 353,200/日以

内 内

企画・支援施設使用料 116,240/日以 118,570/日以 改 定

内 内

家畜人工授精講習等手数料 家畜人工授精講習会 34,200 34,300

家畜人工受精及び家畜体内受精卵移植

講習会

牛について家畜人工授精に関する講 34,200 34,300

習会の修業試験に合格している者

その他の者 68,400 68,600

土 木 部 道路占用料 電柱，電線，変圧塔，郵便差出箱，公 3 3

衆電話所，広告塔その他これらに類す ～14,000 ～8,700

る工作物

水道管，下水道管，ガス管その他これ 24 24

らに類するもの ～1,100 ～960

鉄道，軌道その他これらに類する施設 1,100 1,100

～1,900 ～1,700

歩廊その他これらに類する施設 1,100 1,100

～1,900 ～1,700

通路，浄化槽その他これらに類する施 290 230 改 定

設 ～7,200 ～4,500

露店，商品置場その他これらに類する 10 8

施設 ～1,400 ～870

その他の工作物等（看板等） 10 8

～14,000 ～8,700

海底土地使用料 樋管等の地下埋設物 34.5 52

～65 ～97.5

鴨池公園の大型映像装置への 鴨池公園の大型映像装置への広告の表 49,680 53,030

広告の表示に係る使用料 示に係る使用料
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主 な も の
部 局 名 項 目 備 考

現行単価(円) 改 正 案(円)

土 木 部 二級建築士試験又は木造建築 二級建築士試験又は木造建築士試験手 16,900 17,700

士試験手数料 数料

改 定

砂利採取計画認可申請等手数 砂利採取計画認可申請手数料 37,700 33,900

料 砂利採取計画変更認可申請手数料 17,000 15,000

危機管理局 危険物貯蔵所設置許可申請手 準特定屋外タンク貯蔵所 530,000 570,000

数料 特定屋外タンク貯蔵所 830,000 880,000

～6,290,000 ～6,490,000

浮き屋根式特定屋外タンク貯蔵所及び 1,130,000 1,180,000

浮き蓋付特定屋外タンク貯蔵所 ～6,770,000 ～7,070,000

岩盤タンクに係る屋外タンク貯蔵所 5,750,000 5,930,000

～10,700,000 ～10,900,000

危険物製造所等設置許可完成 基礎・地盤検査 410,000 420,000

検査前検査手数料 ～2,030,000 ～2,120,000

溶接部検査 490,000 530,000

～4,650,000 ～4,800,000

岩盤タンク検査 9,100,000 9,320,000

～17,000,000 ～17,300,000

危険物取扱者免状交付等手数 危険物取扱者免状交付手数料 2,800 2,900

料 危険物取扱者免状再交付手数料 1,800 1,900

危険物取扱者試験手数料 甲種 5,000 6,500

乙種 3,400 4,500

丙種 2,700 3,600

改 定

特定屋外タンク貯蔵所又は移 特定屋外タンク貯蔵所 310,000 320,000

送取扱所の保安検査手数料 ～4,170,000 ～4,460,000

岩盤タンクに係る特定屋外タンク貯蔵 2,660,000 2,690,000

所 ～4,790,000 ～4,830,000

消防設備士免状交付等手数料 消防設備士免状交付手数料 2,800 2,900

消防設備士免状再交付手数料 1,800 1,900

消防設備士試験手数料 甲種 5,000 5,700

乙種 3,400 3,800

高圧ガス製造許可申請手数料 容器検査又は容器再検査の手数料

等 繊維強化プラスチック複合容器又は

圧縮天然ガス自動車燃焼装置用容器

内容積1 以上5 未満 180/個 160/個

高強度鋼容器

内容積30 以上 220/個 210/個

10 に満たない 10 に満たない

端数を増すご 端数を増すご

とに4円を加算 とに3円を加算

内容積5 以上30 未満 220/個 210/個
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主 な も の
部 局 名 項 目 備 考

現行単価(円) 改 正 案(円)

危機管理局 高圧ガス製造許可申請手数料 その他容器 90円/個 80円/個

等 内容積1 未満

改 正

液化石油ガス販売事業登録申 充てん設備所在地等変更許可申請手数 19,000×充て 17,000×充て

請手数料等 料 ん設備数 ん設備数

警 察 本 部 風俗営業許可申請等手数料 風俗営業の営業所の構造又は設備の変 11,000 9,900

更承認申請手数料

特例風俗営業者認定申請手数料 15,000 13,000

同時申請の場合 11,700 10,000

特定遊興飲食店営業許可申請 特定遊興飲食店営業許可申請手数料

手数料 同時申請による減額分 8,000 8,700

火薬類運搬証明書交付手数料 火薬類運搬証明書交付手数料 2,400 2,100

質屋営業許可申請手数料 質屋営業許可申請手数料 25,000 22,000

核燃料物質等運搬証明書書換 核燃料物質等運搬証明書書換え手数料 4,600 5,400

え手数料

改 定

国際競技用銃砲刀剣類所持許 国際競技用銃砲刀剣類所持許可申請手

可申請等手数料 数料

同時申請の場合 1,600 1,800

銃砲刀剣類所持許可証再交付手数料 2,200 1,900

駐車監視員資格者証再交付手 駐車監視員資格者証再交付手数料 2,000 1,800

数料

運転免許試験関係手数料 運転免許試験手数料 1,500 1,500

～7,650 ～7,650

運転免許再試験手数料 1,050 1,000

～4,650 ～4,400

検査手数料 3,850 3,750

～6,700 ～6,400

限定解除審査手数料 1,450 1,400

～3,000 ～2,850

運転免許証交付手数料 免許証交付手数料 1,100 1,150

～2,050 ～2,050

免許証再交付手数料 1,100 1,150

～3,500 ～3,500

運転免許に係る教習指導員資 技能検定員資格者証交付手数料 1,100 1,150

格審査等手数料 技能検定員審査手数料 14,500 14,700

～23,100 ～23,400
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主 な も の
部 局 名 項 目 備 考

現行単価(円) 改 正 案(円)

警 察 本 部 運転免許に係る教習指導員資 教習指導員資格者証交付手数料 1,100 1,150

格審査等手数料 教習指導員審査手数料 9,400 9,650

～14,600 ～14,550

運転免許証更新手数料 免許証更新手数料 2,500 2,500

～2,550

運転経歴証明書交付手数料 運転経歴証明書交付手数料 1,000 1,100

運転経歴証明書再交付手数料 1,000 1,100

国外運転免許証交付手数料 国外運転免許証交付手数料 2,400 2,350

運転免許に係る講習手数料 講習手数料 500 500

～13,200 ～12,500

特定任意講習手数料 1,400 1,800 改 定

～2,750 ～2,650

認知機能検査手数料 650 750

認知機能検査員講習手数料 認知機能検査員講習手数料 700/1h 800

～1,400

警備員指導教育責任者資格者 警備員指導教育責任者資格者証書換え 2,000 1,800

証書換え手数料 手数料

機械警備業務管理者資格者証 機械警備業務管理者資格者証書換え手 2,000 1,800

書換え手数料 数料

自動車運転代行業認定申請等 自動車運転代行業認定申請手数料 13,000 12,000

手数料 自動車運転代行業認定証再交付手数料 1,900 1,700

探偵業届出証明書交付等手数 探偵業変更届出証明書交付手数料 1,500 1,600

料 探偵業届出証明書再交付手数料 1,000 1,100
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